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我が国ガス事業は、天然ガスの安定供給の確保、ガス料金の最大限抑制、利用メニューの多様化と事業機会拡大、
天然ガス利用方法の拡大といった目的意識の下、2017年4月の小売市場の全面自由化等のガスシステム改革に取り
組んでおり、従来からの他エネルギーとの競合に加え、都市ガス間競争が進展しているほか、ガスにとどまらない多
様なサービスが提供されるなど、ガス事業者も様々な取組を始めたところである。一方、ガス事業を取り巻く環境は
大きく、かつ、急速に変化している。世界規模でのCO2削減取組強化・脱炭素化の要請や、自然災害の頻発化・激
甚化に伴いエネルギー安定供給確保のためのインフラ強靱化の要請が今までより一層高まっていることに加え、国際
的なLNG需給構造の変化、少子高齢化・人口減少によるガス需要の変化、AIやIoTといったデジタル化の進展、そし
て新型コロナウィルス感染症に伴う生活様式の変化等、ガス事業者は国内外の多様な環境変化に即応した対応が求め
られている。

これらの変化に十分に対応できない場合、ガスを単純に供給する事業を継続することはいずれ困難になるおそれが
あるという危機意識の下、需要家にとって主要なエネルギーを供給するガス事業は、「① 環境適合：サステナブル
な社会に向けた低炭素化・脱炭素化」、「② 安定供給：安全・安心な社会に向けたレジリエンス強化」、「③ 経済
効率：安定供給継続・事業継続に向けた経営基盤の強化」の観点から、高度化を進めることが必要と考えられる。

これらの論点と方策について国内外の最新の知見を収集して多角的に検討を行うために、 2020年9月、経済産業
省資源エネルギー庁では、「2050年に向けたガス事業の在り方研究会」を設置しており、ガス事業のみならず他分
野の事業者の取組等を聴取するともに、様々な分野の有識者と検討を実施してきた。2021年3月には、2050年に向
け、脱炭素・低炭素、レジリエンス強化、経営基盤強化に関する課題や、求められるガスの役割をまとめるとともに、
それぞれの役割を果たすための課題及びその解決に向けた方向性や取組を整理し、官民で進めることを目指して、
「中間とりまとめ(案)」が示されたところである。

本事業では、上記目的に資するために、諸外国政府におけるガス事業関連政策動向について把握するとともに、エ
ネルギー事業者による対応状況や将来戦略等について調査・分析した。更に我が国ガス事業者に対するアンケート調
査や地方自治体の先進的事例についてインタビュー調査を実施することにより、現状の課題整理等を実施した。

本事業が、我が国における今後のガス事業政策の施策立案等の基礎資料となれば幸いである。

はじめに

2021年3月31日 三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社
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1 ガス事業を取り巻く環境変化
1.1 我が国ガス事業の現状

(1)LNG関連動向
(2)LNG調達に係る我が国の取り組み
(3)天然ガス需要量
(4)国内ガス供給インフラの概要

1.2 国際ガス市場の動向と将来見通し
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(1)LNG関連動向
国内天然ガス供給量の推移～LNG輸入量と国内生産量

⚫ 我が国ではLNG調達の全量を輸入に依存しており、2019年におけるLNG輸入量は7,730万tとなっている。
LNG輸入量は、東日本大震災を経て2014年度には8,910万tと過去最高に達したが、ここ数年は原子力発電所
の一部再稼働や再生可能エネルギーによる発電の増加等を背景に微減傾向にある。

⚫ 2019年度における天然ガス供給量は7,910万t(LNG輸入量7,730万t+国内生産量180万t*1)となっている。天
然ガス供給量に占めるLNG輸入割合は98%となっており、ほぼ全量を輸入に依存している。

5参考資料:資源エネルギー「エネルギー白書2020」、 経済産業省「エネルギー生産・需給統計年報」、「資源・エネルギー統計」、「電力調査統計月報」、「ガス事業統計月
報」、財務省「日本貿易統計」

天然ガスの国産、輸入別の供給量
(出所)資源エネルギー「エネルギー白書2020」よりMURC作成
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*1 我が国では、主に新潟県、千葉県、北海道などで天然ガスが産出されており、2019年度における国産天然ガス生産量は、約24.7億㎥(LNG換算で約180
万t)となっている
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(1)LNG関連動向
LNG輸入量の調達国別内訳

⚫ 2019年度におけるLNG輸入量7,730万tの調達国別の内訳を見ると、豪州が3,010万t(構成比38.9%)と最も
多く、次いでマレーシア940万t(同12.1%)、カタール870万t(同11.3%)となっている。

– 豪州は、2012年度から最大の輸入先。新規LNGプロジェクト稼働に伴う生産量・輸入量の増加により、LNG輸入量に占める
割合は2012年度19.6%から大きく上昇

– 米国も、シェールガス由来のLNG輸出が堅調に増加。我が国でも2017年1月から輸入を開始しており、2019年度370万t(構
成比4.8%)となっている

– 中東からの輸入量は約1,400万t(内訳: カタール870万t、UAE220万t、オマーンが290万t)となっており、いわゆる中東依存
度は17%程度(2018年度は21%程度)。原油の中東依存約85％と比べて相対的に低く、調達先多角化が進展
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LNGの供給国別輸入量の推移
(出所)資源エネルギー「エネルギー白書2020」より

LNGの供給国別輸入量(2019年度)
(出所)資源エネルギー資料より

参考資料:資源エネルギー「エネルギー白書2020」、 財務省「日本貿易統計」、第1回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和2年9月4日）資源エネルギー庁説明資料



(1)LNG関連動向
LNG輸入価格の推移

⚫ 我が国におけるLNG輸入価格は、ここ10年間において大きく変動して推移している。

– LNG輸入の年平均価格は、LNG輸入量が過去最高に達した2014年度には87,061円/tであったが、2014年後半以降の全世界
的な国際原油価格低迷の影響により、2016年度には39,364円/tまで低下

– 2017年度以降は国際原油価格が上昇に伴い、2018年度の円建てLNG輸入価格も上昇し、2018年9月には60,000円/tを上回
る程度まで回復。しかし2019年度は再び原油価格が減少に転じ、また原油価格に連動しない米国産LNG・スポットLNG増加
の影響*1もあり、 50,000円/t台中盤で推移

– 2020年に入り、COVID-19による影響により、LNG輸入価格は大きく減少。2020年9月には30,252円/tまで減少

⚫ 2020年の後半以降、世界各地のLNGプロジェクトの相次ぐトラブルに起因する供給減少、厳冬による暖房需
要の上昇、またパナマ運河の運航制約等の理由により、世界のLNG需給は非常にタイトとなっている。LNG
スポット価格も高騰している。
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*1 米国からのシェールガスを原料にしたLNG輸入は、米国国内のガス市場価格(ヘンリーハブ価格）に連動するものが多い

天然ガス・LNG市場価格の推移
(出所) 資源エネルギー庁資料より

参考資料:資源エネルギー「エネルギー白書2020」、 財務省「日本貿易統計」、第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和2年10月26日) 資源エネルギー庁石油・天然ガス課説明資料より



(2) LNG調達に係る我が国の取り組み
新・国際資源戦略

⚫ 「新・国際資源戦略(2020年3月)」では、LNG関連の政策方向性として、「①調達先の多角化/新しい資源の
確保」、「②柔軟な国際LNG市場形成とアジア需要の取り組み」、「③気候変動問題に配慮した油ガス田等
の開発の促進」等を掲げている。

⚫ この中でも「②柔軟な国際LNG市場形成とアジア需要の取り組み」に関して、以下の目標を設定してている。

– アジアを中心にLNG需要が増大する中、引き続き日本が安定的なLNG供給を確保するため、LNG市場の厚みを増して取引を
活性化させるとともに、日本企業が日本向け以外の取引にも積極的に関与し、緊急時の持ち込み能力を高めることが重要

– そのため、日本企業のLNG取扱量について、2030年度に１億トンとの目標を新たに設定。日本の50年に渡るLNG輸入の知
見を活かし、日本が引き続き世界最大のLNG需要国として市場を主導することを目指す

8参考資料: 「新・国際資源戦略(令和2年3月)」、第3回2050年に向けたガス事業の在り方研究会(令和2年10月26日) 資源エネルギー庁石油・天然ガス課説明資料
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我が国におけるLNG取り扱い量の見通し
(出所)資源エネルギー庁資料より

天然ガス・LNG市場価格の推移
(出所)資源エネルギー庁資料より



(2) LNG調達に係る我が国の取り組み
LNG産消会議

⚫ 我が国では、LNG産消会議の開催等を通じて、日本のLNG関連技術を第三国に展開し、上流～下流までサプ
ライチェーン全体にわたる日本企業のビジネス展開を支援してきた。

⚫ 2020年10月に開催された第9回会議では、COVID-19などLNGを取り巻く様々な要素を踏まえつつ、アジア
LNG市場が、世界の気候変動問題にも対応しつつ、経済回復と成長を支え得る存在となるために何が求められ
るのか等について、主に以下のテーマで議論を実施した。

– ①供給国と需要国双方に裨益する持続可能な価格メカニズムの追求
⇒アジアでも市場の需給を反映した価格指標の下地が整ってきており、そうした指標は生産者・消費者双方に裨益する。生産
者・消費者の連携に加えて、ファイナンス機関(JBIC・NEXI）もこの方向をサポート

– ②LNGバリューチェーンの中における脱炭素化の追求
⇒サプライチェーン全体のGHG排出の計算方法の確立や正確な計測が必要不可欠。脱炭素化技術のコストが高いと普及が進
まない。研究開発を継続してコストを下げていくことが肝要。ブルー水素やアンモニアも重要な要素

⚫ また第9回会議において我が国政府は、①「LNG市場戦略2016」の大幅な見直し、②LNGバリューチェーン
全体におけるGHG排出抑制、③LNGからカーボンリサイクルによる水素・アンモニアを生成、等に対して取
り組むことを表明している。

9
参考資料: 資源エネルギー庁Webサイト<https://www.meti.go.jp/press/2020/10/20201013002/20201013002.html>、
<https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/tokyo_beyond-zero_week_02.html>

1.1 我が国ガス事業の現状



(3)天然ガス需要量
天然ガス消費量の推移～電力用・都市ガス用

⚫ 我が国における天然ガス消費量は、2014年度には9,110万tに達したが、その後やや減少し2018年度は
8,240万tとなった。

⚫ 8,240万tの内訳を用途別に見ると、電力用4,970万t(構成比60.3%)、都市ガス用2,740万t(同33.2%)、
その他540万t(同6.5%) となっている。

– 2011年3月の東日本大震災以降、原子力発電所の稼働停止を受け、電力用LNGは急増し、2010年度の4,239万tから2014年
度には5,749万tと過去最高に達した。2015年度以降、原子力発電所の再稼働や再エネ導入進展などにより、2016年を除い
ては減少を続けており、2018年度は4,970万tと2010年度以降初めて5,000万tを下回った
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天然ガスの天然ガスの用途別消費量の推移
(出所)資源エネルギー「エネルギー白書2020」より

参考資料:資源エネルギー「エネルギー白書2020」、経済産業省「エネルギー生産・需給統計年報」、「資源・エネルギー統計」、「電力調査統計月報」、「ガス事業統計月報」、財務省「日本貿易
統計」
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(3)天然ガス需要量
天然ガス消費量～用途別都市ガス販売量

⚫ 2019年度における都市ガス販売量は1,691PJとなっている。その内訳を用途別に見ると、工業用997PJ(構成
比58.9%)が最も多く、次いで家庭用393PJ(構成比23.2%)、商業用174PJ(同10.3%)、その他用128PJ(同
7.6%)となっている。

⚫ 2000年代半ば以降は、家庭用、商業用の消費は微減の傾向にあり、工業用の消費の増加傾向も鈍化している
ため、消費総量の伸びは緩やかとなっている。

– 家庭用では、高効率給湯器など省エネルギー機器の普及に伴う需要家当たりの消費量の減少寄与を、継続的な新規需要家の獲
得や都市ガス利用機器の普及拡大でカバー

– 工業用では、ガス利用設備の技術進展や地球環境問題への対応などにより、需要家当たりの消費量が伸びたことが消費の増加
に起因
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参考資料: 資源エネルギー「エネルギー白書2020」、経済産業省「ガス事業生産動態統計調査」

北海道 東北 関東 中部・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄

PJ PJ PJ PJ PJ PJ PJ PJ 構成比
家庭用 12.1 9.1 210.1 37.9 96.7 11.0 15.5 392.5 23.2%
商業用 10.8 4.2 93.7 14.8 37.8 5.1 7.7 174.2 10.3%
工業用 7.6 30.4 518.3 151.7 217.4 46.4 25.1 996.9 58.9%
その他用 6.0 4.6 61.5 14.2 28.3 5.8 7.3 127.7 7.6%
計 36.6 48.2 883.6 218.7 380.2 68.3 55.7 1,691.3 100.0%

合計

(出所) 経済産業省「ガス事業生産動態統計調査」よりMURC作成

都市ガス販売量(用途別・地域別) (2019年度)
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(4)国内ガス供給インフラの概要
LNG受入基地とガス導管設備

⚫ 我が国におけるLNG受入基地は、太平洋岸を中心として発電所や都市ガスの大需要地の近隣に点在する形で設
置されてきた。これらの施設を起点として、ガス導管網が需要の拡大に応じて扇形に整備されている。

⚫ 一部地域では、国産天然ガス事業者による長距離輸送導管や大規模消費地における大手ガス事業者の輸送導管
が発達してるが、基本的には消費地ごとに独立した導管網となっている。高圧ガス導管敷設距離は、需要拡大
対応と導管網の安定性向上のため近年大幅に伸長しており、約26万kmとなっている。

12(出所)(一社)日本ガス協会Webサイトより< https://www.gas.or.jp/gastodokumade/> 

我が国におけるLNG基地と主要導管網
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(4)国内ガス供給インフラの概要
天然ガス発電設備

⚫ 2020年10月時点における電気事業者によるLNG火力発電能力は8,292万kWに達している。また2019年度
における電気事業者によるLNG火力発電実績は3,535億kWhとなっている。

⚫ 電気事業者による全発電所の発電能力合計2億6,867万kWに占めるLNG火力発電所の割合は30.9%となって
いる。地域によってLNG火力発電への依存度は大きく異なる。
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(出所)経済産業省「電力調査統計」等よりMURC作成

千kW 百万kW

(株)JERA 16 48,126 215,627

関西電力(株) 5 10,176 47,502

東北電力(株) 5 6,849 28,729

九州電力(株) 2 4,655 6,981

中国電力(株) 2 2,375 11,472

(株)扇島パワー 1 1,221 7,717

福島ガス発電(株) 1 1,180 317

泉北天然ガス発電(株) 2 1,109 5,592

四国電力(株) 1 935 3,553

北陸電力(株) 1 925 3,449

川崎天然ガス発電(株) 1 847 5,765

戸畑共同火力(株) 1 625 2,564

北海道電力(株) 1 569 2,986

沖縄電力(株) 2 537 1,519

その他 29 2,785 9,707

合計 70 82,916 353,478

発電所数

発電出力(2020

年10月末時点)

発電実績

(2019年度) LNG火力 原子力 その他 原子力あり 原子力なし

A B C D B/A B/(A-C)

北海道電力(株) 8,364 569 2,070 5,725 6.8% 9.0%

東北電力(株) 16,638 6,849 2,750 7,039 41.2% 49.3%

(株)JERA 66,126 48,126 0 18,000 72.8% 72.8%

北陸電力(株) 8,247 925 1,746 5,576 11.2% 14.2%

関西電力(株) 30,590 10,176 6,578 13,835 33.3% 42.4%

中国電力(株) 5,436 935 890 3,611 17.2% 20.6%

四国電力(株) 5,436 935 890 3,611 17.2% 20.6%

九州電力(株) 17,549 4,655 4,140 8,754 26.5% 34.7%

沖縄電力(株) 2,160 537 0 1,623 24.9% 24.9%

その他 108,120 9,208 14,019 84,893 8.5% 9.8%

合計 268,666 82,916 33,083 152,667 30.9% 35.2%

発電出力

(千kW)
LNG火力割合

LNG火力発電所の発電能力(2020年10月)及び発電実績(2019年度) 旧一般電気事業者のLNG火力発電所割合(発電能力ベース)(2020年10月時点)

(出所)経済産業省「電力調査統計」等よりMURC作成

1.1 我が国ガス事業の現状



1 ガス事業を取り巻く環境変化
1.1 我が国ガス事業の現状
1.2 国際ガス市場の動向と将来見通し

(1)国際エネルギー市場の動向
(2)国際エネルギー市場の長期的見通し
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(1)国際エネルギー市場の動向
天然ガス市場の中期的見通し①～需給バランス

⚫ 2019年後半以降、国際天然ガス市場は需給が緩んだ状況が続いていたが、2020年に入り、COVID-19によ
る経済減退に伴うガス需要減少により、極めて不確実性が高い状況となっている。

– 2020年天然ガス需要量は、2019年4,000bcmから150bcm減少して3,850bcm(前年比4%減)
– 国際原油価格の低下等の影響もあり、国際天然ガス価格は記録的な低水準で推移

⚫ IEA 「Gas 2020」によると、天然ガス需要は2021年以降、徐々に回復する見込みである。しかし様々な不
確実性が存在しており、COVID-19危機は天然ガス市場に対して中長期的な影響を与える可能性がある。

– 天然ガス需要は、特に中国、インドなどアジア太平洋地域において、ガス価格低下を背景として伸長。しかし、 COVID-19
危機の影響により、2025年時点では世界全体で75bcmの需要が喪失する見込み
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1.2 国際ガス市場の動向と将来見通し

2025年に向けた天然ガス需要量の予測(COVID19前後の比較)
(出所)IEA 「Gas 2020」より

75bbcmの
ギャップ

COVID-19前の予測 COVID-19後の予測

参考資料: IEA「Gas 2020」



(1)国際エネルギー市場の動向
天然ガス市場の中期的見通し②～LNG取引量

⚫ IEA「Gas 2020」によると、国際LNG取引量は2025年までに585bcm/y(2019年比21%増)に達する見込み
である。輸出に関しては、純増加分のほぼ全量を北米産LNGが占めているのに対し、輸入に関しては、中国
及びインド等のアジア新興市場の需要増大の牽引力となっている。

– 北米LNG輸出量は、相次ぐ液化プロジェクトの認可状況やカナダにおける輸出プロジェクト等の状況から、今後5年間でほぼ
3倍に達する見込み

– アジア・太平洋地域におけるLNG輸入量は、2025年において世界全体の77%に達する見込み
⇒中国LNG輸入量(2019年80bcm ⇒ 2025年128bcm)、インドLNG輸入量(2019年32bcm ⇒ 2025年から48bcm)
⇒日本のLNG輸入量は、原子力発電の再稼働や再エネ導入の進展等理由により発電構成における天然ガス割合が減少する見込
みであることから、100bcm程度でほぼ横ばいで推移

⚫ IEA「Gas 2020」によると、近年の相次ぐFIDにより、LNG液化プロジェクトは大幅に増加し、2020年から
2025年にかけて輸出能力は最大120bcm/年ほど増加する見込みである。天然ガス需要の伸長がやや鈍化した
ことから、2025年までにLNG国際貿易が逼迫するリスクは限定的であるとしている。
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国際LNG取引量(輸入量・輸出量)(2015～2025年)
(出所)IEA「Gas2020」より

アジア主要国におけるLNG輸入量の推移(2015～2025年)
(出所)IEA「Gas2020」より

輸出

輸入
585bcm

1.2 国際ガス市場の動向と将来見通し

585bcm

日本

中国

インド

韓国

LNG輸入量
(bcm)

LNG取引量
(bcm)

北米
中東
欧州
ユーラシア
中南米
その他アジア・太平洋
日本・韓国
中国
アフリカ

参考資料: IEA「Gas 2020」



(1)国際エネルギー市場の動向
エネルギー投資への影響

⚫ 2020年5月に公表された「World Energy Investment 2020」によると、2020年における全世界エネルギー
投資額は、2019年から4,000億ドル程度(約20%)減少し、約1兆5,000億ドルとなる見込みである。

– 投資減少額4,000億ドルのセクター別内訳を見ると、石油・ガスセクターの減少額が2,500億ドルと最も大きい(前年比32%
減少)*1。次いで、電力セクターの減少額が800億ドルとなっているが、当該セクターの前年比減少率は10%程度であり、石
油・ガスセクターと比較して影響は小さい

– 地域別内訳を見ると、米国における投資額が前年比25%減と最も大きい(石油・ガスセクターの投資縮小が大きく影響)。一
方、中国における投資額は前年比12%であり、米国の前年比25%減、欧州の前年比17%減と比較して影響は軽微
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エネルギー投資額の2019年比増減(セクター別)

(出所) IEA「World Energy Investment 2020」より

1.2 国際ガス市場の動向と将来見通し

*1 石油セクターでは投資減少(特に上流部門)が特に顕著であり、2025年の供給レベルは、当初の予測より900万bpd程度減少する見込みである。仮に世
界エネルギー情勢がCOVID-19危機以前の道筋に戻った場合、投資が2020年レベルで推移したとすると供給不足により市場需給がひっ迫するリスクが存在
する旨を同報告書では指摘している

エネルギー投資額の推移(セクター別)

(出所) IEA「World Energy Investment 2020」より

約2,500億ドル減少

約800億ドル減少

約1.5兆ドル

約1.9兆ドル

約0.4兆ドル(約20%)減少

燃料供給

10億USD

電力

エネルギー最終消費
及び効率

エネルギー最終消費
及び効率電力

燃料供給
(石油・ガス)

燃料供給
(石炭)

10億USD

参考資料: IEA「 World Energy Investment 2020 」



(2)国際エネルギー市場の長期的見通し
BP Energy Outlook 2020①～設定シナリオの概要

⚫ 2020年9月に公表された「BP Energy Outlook 2020」では、2050年までの長期的予測について
BAU(Business-as-Usual)に加え、Rapid及びNet Zeroからなる3つのシナリオについて定義している。
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概要

BAU • 政府の政策、技術及び社会的選好が、過去数年と同等の様式・スピードで緩やかに進展
• CO2排出量は2020年年代中盤にピークアウト。その後は緩やかに減少
• 2050年のエネルギー由来CO2排出量は30GtCO2程度(2018年比約10%削減)

Rapid • 炭素価格の大幅な上昇を主導。よりターゲットを絞ったセクター特定の施策によって構成される一連の政策措置を実施
• 2050年のエネルギー由来CO2排出量は10GtCO2程度(2018年比約70%削減)

Net Zero • Rapidにおいて具体化された政策措置が、社会的行動・選好の著しい変化により追加的に強化され、排出削減を加速
• 2050年のエネルギー由来CO2排出量はほぼゼロ(2018年比約95%削減)

⇒+1.5℃抑制シナリオとほぼ一致

3つのシナリオの概要

1.2 国際ガス市場の動向と将来見通し

➢ 2050年の一次一次エネルギー需要量は、BAUにおいて725EJ(年増加
率0.7%)、Rapid及びNet Zeroにおいて625EJ(同0.3%)となっている。
✓ 化石燃料シェアが顕著に低下(2018年約85%から2050年には約70

～20%)
✓ 一方、再エネ割合が増大(2018年約85%から2050年には約70～

20%)
➢ 石油など液体系燃料需要量は、BAUではCOVID-19危機以降、2050年

まで微減して95Mbpdで推移。一方、Rapid及びNet Zeroでは、当該危
機による減少から完全には回復せず、2019年をピークとして大きく減
少(2050年においてRapidでは55Mbpd、Net Zeroでは30Mbpd程度)
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各シナリオにおける一次エネルギ―需要量の推移
(出所)BP「BP Energy Outlook 2020」より

1次エネルギー需要量の推移

参考資料: BP「BP Energy Outlook 2020」



(2)国際エネルギー市場の長期的見通し
BP Energy Outlook 2020②～天然ガス需要量

⚫ 天然ガス需要は、石油と比較するとレジリエントである。脱炭素化、とりわけ脱石炭依存に伴い、成長著しい
途上国において天然ガスが果たす役割は大きく、CCUSとの組み合わせにより、ほぼゼロ排出となる天然ガス
への期待は大きい。

– Rapidにおける天然ガス需要は、COVID-19危機による短期的下落から回復し、今後15年間、比較的堅調に増加。中国、イン
ド等のアジア各国において、石炭から天然ガスへの転換が進展。その後15年間(2035年～)はアジア途上国における成長速度
が鈍化することにより、ガス需要量も減少し、2050年には2018年とほぼ同水準の約4,000Bcmまで減少

– Net Zeroにおける天然ガス需要は、2020年代半ばにピークに達した後、急速に減少。2050年には2018年の水準を約35%
下回る

– BAUでは今後30年間にわたってガス需要が増加し、2050年までに5,300Bcmになる

⚫ ガス消費形態は、各シナリオによって大きく異なっている。特にNet Zeroでは発電、産業、業務部門におけ
る需要が大きく減少する一方、水素が大きく増加している。
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天然ガス需要量の推移
(出所)BP「BP Energy Outlook 2020」より

参考資料: BP「BP Energy Outlook 2020」

天然ガス需要量のセクター別増減(2018～2050年)
(出所)BP「BP Energy Outlook 2020」より

1.2 国際ガス市場の動向と将来見通し



(2)国際エネルギー市場の長期的見通し
BP Energy Outlook 2020③～水素の役割等

20

部門別の水素利活用量の推移
(出所)BP「BP Energy Outlook 2020」より

タイプ別水素製造量の推移
(出所)BP「BP Energy Outlook 2020」より

1.2 国際ガス市場の動向と将来見通し

➢ エネルギーキャリアとしての水素の利用は、Rapid及び Net Zeroにおいて顕著に増加する。水素拡大は2035年以降に集中してお
り、2050年までに水素は(非燃焼系の)最終エネルギー消費に関して、 Rapidでは約7%、Net Zeroでは約16%を占める。

➢ Rapid及び Net Zeroにおいて、水素は、その貯蔵容易性の観点から、特に産業・運輸部門において電化が困難もしくは高コストな
活動において、電力の補完的役割を果たす。
✓ 水素は、鉄鋼、セメント、石油精製・化学などの高温プロセスのエネルギー源として、産業界で特に有利。2050年までに、水素は産業全体

の最終エネルギー消費の約10%(Rapid)、18%(Net Zero)を占める。また輸送部門における水素利用は、長距離輸送に集中

➢ 水素は輸送費用が高いため、多くの国では、水素の大部分は比較的局地的に製造されている。 Rapid 及びNet Zeroでは、 2050年
まで水素製造のほぼ全量がブルー水素orグリーン水素となる見込みであり、グレー水素は限定的となる。
⇒Rapid 及びNet Zeroにおいて、ブルー水素は、再エネに依存せずに水素供給を拡大するのに寄与する。

主な示唆: 水素の役割

➢ エネルギーシステムの脱炭素化に伴い電化が進展する。最終エネルギー消費における電力割合は、2018年20%強から増加し、
2050年BAU34%、Rapid45%、Net Zero 50%超に達する。
✓ 太陽光・風力等の再エネ発電が、必要な電力量増加分の大部分を担う。しかし再エネ割合上昇により生じる間欠性に対する調整費用は上昇。

結果として、再エネ普及速度は2040年には鈍化(再エネ割合が、Rapidは50%、Net Zeroは60%を超過したあたりで鈍化)
✓ 天然ガス発電は、石炭からの代替により、Rapidでは2030年代前半までは増加するが、再エネ普及加速により2050年には2018年レベルに

回帰。Net Zeroは、Rapidと比較して増加期間が短く、その後の急速に減少。一方、BAUは、全体の電力需要にほぼ比例して増加

主な示唆: 電化の進展

参考資料: BP「BP Energy Outlook 2020」

EJ EJ



(2)国際エネルギー市場の長期的見通し
IEA「 IEA World Energy Outlook 2020 」～シナリオ設定

⚫ 2020年10月に公表された「IEA World Energy Outlook 2020」では、COVID-19以降の回復道筋について
検証しており、以下の4つのシナリオを策定している。

– 公表政策シナリオ(STEPS)：現在公表されている各国の政策目標を反映、世界のエネルギー需要は2023年初頭に危機前の水
準に回復

– 回復遅延シナリオ(DRS)：コロナ危機が長期化し、エネルギー需要は2025年まで回復しない
– 持続可能な開発シナリオ(SDS)：パリ協定に基づくクリーンエネルギー政策を推進するシナリオ
– 2050年ネットゼロエミッションシナリオ(NZE2050)：SDSを拡張し、2050年にCO2排出量を正味ゼロとするシナリオ

⚫ いずれのシナリオでも、再生可能エネルギーが主役を演じ、太陽光発電がその中心となっている。一方、化
石燃料需要は、石油、天然ガス、石炭とも減少傾向にあるが、天然ガスはその中でも減少量が限定的であり、
またシナリオ間の差異も小さい。
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1.2 国際ガス市場の動向と将来見通し

各シナリオにおける一次エネルギー需要量(2019年比増減)
(出所)IEA「World Energy Outlook 2020」より

参考資料: IEA「World Energy Outlook 2020」

各シナリオにおける化石燃料需要(2030年時点)
(出所)IEA「World Energy Outlook 2020」より



(2)国際エネルギー市場の長期的見通し
参考: IEA 「The Future of Hydrogen」

⚫ 2019年6月、IEAは、水素の現状及び将来可能性等を分析した「The Future of Hydrogen」を公表した。水
素の製造、貯蔵、輸送・配送等に係る技術やコスト、更には各種分野における利用可能性*1や導入機会*2を分
析した上で、IEAとしての政策提言を実施している。

– ①長期的目標における水素戦略を確立、②水素に対する商業需要の喚起、③初期段階における参入事業者の投資リスク軽減、
④コスト低減に向けたR&D支援、⑤不必要な規制障壁の撤廃や基準標準化による合理化等、を提言

– 短期的方策としては、①港湾の工業地域における水素ハブ化、②既存のガス関連インフラの活用、③インフラ整備によるFCV
の競争力強化、④水素に関する国際貿易の早期実現、を提案

⚫ 水素製造に関して、現状では天然ガスからの水素製造がコスト優位性を有している。将来的には、再エネによ
る電解水素のコスト低下により、地域によっては、このようなグリーン水素がコスト優位性を有する可能性も
指摘している。

*1 例えば、産業セクターにおける製造プロセスや高温熱需要に対して、水素利用を通じた脱炭素化の可能性について論じている。
*2 水素導入が進んでいないセクターにおける可能性について検討。例えば、住宅向けのエネルギーの脱炭素化の手段として、既存の都市ガス導管への水
素混入や、発電セクターへの水素燃料導入、特に既存石炭火力発電にアンモニアの形で水素エネルギーの導入を行うことが有望な方法として提示

各水素製造方法におけるCO2排出原単位(kgCO2/kgH2)
(出所)IEA「The future of Hydrogen」より

各水素製造方法における水素製造コスト(USD/kgH2)
(出所)IEA「The future of Hydrogen」より
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1.2 国際ガス市場の動向と将来見通し

参考資料: IEA「The Future of Hydrogen」

電力

天然ガス

石炭
CCUS付(90%補足)

CCUSなし

CCUS付(90%補足)

CCUSなし

再エネ・原子力

全電源平均

CCUS付(56%補足)

ガス火力

石炭火力

水電解
(系統電力)

水電解
(再エネ)

天然ガス
(CCUSなし)

天然ガス
(CCUS付き)

石炭
(CCUS付き)

石炭
(CCUSなし)



2 諸外国政府によるガス事業政策の動向
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2 諸外国政府によるガス事業政策の動向
2.1 脱炭素に係る関連政策

(1)欧州委員会による動向
(2)EU関連機関における水素戦略
(3)イギリスの動向
(4)ドイツの動向
(5)フランスの動向
(6)オランダの動向
(7)米国の動向

2.2 安定供給・レジリエンス等に係る関連政策
2.3 経営基盤・競争強化等に係る関連政策
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(1)欧州委員会による動向
Clean Energy for All Europeans Package

⚫ 2016年11月、欧州委員会はクリーンエネルギーへの移行を促進する方策に係る新たな包括法であるClean 
Energy for All Europeans Packageを提示した。

– 2030年EU目標(GHG排出量40%削減(1990年比) 、最終消費における再エネ割合32%、エネルギー効率32.5%改善) が反映
– 当該包括法は、①建築物のエネルギー効率、②再生可能エネルギー、③省エネルギー、④ガバナンス、⑤電力市場など5領域

を対象とするものであり、8つの指令(Directive)・規則(Regulation)から構成。2019年6月までに全関連法規が改正施行

(出所)欧州委員会「Clean Energy for All Europeans Package」
<https://ec.europa.eu/energy/topics/energy-strategy/clean-energy-all-europeans_en>

規則・指令 概要

建築エネルギーパフォーマンス
指令(Directive (EU) 
2018/844)

• EU内の建物のエネルギー性能を促進するための指令(通称 EPBD指令)
• 2018年改正では、①2050年に向けて脱炭素化された建物への転換を支援するための長期戦略の確立、②電気自動車の充電

スポットに関する要件、③スマート化進捗指標(Smart Readiness Indicator)等が新たに規定

改正省エネ指令(Directive (EU) 
2018/2002)

• エネルギー効率改善目標に関して、2020年までに20%改善に加え、2030年までに30%改善することを新たに義務付け

再エネ指令 (Directive (EU) 
2018/2001)

• 再エネ促進指令 (通称:REDⅡ指令)。再エネ由来電力の最終消費、冷暖房部門及び運輸部門における最終エネルギー消費に
占める再エネ割合等を規定

• 2018年改正では、拘束力のある目標として、2030年時点の再エネ由来の最終エネルギー消費を32%と規定(注:バイオマ
ス由来のガスに関する基準は規定されているが、水素に関する言及はない。)

エネルギー連合と気候行動統治
指令(Regulation (EU) 
2018/1999)

• 気候・エネルギー関連政策の計画や報告を統合することで合理化を図るための指令。各加盟国は2021年～2030年を始めと
して10年ごとの「国家エネルギー・気候統合計画(NECP)」を作成

• 計画には①脱炭素化(温室効果ガスの削減／再生可能エネルギー)、②エネルギー効率、③エネルギー安全保障、④エネル
ギー統合市場、⑤研究・革新・競争力の5つの側面から目標と貢献を掲げることとされている

域内電力市場規則(Regulation 
(EU) 2019/943)

• 2050年炭素中立化達成に向けた電力市場再設計について提示
• 連系線の混雑管理及び容量割当、TSO・DSOの役割等について規定

域内電力市場共通ルール規則
(Regulation (EU) 2019/944)

• 2009年第三次EU電力指令(Directive 2009/72/EC)の改正

ACER設置規則(Regulation 
(EU) 2019/942)

• 旧規則(Regulation(EC)714/2009)において規定されたEU大のエネルギー規制機関であるACER(Agency for the 
Cooperation of Energy Regulators)の役割・機能等について強化

電力部門リスク準備規則
(Regulation (EU) 2019/941)

• 電力セクターにおけるリスク評価及びリスク準備等について規定

Clean Energy for All Europeans Packageにおける8つの指令・規則の概要

2.1 脱炭素に係る関連政策



(1)欧州委員会による動向
Clean Planet for All①～シナリオ策定の考え方

⚫ 2018年11月、欧州委員会は、2050年におけるGHG排出量を80～95%削減し、気候中立経済(Climate-
neutral Economy) の実現を目指す長期的戦略ビジョンとして「A Clean Planet for All」を発表した。

– EUの気候・エネルギー政策の方向性を提示
– 気候中立経済の実現に向け、どのような対策を実施するか複数の前提を設定。計8つのシナリオを策定

⇒2050年80%削減 (5つ)、同90％削減(1つ)、同100％削減(２つ)

⚫ 各シナリオを実現するために、以下の7つの対策(Building Block)を共通して実施するとしている。

– エネルギー効率の最大化(ZEBを含む)：デジタル化等、エネルギー消費効率の向上
– 再エネ導入の最大化、電力の脱炭素化の推進：再エネ、原子力を骨組みに脱炭素電源を推進
– クリーン、安全、コネクティドモビリティの推進：電化に加え、代替燃料、モーダルシフトにより運輸部門の脱炭素化
– 産業政策と資源循環経済：CCU(合成燃料、プラスチックや建築素材)等。特に、鉄、セメント、化学を対象。研究開発による

コスト低減
– スマートネットワークインフラ：最適なグリッドを追求したEU大でのネットワーク化
– バイオ経済と吸収源：バイオエネルギー消費増大。森林吸収源の確保。農業分野の効率化
– CCS：エネルギー多消費産業の残余排出、BECCS、カーボンフリー水素製造

(出所)欧州委員会「A Clean Planet for all A European strategic long-term vision for a prosperous, modern, competitive and climate neutral economy」
<https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52018DC0773>

2050年削減レベル シナリオ 概要

2050年比80%削減
(2℃相当)

①電化シナリオ(ELEC) 全てのセクターで電化を重点化(特に、産業プロセスの電化、輸送部門の電化の促進)

②水素シナリオ(H2) 産業、運輸、建築分野での水素利用

③電力の水素転換(P2X) 産業、運輸、建築分野でCO2を原料とする合成燃料(e-fuel)の利用

④省エネルギーシナリ(EE) 全セクター(特に産業、産業、運輸、建築分野)でのエネルギー効率向上

⑤資源循環シナリオ(CIRC) リサイクル、リユース、シェアリング、材料効率向上等の資源循環政策により実現

2050年90%削減 ⑥組合せシナリオ(COMBO) 上記(1)の手法により90％削減となるよう、費用対効果の高い方法で組み合わせ

2050年ネットゼロ
(1.5℃相当)

⑦1.5℃技術シナリオ(1.5℃ 
TECH)

⑥組み合わせを深堀り、脱炭素化が困難な部門の排出をネガティブエミッション技術
(BECCS、DACCS等)で補完

⑧1.5℃行動変容シナリオ
(1.5℃ LIFE)

⑥組み合わせを深堀り、脱炭素化が困難な部門の排出を生活の行動変容(徒歩、自転車、公共
交通、シェアリング自動車の増加や、食の変化)で補完

シナリオの概要
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2.1 脱炭素に係る関連政策



(1)欧州委員会による動向
Clean Planet for All②～各シナリオの比較

(出所)欧州委員会「A Clean Planet for all – IN-DEPTH ANALYSIS IN SUPPORT OF THE COMMISSION COMMUNICATION COM(2018) 773 」 27

2.1 脱炭素に係る関連政策

各シナリオにおける2050年の最終エネルギー消費

➢ 5つの基本シナリオ(シナリオ①～⑤)では、各シナリオにおいて2050年80%削減となるように分析。一方、シナリオ⑥は、シナリ
オ①～⑤の複合により2050年90%削減となるように分析
⇒シナリオ⑦、⑧は、シナリオ⑥をベースに更なる対策を実施することにより2050年ネットゼロ

➢ 8つのシナリオにおける最終エネルギー消費(形態別)を比較すると、e-fuelsの導入が進むシナリオ(③P2X、⑥COMBO、⑦1.5 
TECH、⑧1.5 LIFE)では、化石燃料からe-fuelsへの代替が進展。また全てのシナリオにおいて電化が顕著に進展。
⇒特に①ELECでは2050年53%、③P2Xでは2050年41%

➢ どのシナリオにおいても太陽光発電、陸上・洋上風力発電の導入が進展。自然変動電源の大量導入により、必要とされるエネルギー
貯蔵・変換技術としてどのシナリオにおいても水素変換(更にe-gas変換)が重要となる。

2050年における最終エネルギー消費量のエネルギー形態別シェア

2050
注)ベースラインシナリオでは、2050年64%削減(2050年比)

電力
その他再エネ
バイオマス
熱供給
水素
e-gas
天然ガス
e-liquids
化石系液体燃料
固体燃料

最終エネルギー需要



(1)欧州委員会による動向
「エネルギーシステム統合のためのEU戦略」①～戦略の全体像

⚫ 欧州委員会は、2019年12月に欧州グリーンディールを発表しており、2050年までの気候中立に加え、2030
年GHG排出削減目標を50～55%削減(1990年比)とする目標が示された(2020年12月の欧州理事会にて合意)。

⚫ 欧州委員会は、2050年カーボンニュートラルに向けた様々な行動計画を策定している。2020年7月には、
「エネルギーシステム統合のためのEU戦略(EU Strategy for Energy System Integration)」を発表し
ており、クリーンネルギー移行のための枠組みを提示した。同日に採択された「気候中立な欧州のための水素
戦略(A hydrogen strategy for a climate-neutral Europe) 」(後述)とともに、欧州グリーンディール
と整合的なクリーンエネルギー投資計画を提示している*1。

⚫ 当該戦略では、エネルギー統合の障壁に対応するために、以下の6つの行動計画を特定している。

– ①「エネルギー効率第一主義」を核とした、循環型エネルギーシステム
– ②再エネを中心とした電力システムを基盤として、エネルギー需要の電化を加速
– ③脱炭素化が困難なセクターにおいて、水素を含む再生可能な低炭素燃料の利用を推進
– ④エネルギー市場を、脱炭素化と分散エネルギー資源(DER)に適合
– ⑤統合エネルギーインフラ
– ⑥デジタル化されたエネルギーシステムとイノベーションの支援枠組

28

*1 2020年10月14日には、欧州委員会は「改修ウェーブ戦略」、「メタン排出削減戦略」、及び「エネルギー同盟現状報告書」という一連の政策提言・報
告書を採択した。いずれもグリーンニューディール実施の一環であり、2050年の気候中立の実現の基礎と位置付けられている

2.1 脱炭素に係る関連政策

参考資料: 欧州委員会「A European Green Deal」< https://ec.europa.eu/info/strategy/priorities-2019-2024/european-green-deal_en >
欧州委員会「EU Strategy for Energy System Integration」<https://ec.europa.eu/energy/topics/energy-system-integration/eu-strategy-energy-system-integration_en>



(1)欧州委員会による動向
「エネルギーシステム統合のためのEU戦略」②～主な行動計画
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アクションプラン 主にガス事業に関連したキーアクションを抽出

①「エネルギー効率第一主義」を核
とした、循環型エネルギーシステム

• エネルギー効率指令の改定の一環として、再生可能電力・熱を通じたエネルギー効率改善について、エネ
ルギー係数を見直し

• 再生可能エネルギー指令及びエネルギー効率指令の改正の一環として、地域暖房ネットワークへの接続等
の要件の見直しにより、産業用地及びデータセンターからの廃熱利用を促進

②再エネを中心とした電力システム
を基盤として、エネルギー需要の電
化を加速

• 産業界における冷暖房のための再生可能電力の利用に関するより具体的な措置を開発
• 各種基金等を通じて、産業分野における低温プロセス熱の電動化のためのパイロットプロジェクトに資金

を提供
• 改正TEN-T規則において充電・燃料供給インフラの対応要件を検討。また国境を越えた大容量充電や水素

燃料補給インフラのためのエネルギーネットワーク関連の支援についても検討

③脱炭素化が困難なセクターにおい
て、水素を含む再生可能な低炭素燃
料の利用を推進

• 再生可能エネルギー指令を含む既存規定に依拠しつつ、ライフサイクルGHG排出削減と持続可能性基準に
基づく、燃料の認証システムを提案

• Horizon Europe等を通じて、再生可能な低炭素燃料を生産・消費するカーボンニュートラルな産業クラス
ターの旗艦プロジェクトへの融資を促進

④エネルギー市場を、脱炭素化と分
散エネルギー資源(DER)に適合

• エネルギー製品と電力の課税を EUの環境・気候政策と整合

⑤より統合されたエネルギーインフ
ラ

• TEN-E及びTEN-T規則の改正により、エネルギーと輸送インフラ間のより相乗効果を含め、統合的エネル
ギーシステムを支援

• TEN-E規則及びその他の関連法制の改定の一環として、EUの脱炭素化目標及びセクター横断的なインフラ
計画との完全な整合性を確保するために、TYNDPの範囲とガバナンスを見直す。

• 再生可能エネルギー指令とエネルギー効率指令の改定(2021年6月)、及び旗艦プロジェクトの資金調達。

⑥デジタル化されたエネルギーシス
テムとイノベーションを支援枠組

• エネルギーのデジタル化行動計画を採択

2.1 脱炭素に係る関連政策

「エネルギーシステム統合のためのEU戦略」における６つの行動計画の概要

参考資料: 欧州委員会「A European Green Deal」< https://ec.europa.eu/info/strategy/priorities-2019-2024/european-green-deal_en >
欧州委員会「EU Strategy for Energy System Integration」<https://ec.europa.eu/energy/topics/energy-system-integration/eu-strategy-energy-system-integration_en>
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(1)欧州委員会による動向
欧州気候中立のための水素戦略①～全体概要

⚫ 2020年7月、欧州委員会は欧州グリーンディールの一環として「気候中立な欧州のための水素戦略」を発表
した。欧州の産官学連携組織「欧州クリーン水素アライアンス」の設立など、欧州における水素導入の諸政策
が示されている。
⇒2050年までのロードマップ、投資アジェンダ、需要拡大と生産規模拡大、水素インフラと市場ルールのた
めの枠組みの設計、技術研究とイノベーション推進、国際的重要性という対応戦略を整理

水素の製造方法の違い

再生可能水素(Renewable hydrogen)
クリーン水素(Clean hydrogen)

• 再生可能エネルギー由来の電力を得て、水の電気分解により生成される水素
• ライフサイクルにおけるGHG排出量はゼロに近い
• 持続可能性要件を満たせば、バイオガス改質やバイオマスの生化学反応により製造されるものも含まれる

化石燃料水素(Fossil-based hydrogen) • 主に天然ガス改質や石炭ガス化によって、化石燃料を使用して生産される水素。現在製造されている水素の
大部分を占めている

• ライフサイクルにおけるGHG排出量は多い

炭素回収付き化石燃料水素(Fossil-
based hydrogen with carbon 
capture)

• 化石燃料水素の一部だが、水素製造過程で排出されるGHGは回収される
• 炭素回収を伴う化石燃料水素は、通常の化石燃料水素よりも排出量が少ないが、GHG回収の変動を考慮する

必要がある。

低炭素水素(Low-carbon hydrogen) • ライフサイクルにおいてGHG排出が削減されている、炭素回収付き化石燃料水素と電気分解による水素を指
す。

水素由来合成燃料(Hydrogen-derived 
synthetic fuels)

• 水素と炭素をベースとした様々な気体/液体燃料。排出量レベルは製造プロセスにより異なる。

2.1 脱炭素に係る関連政策

参考資料: 欧州委員会「 A hydrogen strategy for a climate-neutral Europe) 」<https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52020DC0301>

水素エネルギーの分類の考え方

➢ 水素は様々なプロセスにより生成されるが、方法に応じて温室効果ガスの排出量や競争力が異なる。
➢ 欧州の戦略では主に風力と太陽光を利用して生産される再生可能な水素の開発が優先的な課題とされている。しかし、短期的及び中期

的には他の方法による低炭素水素も必要とされる。

水素製造方法の違いによる水素エネルギーの分類

(出所)欧州委員会「 気候中立な欧州のための水素戦略」よりMURC作成
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水素のコスト

化石燃料水素
(グレー水素)

約 1.5 ユーロ/kg(天然ガス価格に大きく依存)

炭素回収付き
化石燃料水素
(ブルー水素)

約 2.0 ユーロ/kg

再生可能水素
(グリーン水素)

約 2.5～5.5 ユーロ/kg

(1)欧州委員会による動向
欧州気候中立のための水素戦略②～2050年までのロードマップとコスト

• 水素を統合エネルギーシステムの一部として位置づけ
⇒2030年までに40GWの再エネ起源の水電解措置を
設置
⇒再生可能水素を1,000万トン製造

• 炭素回収付きの化石燃料水素によりGHG削減
• 遠隔地や島嶼部で分散型再生可能エネルギーに基づい
た「水素バレー」の形成

• 住宅や商業ビルの熱供給への水素利用
• 水素補給ステーションのネットワーク確立、既存のガ
スグリッドの再利用

• 大規模水素貯蔵施設の開発

• 再生可能水素技術の成熟
• 再生可能エネルギー由来の電力の4
分の1を水素製造に利用

• 水素及び水素合成燃料が、航空機や
船舶から脱炭素が困難な工業用・商
業用建築物にまでより広範な分野に
浸透

2.1 脱炭素に係る関連政策

2050年までのロードマップにおけるコスト削減の考え方

➢ 「再生可能水素」や「炭素回収付き化石燃料水素」は、通常の化石燃料水素に比べてコスト競争力がなく、競争力を持つには、55～
90ユーロ/tCO2の炭素価格が課される必要がある。

➢ 水電解槽のコストは過去10年間で60%削減されており、再生可能エネルギーが安価な地域では電気分解により製造される再生可能水
素は2030年頃に競争が可能になると見られている。

➢ クリーン水素の経済発展に向けて、3つのフェーズによるロードマップを提示している。

第1フェーズ
(2020～2024年)

第2フェーズ
(2025～2030年)

第3フェーズ
(2030～2050年)

• EUに最低6GWの再エネ起源の水電解装置を設置
し、再生可能水素を100万トン製造
⇒水電解装置の規模拡大(最大100MW規模)

• 水素輸送のインフラは依然として限定的
• 大規模な風力・太陽光発電プラントの計画推進
• 欧州クリーン水素アライアンスによる投資パイプ
ラインの構築

参考資料: 欧州委員会「 A hydrogen strategy for a climate-neutral Europe) 」<https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52020DC0301>

水素製造方法の違いによる水素製造コスト 水素エコシステムに向けた経路
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(1)欧州委員会による動向
欧州気候中立のための水素戦略③～重点的取組分野

投資計画
➢ 2030年までの電気分解層への投資：240～420億ユーロ
➢ 電気分解に必要な電力を供給するための80～120GWの太陽光・風力発電設備への投資：2200～3400億ユーロ
➢ 既存の水素製造設備にCCSを設置するための投資：110億ユーロ
➢ 水素輸送・分配・貯蔵のインフラへの投資：650億ユーロ
➢ 最終消費地点において水素関連燃料に適合させるための設備改修への投資
⇒これらの投資と水素システム全体の構築を支援するために「欧州クリーン水素アライアンス」を設置。アライアンスによる公的な支援により実行可能な投
資事業のパイプラインを構築し、水素のバリューチェーンへの投資や官民の関係者の協力を円滑化

需要・供給の拡大
【需要】
➢ 欧州委員会は再生可能水素のシェアの下限値を設定する可能性も含め、様々なインセンティブを検討する

⇒即座的な応用：精製所での利用、アンモニアの生産、メタノールの生産、鉄鋼生産における化石燃料の部分的な置き換え
⇒輸送部門：地域の都市バス、商用車(タクシー)、鉄道網における電化が実現不可能な部分、燃料電池車、燃料電池列車、内陸水路・短距離海上輸送での
燃料、航空・船舶輸送の燃料

【供給】
➢ 2030年までに40GWの電気分解という目標を達成するために、欧州クリーン水素アライアンス、EU諸国、フロントランナー地域と協力したスキームを必

要とする。

2.1 脱炭素に係る関連政策

水素インフラ
➢ 技術的に可能であればパイプラインにより輸送するが、トラックや船舶など非ネットワークによる輸送も可能
➢ 第2フェーズ(2025～2030年)では、産業用需要に対応するため、ローカルの水素ネットワークが出現

⇒2030年以降に天然ガス需要が減少するとみられる中、既存のガスインフラを再利用すれば、費用対効果の高いエネルギー転換の機会を提供することが
可能

➢ 既存の天然ガスパイプラインは、水素パイプラインの所有・運営・融資が認められていない事業者によって所有されている。既存のパイプラインを再利用
するためには、その技術的適切性を評価するとともに、競争的な脱炭素ガス市場のための規制枠組みの見直しを行い、エネルギーシステム全体の視点を念
頭に置いた上で、そうした資金調達と運営を可能にする必要がある

➢ 天然ガスネットワークへの水素の混合は、移行期においてローカルネットワークにおける分散的な再生可能水素の生産を可能とするが、消費されるガスの
品質を変化させるため、ガスインフラの設計やエンドユーザーの装置や国境を越えたシステムの相互運用性に影響を与える可能性がある。このような状況
を避けるためには、ガスの品質の差異に対処する技術的実現可能性を評価し、現在のガスの品質基準(CEN)を更新する必要がある。

重点的取組分野(主にガス関連)

➢ 欧州水素戦略では、主に第1,2フェーズに関して、重点的取組分野に関して特定している。

参考資料: 欧州委員会「 A hydrogen strategy for a climate-neutral Europe) 」<https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52020DC0301>



(2)EU関連機関における水素戦略
参考: FCH JU「Hydrogen Roadmap Europe」

⚫ 2019年1月、欧州燃料電池水素共同実施機構(FCH JU)*1は、「欧州水素ロードマップ(Hydrogen Roadmap 
Europe: A sustainable pathway for the European Energy Transition)」を発表した。

– 想定される水素用途は①ガス導管網への水素混合、②大型・長距離輸送用FCVへの燃料供給、③鉄鋼産業等への高温熱
– EUにおけるGHG排出量は35億3,600万tCO2(2015年時点)。現行政策実施により16億9,500億tCO2の削減が可能であり、

対策実施後のCO排出量は18億4,100万tCO2となる。一方、2℃目標達成のためには7億7,100万tCO2まで削減が必要
⇒この10億7,000万tCO2のギャップの半分程度(5億6,000万tCO2)を水素により削減

– Ambitiousシナリオによると、2030年最終エネルギー消費量見通し11,500TWhのうち、水素は665TWh(水素量換算1700
万t/年)であり6%を占める。そのうち238TWh(水素換算610万t/年)は新規需要

*1 正式名称: Fuel Cells and Hydrogen Joint Undertaking。2008年に欧州委員会と産業界によって共同設立された官民パートナーシップであり、EUにお
いて水素関連の研究開発や事業を実施

参考資料: FCH-JU「 Hydrogen Roadmap Europe: A sustainable pathway for the European Energy Transition」
<https://www.fch.europa.eu/news/hydrogen-roadmap-europe-sustainable-pathway-european-energy-transition>

2050年2℃目標達成に向けた水素エネルギーの寄与
最終エネルギー消費量に占める水素エネルギーのシェア
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水素割合

最終エネルギー需要
(TWh)

CO2排出量
(2015年)

CO2排出量
(2050年)

現行対策
削減分

残余ギャッ
プ

CO2排出量
(2℃目標)

10億7,000万tCO2のギャップ
の半分程度(5億6,000万tCO2)
を水素により削減

BAU Ambitious BAU Ambitious

2030年 2050年

新規需要
238TWh

現行政策実
施による削
減分

MtCO2



(2) EU関連機関における水素戦略
参考: Hydrogen Europe「2x40 GW Green Hydrogen Initiative」

⚫ 2020年4月、Hydrogen Europe*1は、「2x40 GW Green Hydrogen Initiative」を発表しており、2030
年までに欧州域内で40GW、欧州域外(ウクライナと北アフリカ)で40GWの水電解設備を展開するという構想
を示している。

– 欧州域内40GWで合計440万t/年の水素製造。また域外の40GWで300万t/年の輸入用水素を製造
– 大規模展開により、水素製造コストは2030年までに1.0～2.0€/kgH2へと低減

*1 Hydrogen Europe(旧European Hydrogen and Fuel Cell Association)は、民間企業や研究機関、各国水素関連組織等により構成

(出所) Hydrogen Europe「2x40 GW Green Hydrogen Initiative」
< https://www.hydrogen4climateaction.eu/2x40gw-initiative >

欧州域内における水電解設備の導入工程 欧州域外における水電解設備の導入工程
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(3)イギリスの動向
2050年カーボンニュートラルに向けた提言①

⚫ 2019年5月、政府諮問機関である気候変動委員会(CCC: The Committee on Climate Change)は、
「Net Zero –The UK’s contribution to stopping global warming」を報告書を発表した。CCCは、当
該報告書において、パリ協定に整合した長期削減目標の達成に向けて、2050年までにGHG排出量をネットゼ
ロとする新たな削減目標を提言した。

– 2019年6月、英国政府は、 2008年気候変動法(CCA 2008: Climate Change Act 2008)*1を改正し、2050年GHG排出量の
ネットゼロ化を規定

– 2021年に2050年ネットゼロの長期低排出発展戦略を国連に提出すべく作業中

⚫ 当該報告書では、2050年に向けた長期排出削減シナリオとして、①Coreシナリオ(2050年80%削減)、 ②
Further Ambitionシナリオ(2050年96%削減)、③Speculativeシナリオ(2050年100%削減)の3シナリ
オを提示している。

– ①Coreシナリオ：セクターごとに実現可能性やコスト、現行政策を考慮して「技術」や「行動変容」に関する対策例を実施
– ②Further Ambitionシナリオ: Coreシナリオより技術的にも難しく、コストの高い選択肢。まず排出量をゼロ近づけること

ができるセクター(電力・建物)、次にCO2の脱炭素化が難しいセクター(農業・航空等)、最後にCO2を除去するためのオプ
ション(BECCS・DACCS)を深掘り

– ③Speculativeシナリオ: 上記シナリオの残余排出を削減するために、発展途上の技術であり①Further Ambitionシナリオの
複数オプションの深掘り、②炭素除去技術の深堀り、③合成燃料利用等、の3つの対策を提示

参考資料: CCC 「Net Zero –The UK’s contribution to stopping global warming」
<https://www.theccc.org.uk/publication/net-zero-the-uks-contribution-to-stopping-global-warming/>

*1 CCA 2008では、2050年までにGHG排出量を80%削減(1990年比)という目標を設定。中期目標としてCCCの勧告に沿って、2008年より5年ごとの炭
素予算を組み、目標を設定。第4期予算期間(2023～2027年)において1990年比50%削減
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(3)イギリスの動向
2050年カーボンニュートラルに向けた提言②～主な排出削減策

⚫ Coreシナリオ及びFuture Ambitionシナリオでは、主な排出削減対策として、各種セクターにおいて電化を図
るとともに、電力の脱炭素化を進展させることが必要。

– CCUS技術及び水素関連技術の導入を拡大
– 2050年までに気候変動に係る費用は、年間380～520億￡程度と推計(そのうち、80～220億￡がGHG除去・炭素捕獲に係る

技術への投資)

電力

水素

建物

輸送

産業

インフラストラクチャー

電力の脱炭素化を進展
(再エネ、フレキシビリティ、石炭火力
フェーズアウト)

電力系統の拡大、中間-ピーク時の発電の脱炭素化(水素を利用)、CCSを付帯
したバイオエネルギーの活用

CCSを付帯した
大規模な水素製造の開始

産業部門における広範な水素活用(バックアップ発電、重量車両(例: HGVs、電
車)、厳寒における暖房余力)

効率性、熱のネットワーク、ヒートポンプ
(新規建築、off-gas、ハイブリッド)

広範な電化、熱ネットワークの拡大、ガスグリッドの水素網への転用可能性

EV市場の拡大、HGVsに関する意思決
定

フリート車のゼロ排出化等

初期CCSクラスター、エネルギー資源の
効率化

更なるCCSの導入、水素の広範な利用、電化の進展

産業CCSクラスター、ガスグリッド及び
HGVインフラに関する意思決定、EV充
電及び電力グリッドの拡張

産業部門及び業務部門に対する水素供給、水素/電化HGVsに対するインフラ
の展開、CCSインフラの発展、電力ネットワーク拡大

参考資料: CCC 「Net Zero –The UK’s contribution to stopping global warming」
<https://www.theccc.org.uk/publication/net-zero-the-uks-contribution-to-stopping-global-warming/>

Coreシナリオ及びFuture Ambitionシナリオにおける対策例
(出所)CCC資料よりMURC作成

2020年代 2030年代 2040年代セクター
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(3)イギリスの動向
水素関連の主なプロジェクト

⚫ 2017年10月にイギリス政府が発表したクリーン成長戦略(Clean Growth Strategy)では、最先端の技術開
発支援を目的として最大5億￡規模のエネルギー革新プログラムを実施しており、その一環として水素関連技
術に対しても支援を実施している。

⚫ イギリスでは水素による熱の低炭素化に向けて各種プロジェクト(HyDeploy/HyDeploy2、Hynet、Hy4heat、
H21等)が実施され、天然ガスからの水素転換への取り組みが推進されている。

⚫ 2020年2月、英ビジネス・エネルギー・産業省(BEIS)は、大規模なブルー水素・グリーン水素製造技術の実
証として、5プロジェクトに総額£2800万を投じることを発表した。グリーン水素としては、洋上風力と合わ
せた水電解による水素製造等に注力している。

プロジェク
ト名

概要

HyDeploy/
Hydeploy2

• 20vol％まで水素がガス管に混合可能か技術的検証
• 混合した際に、下流の機器の安全性に問題ないか確認

Hynet • 20vol％まで水素がガス管に混合可能か技術的な検証
• 工業地域において更に高濃度の水素混合が可能か検証

⇒低炭素水素はATR＋CO2分離により製造

Hy4heat • 家庭用・産業用ガス機器の安全性検証、水素メーターの実証
を行い、ガスネットワークの100％水素転換の実現性を検証

H21 • 中低圧のガス管の100％水素転換の実現性検
• 天然ガスから水素へのパイプラインのガス転換について夏の

時期を利用した段階的実施が可能かどうか、岩塩ドームを利
用した季節間エネルギー貯蔵の検証を行う。

プロジェクト
名

概要 主導機関

Dorphyn
Project
(グリーン水素)

10MWの洋上風力発電と海水からの水電解
(2MW)によるグリーン水素製造と海岸へ配
管輸送の実証

ERM

Gigastack
(グリーン水素)

ITM PowerによるGW級PEM電解槽により、
Orstedの洋上風力発電を利用して大規模に
水素製造、Philip 66の製油所へ供給。

ITM Power

Hynet
(ブルー水素)

Progressive Energy,Essar,Johnson
Matthey,SNC Lavalinからなるコンソーシ
アムが、Johnson MattheyのCCSを含むブ
ルー水素製造技術を検証する

Progressiv
e Energy

Acorn
(ブルー水素)

Johnson Mattheyによる天然ガスからの
CO2分離を含むブルー水素製造技術の評価
と開発

Pale Blue 
dot Energy

Hyper
(ブルー水素)

GTIの開発した吸着強化水蒸気改質プロセ
スのパイロットスケールの実証により、ブ
ルー水素供給技術を開発する

Cranford 
University

(出所) 経済産業省「平成31年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業
(水素・燃料電池戦略ロードマップの進捗確認及び国内外における水素・燃料電池利活用
状況調査)」

*1 「Hy4Heat」では家庭向け燃料の水素への転換を行うにあたって、供給される水素の純度の検討を行っており、水素純度は98％以上という基準案が
策定されている

熱の低炭素化に向けたガス管水素混入プロジェクト BEIS「Hydrogen Supply Competition Phase2」採択PJ
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(4)ドイツの動向
2050年カーボンニュートラルに向けた動向

⚫ ドイツでは、 2011年以降、エネルギー転換(Energiewende)として、脱原子力・脱化石燃料を図るととも
に、再生可能エネルギーへの移行を進めてきた。

⚫ 2016年11月、ドイツ連邦政府は、2030年までに55%(1990年比)、2050年までに80%～95%(同)のGHG削
減目標を掲げた「気候変動対策計画2050(Klimaschutzplan 2050)」に合意した*1。この中でエネルギー
セクターの具体的削減目標として2030年までに61～62%(同)が設定された。

⚫ 当該計画では、脱炭素に向けた原則として以下を示している。

– 全ての部門で、エネルギー需要を大幅かつ恒久的に削減する(”efficiency first”)
– 実現可能かつ経済的に有用な限り、全ての部門で、再生可能エネルギーを直接利用する
– 再生可能エネルギー起源の電力を、熱供給、運輸、産業部門において効率的に利用する(セクター統合)

参考資料: BMUB (2016) Climate Action Plan 2050Executive Summary(英語版)、Climate Action Plan 2050(独語版、英語版)、
http://unfccc.int/files/focus/long-term_strategies/application/pdf/161114_climate_action_plan_2050_en_bf.pdf、http://unfccc.int/files/focus/long-
term_strategies/application/pdf/161114_klimaschutzplan_2050_broschuere_an_un.pdf、http://unfccc.int/files/focus/application/pdf/161114_climate_action_plan_2050.pdf

*1 ドイツが長期的な気候変動対策戦略を実行するに当たっての基本方針であり、経済界、研究機関、市民社会を含む関係者に必要な方向性を示すもの

概要

2050年のビ
ジョン

• 再エネが主たるエネルギー源となる。省エネを実施し、残りのエネルギー需要を再生可能エネルギーで担う。
• 建築物の熱供給と運輸部門において電化が進み、電力需要が大幅に増加
• 長期的に発電は完全に再エネ化。需給を調整するスマートで高性能な送電網を通じた再エネを基盤とした電力供給への転換

が必要
• 高効率天然ガス発電と既設の近代的な石炭発電が過渡期のテクノロジーとして重要な機能を果たす。

2030年のマイ
ルストーン

• 風力発電と太陽光発電を中心としたエネルギーシステムの形成
• 天然ガスを利用したコジェネレーションが重要な役割を担う。
• エネルギー供給や省エネ及び資源節約分野におけるデジタル化進展

2030年の対策 • 再生可能エネルギーの利用拡大
• セクター統合の進展
• ファイナンスシステムの転換と収益の活用
• 研究開発(再生可能エネルギー、グリッド、蓄電、power-to-gas、power-to-liquid、省エネ)

エネルギー部門における主な目標と対策
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(4)ドイツの動向
ドイツ連邦政府 国家水素戦略①

⚫ 2020年6月、ドイツ連邦政府は、「国家水素戦略(The National Hydrogen Strategy)」を発表した。

– 水素の製造、輸送、利用に関する枠組みを提供し、関連するイノベーション・投資を促す目的で策定。
– 2023年までの第1フェーズで国内市場の整備やそのために必要な研究開発の推進、2024年以降の第2フェーズではドイツ経

済に資する国際レベル・欧州レベルでの取り組みを行うとしている
– 水素の産業セクター(鉄鋼、化学等)における利用により当該セクターの脱炭素化を図ることに注力。

⚫ 水素は製造方法によって四分類されており、再生可能エネルギー由来の電力で水を電気分解して製造する「グ
リーン水素」だけが長期的に持続可能と位置づけられている。
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ドイツ国家水素戦略における水素分類
◼ グリーン水素…再生可能エネルギー由来の電力で水を電気分解して製造

される水素。製造に二酸化炭素排出を伴わない。
◼ ブルー水素…製造過程で排出される二酸化炭素をCCSにより回収・貯蔵

し、カーボンニュートラルとした水素。
◼ グレー水素…天然ガスの水蒸気改質など、化石燃料から製造される水素

で、大気への二酸化炭素排出を伴う。
◼ ターコイズ水素…メタンの熱分解により製造される水素。再生可能エネ

ルギーによる熱を利用し、製造過程で生じる固体炭素が二酸化炭素とし
て大気中に排出されない場合、カーボンニュートラルとなる。

第1フェーズ
市場整備に着手

第2フェーズ
国内外での市場強化

参考資料: ドイツ連邦政府「The National Hydrogen Strategy」(2020年6月)<https://www.bmwi.de/Redaktion/EN/Publikationen/Energie/the-national-hydrogen-
strategy.html >

2.1 脱炭素に係る関連政策

第1,2フェーズにおける展開イメージ
(出所) ドイツ政府「国家水素戦略」より



(4)ドイツの動向
ドイツ連邦政府 国家水素戦略②
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国家戦略の内容

第一章

水素のポテンシャルの認識と活用
◼ ドイツは他のEU加盟国とともに2050年までのカーボンニュートラル実現にコミットしている。これは、石炭火力発電の段階的廃止の他に、

削減の難しい産業セクターからのGHG排出を削減することを意味している。
◼ ドイツ政府はグリーン水素だけが長期的に持続可能であると考えている。ドイツ政府は、グリーン水素の利用拡大たのめ、グリーン水素の

市場への導入促進や必要なバリューチェーンの構築を行う。
◼ 水素は産業にとって新たな機会でもあり、新型コロナウィルスの影響を受けた欧州・ドイツ経済の復興の一助となる可能性がある。
◼ ドイツの再生可能エネルギーの容量は限られており、エネルギー移行に要する大量の水素をドイツだけで製造することは想定しづらい。こ

れはエネルギー輸入を今後も継続することを意味する。ドイツ政府は水素に関する国際協力・パートナーシップを強化する。

第二章

国家水素戦略：目標と野心
◼ ドイツは、国内での水素技術の展開促進のインセンティブを設計し、エネルギー移行と整合する形での水分解装置の設置・運用を行う。
◼ 2030 年には約 90～110 TWhの水素が必要になるとドイツ政府は予想している。(現在のドイツの水素需要は年間約55TWhであり、大半が

グレー水素である。)
◼ この需要を賄うため、2030年までに最大5GWの水分解装置の設置を計画している(グリーン水素生産量で14TWhに相当)。さらに2035年～

40年の間にさらに5GWの追加設置を行う。
◼ しかし国内のグリーン水素製造は新たな需要を賄うのに十分でなく、水素輸入は継続される。

第三章

水素：現状・行動分野・市場の将来
◼ 水素製造につき、持続可能で経済的な水素利用のためには、再エネ特に風力発電や太陽光発電)による発電能力の向上が必要である。
◼ モビリティへの応用は水素利用の大きな可能性を持っている。長期的には、特に航空輸送と海上輸送においてカーボンニュートラルな燃料

への需要が増すだろう。それはPower to Xで得られる水素という形で供給される可能性がある。
◼ 燃料電池自動車(FCV)の導入は、公共旅客輸送、陸上輸送(トラック)、商用車(建設作業車など)、物流など、幅広い分野で電気自動車を補完

することができるだろう。
◼ 燃料電池技術に関しては、コスト、重量、性能を改善し、グローバルリーダーシップを発揮することを望む。

第四章

国家水素戦略のガバナンス
◼ 国家水素戦略の導入モニタリングのため、「水素閣僚委員会」と「全国水素評議会」を設置する。水素閣僚委員会は関係省で構成され、戦

略の実施遅延や目標未達の場合に、連邦政府と連携し速やかに是正措置を講じる。
◼ 全国水素評議会は、民間の水素の専門家26名で構成される(連邦政府が指名予定)。評議会は、国家水素戦略の実施・強化に関する提案を通

じ、水素閣僚委員会を支援する。
◼ 毎年の戦略実施のモニタリングの他、3年ごとに包括的評価を行い、戦略の更なる強化を検討する。

第五章

アクションプラン：国家水素戦略の成功に必要なステップ
◼ 水素国家戦略の第一フェーズ(～2023年)では、国内市場が機能するための基盤整備を進め、そのために必要な研究開発や国際的課題にも取

り組む。2024年以降の第二フェーズでは、国内市場を安定化させた上でドイツ経済に資する国際レベル・欧州レベルでの取り組みを行う。
◼ アクションプランの8分野： ①水素製造、②運輸 、③産業セクター、④熱、⑤水素インフラ・供給、⑥研究・教育・イノベーション、⑦欧

州レベルでの行動、⑧国際水素市場と国際パートナーシップ。

2.1 脱炭素に係る関連政策



(4)ドイツの動向
水素関連のインフラ～Power to Gas

⚫ ドイツでは、風力発電が北部に偏在している一方で、電力需要の多くは工業地帯が集まる南部にある。北部に
おける再エネ大量導入に伴い、特に北部から南部へと送電制約が発生していた。送電線増強等の計画も進めて
いるが*1、地域住民の反対等が原因で将来的な整備には不確実性があるため、PtG活用に対する期待が大きい。

⚫ 暖房需要に対する熱分野の低炭素化も喫緊の課題となっており、再エネによる化石燃料代替が必要とされてい
る。バイオマスの利用可能性制約等を鑑みると、太陽光・風力等のVREをPtG技術を通じて熱需要を賄うこと
が期待されている。

⚫ またドイツ国内では天然ガスパイプライン網が既に存在しており、当該インフラを活用した水素ネットワーク
の構築が可能となっている*2。既存の水素供給網に関しても、NRV州を中心に化学工業が集積しており、水素
製造拠点や水素専用パイプラインが既に敷設されている。

ドイツにおける水素供給ネットワーク(FNB Gas)

*1 2011年にエネルギー事業法(EnWG法)を改正し、 TSO4社共同で系統整備計画を策定する仕組みを確立。さらに系統拡張加速化法(NABEG 法)制定に
より、上記整備計画を速やかに建設、運用していくための仕組みを整備
*2 ドイツガス導管運用事業者の業界団体であるFNBは、2020年1月に水素パイプライン整備計画を発表

参考: FNBによる水素パイプライン供給ネットワーク(後述)
• 2020年1月、ドイツガス導管運用事業者の業界団体であるFNBは、

「2020-2030ネットワーク開発計画(TYNDP)」において水素パイプラ
イン整備計画を示した(総延長5,900km、主に産業用)。5月には
1,200km分についての詳細計画を追加発表

• 主要産業別の水素需要、導管容量についても試算
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参考資料:FNB「FNB Gas Visionäres Wasserstoffnetz」



(5) フランスの動向
2050年カーボンニュートラルに向けた動向

⚫ 2020年4月、フランス政府は、国家低炭素戦略(SNBC) の改定版を発表しており*1、2030年40%削減、
2050年75%削減(1990年比)という長期削減目標を示している。

– GHG削減目標達成に向けた包括的枠組みと部門別の戦略。国、地域圏など公的意思決定者に対し法的強制力を有する
– 企業や世帯にとっては、削減目標の達成を促すためのツール(投資先決定に役立つ指針などの参考資料となり得るもの）であ

り、法的拘束力はない
– 2019年6月末、その後5年毎に、当該期間のカーボンバジェット*2の達成状況を踏まえ、SNBCのレビューが行われる

⚫ エネルギー生産部門における削減戦略として、エネルギー効率向上のペースアップ(GDPあたりエネルギー強
度の引き下げ、エネルギー総需要の抑制措置）及び2050年のエネルギーミックスにおける脱炭素の徹底を進
めるとしている。

*1 「グリーン成長のためのエネルギー移行法(LTECV）」(2015年8月発効）第8編第173条に、エネルギー移行を進める上での重要なツールとして、国
家低炭素戦略(Stratégie nationale bas carbone：SNBC）及びカーボンバジェットの制定が位置づけられている
*2 GHG減目標を達成するためのモニタリング指標として、国全体の排出量上限値(カーボンバジェット）を設定。部門別の配分は厳密なものでなく、各部
門への対策の意識付けを目的に示されている

セクター固有の戦略(エネルギー生産部門における主な対策)

参考資料: フランス政府< https://www.ecologie.gouv.fr/strategie-nationale-bas-carbone-snbc >

対策分野 概要

需要抑制及び規制 • エネルギー効率向上。電化促進。
• 需要平準化と管理手法の改善等によるピーク時の電力消費量の緩和。

エネルギーミックスの脱炭素化
と柔軟性の向上【発電】

• 化石燃料を使用する火力発電所への投資を抑制。
• 再生可能エネルギーの導入により柔軟性に対するニーズの高まりに対応するため、水力発電の柔軟性向上、ス

マートネットワークや蓄電の拡大、近隣国との相互接続を拡大。
• 本土との系統連系が行われていない地域については、再エネ電力を一層振興。

エネルギーミックスの脱炭素化
と柔軟性の向上【熱供給】

• 再エネ(バイオマス、地熱など）及び熱回収(工業プロセス、建物の熱慣性に由来する熱）に生産をシフト。
• 都市熱ネットワークの拡大。
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(5) フランスの動向
フランス政府「エネルギー移行のための水素普及計画」

⚫ 2018年6月、フランス政府は、「エネルギー移行に向けた水素導入計画*1」を発表した。同計画では、①産業
セクターにおける脱炭素化、②再エネの水素貯蔵、③輸送部門のゼロエミッション化、の3つの軸から対応施
策について整理しており、関連プロジェクトに対して毎年1億ユーロ拠出するとしている。

⚫ 特に②再エネの水素貯蔵に関しては、天然ガス網への水素注入を含め、以下の目標を設定している。

– 都市部での水電解装置を活用した電力システム向けのサービスを特定
– 再生可能エネルギー比率が高い電力系統非連携地域に適したサービス(水素貯蔵利用）を特徴づけ。水電解装置を活用し、電

力貯蔵と水素に関する目標設定に資すことが目的
– ガス管への水素導入のための技術的・経済的条件を決定。Power to Gas実証*2の結果をフィードバック
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参考資料: フランス政府「エネルギー移行に向けた水素導入計画」<https://www.ecologie.gouv.fr/sites/default/files/2018.06.01_dp_plan_deploiement_hydrogene_0.pdf>

*1 原題: Plan de déploiement de l‘hydrogène pour la transition ènergètique
*2 ダンケルクにおけるGRHYDプロジェクト(Engie社など11社が参加)、マルセイユにおけるJupiter 100プロジェクト(GRTgazなど9社が参加)
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(5) フランスの動向
フランス政府 国家水素戦略(2020年9月)

⚫ 更に2020年9月、フランス政府は、「カーボンフリー水素導入ための国家戦略*1」を発表した。同戦略では、
2030年までに6.5GWのカーボンフリー水素製造設備の設置することを通じて、600万tCO2の排出削減を図
るとしている。

– 2030年までに70億ユーロを、①水電解によるクリーン水素製造セクターの創出及び製造業の脱炭素化、②クリーン水素を燃
料とする大型モビリティの開発、③水素エネルギー分野の研究・イノベーション・人材育成支援の3分野に対して拠出

– クリーン水素の製造については、先述のEUクリーン水素アライアンスの一環として、国内に水素製造設備を整備

⚫ 2020～2023年に約34億ユーロを拠出するが、このうち54％が製造業の脱炭素化、27％がクリーン水素モビ
リティ開発、19％が研究・イノベーション・人材育成に充てられる。
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参考資料: フランス政府「国家水素戦略」(2020年9月)<https://minefi.hosting.augure.com/Augure_Minefi/r/ContenuEnLigne/Download?id=5C30E7B2-2092-4339-8B92-FE24984E8E42&filename=DP%20-
%20Strat%C3%A9gie%20nationale%20pour%20le%20d%C3%A9veloppement%20de%20l%27hydrog%C3%A8ne%20d%C3%A9carbon%C3%A9%20en%20France.pdf>

2020年～2023年の34億ユーロの拠出内訳
(出所)フランス政府「カーボンフリー水素導入ための国家戦略」より

クリーン水素モ
ビリティ開発製造業の脱

炭素化

研究・イノベー
ション・人材育成

2.1 脱炭素に係る関連政策

*1 原題: Stratégie nationale pour le développement de l’hydrogène décarboné en France



45

(5) フランスの動向
バイオガス版FIT(フランス）

⚫ フランスでは、2011年11月からガスネットワークに注入するバイオメタンを対象とする固定価格買取制度が
施行されている。2020年11月に規則が刷新され、新たな購入価格の決定方法の下で実施されている。

⚫ バイオメタンの生産者は、ガス供給事業者と15年間のバイオメタンの購入契約を締結できる。契約締結時に
単位量当たりの購入価格が決定される。

⚫ バイオメタンの購入価格は、設備の特性に基づく価格(最大生産容量・原料の組成・接続されるネットワーク
が供給する顧客数等により決定）と購入価格レート(国内の累積導入容量等により決定）から計算され、最大
で145€/MWh(高位発熱量ベース）となる。

• フランス本土で、最大生産容量が300 Nm3/h以
下の設備で生産される以下のバイオメタンが対
象となる
✓ 非有害物質から消化装置により生産され、ガ

スネットワークに注入されるバイオメタン
✓ 一般非有害廃棄物の埋立処分場で生産される

バイオメタン

対象

• 対象となるためには以下の要件を満たす必要が
ある
✓ 消化・精製・ベント処理の工程において化石

燃料を使用せず、当該設備により生産された
バイオガスや廃熱回収を利用する(スタート
アップ時を除く）

利用エネルギーに関する要件

購入価格の計算

(出所） Légifrance「Arrêté du 23 novembre 2020 fixant les conditions d'achat du biométhane injecté dans les réseaux de gaz naturel」を基にMURC作成

設備の特性に基づく価格(€/MWh） 購入価格レート×
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(6) オランダの動向
2050年カーボンニュートラルに向けた提言～オランダ気候変動協定

⚫ 2019年6月、オランダ政府は、国内における多数の組織・企業との間で「オランダ気候変動協定(The Dutch 
Climate Agreement)」を締結した。当該協定では、 GHG排出量削減目標として2030年49%削減(1990年
比)を掲げるとともに、主な達成手段として以下を設定している。

– 再エネ電力導入量を2030年までに84TWh(電源構成の70%)とする。一方、石炭火力発電は2029年末までに段階的廃止*1

– CO2削減技術に対する補助制度であるSDE補助金スキーム設立*2

– EU-ETS対象外の産業セクターに対する炭素税
– 2030年までに全ての新車をEV化
– 水素を主要な役割として活用するとしており、2030年までの実装工程を設定

*1 2018年5月、経済・気候政策大臣Wiebesは、2029年末までに全石炭火力のフェーズアウトを表明した。具体的には、運転中5基のうち、1990年代に
運開した2基については2024年末まで、2015年に運開した3基については2029年末までに廃止するとした。関連法案が2019年7月に下院、12月には上院
を通過したが、Uniper社などは政府に補償を求める姿勢を示している。
*2 SDE++という補助制度が存在(補助上限: 300€/tCO2)。CCS付水素製造(ブルー水素)は補助対象。グリーン水素への補助も条件付きで認められる。

気候変動協定における水素関連の主な取り組み
(出所)オランダ政府公表資料よりMURC作成

0.5GW(2025年までに)

2020年 2025年 2030年

電解能力 3～4GW(2030年までに)

水素ステーション(tank station):50箇所
FCEVs: 15,000台(うち、重量車両3,000台)
⇒2025年まで

FCV関連

都市暖房に対する水素活用に関する実証プロジェクト(2030年までに)

政府による追加的補助金を年間3,000～4,000万€拠出 (2030年まで)
実証プロジェ
クト(DEI +)

都市暖房

参考資料: オランダ政府「Climate Agreement」<https://www.government.nl/documents/reports/2019/06/28/climate-agreement> 46
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(6) オランダの動向
水素関連のインフラ

⚫ オランダでは、北海におけるガス生産を背景として、パイプライン等のガスインフラが国内において整備され
ている。この既存インフラの活用により、大規模な水素ネットワークが計画されている*1。

⚫ オランダは、天然ガスへのアクセスビリティをベースとして天然ガス由来の水素製造においてコスト優位性が
ある。製造した水素は、アンモニア製造等の化学工業において大量に使用されている。

– 水素製造量は175PJ/y程度(=10億m3)。国内ガス消費量の10%が水蒸気メタン改質による水素製造に利用
– オランダでは化学工場や製油所へのグリーン水素供給や製鉄所の排ガスを利用したグリーンケミストリーの供給のFSが複数

発表。プロジェクト全体で導入される電解装置の容量は最大510MWに至る*2

⚫ また北海において大規模洋上風力発電の導入が進んでおり、当該ポテンシャルを活用したグリーン水素製造が
期待されている。

*1 Gasunie社が保有する天然ガスパイプラインを活用して、北部において洋上風力と水電解により製造した水素を、工業地帯の集積する南部へ供給
*2 特に電解プラントの知見を有するNouryon(化学)が精力的にプロジェクトに参画する他、Gasunie(ガス)、Tata steel(製鉄)、BP(石油)Engie(電気・
ガス)などの企業が参画

参考資料: オランダ政府Noe van Hulst氏資料「The Netherlands – Perspective on Clean Hydrogen」
<https://www.fch.europa.eu/sites/default/files/1%20-%20Session%20I%20-%20Van%20Hulst%20%28ID%207452321%29.pdf>

2.1 脱炭素に係る関連政策
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(6) オランダの動向
オランダ国家水素戦略

⚫ 水素製造・供給に係る優位性を背景として、オランダ政府は、水素を脱炭素に向けた有力な手段として位置づ
けている。

⚫ 2020年4月には「国家水素戦略(Government Strategy on Hydrogen」を発表しており、ゼロカーボン
エネルギー供給における水素の役割を体系化*1するとともに、財政援助や関連規制、企業や地域に対する機会
の提供について提示している*2。

*1 Gasunie社との協力の下、ガスグリッドの水素配送網への転換の評価、天然ガスグリッドへの水素の注入の実現可能性など将来の水素サプライチェー
ン構築について検討
*2 この他にも2020年3月にオランダ政府は「Roadmap Green Gas」を公表。“2050年時点でエネルギー消費のうち30%は気体燃焼由来となる”という
シナリオに基づき、天然ガスの代替としてグリーンガスを活用する指針を示したもの

• 既存ガスグリッドの活用
• ネットワーク運用事業者に対する市場規則及び暫時的

タスク
• GoOs及び認証
• 安全性
• 電解設備のロケーション

• 港湾及び産業クラスター
• 輸送部門(例: 合成燃料、REDⅡ)
• 建築環境部門(天然ガスへの代替)
• 電力部門
• 農業部門

• 研究スキーム、スケールアップ及び普及に係るサポー
ト

• 洋上風力発電と水素のリンク
• Blending Obligationの評価

• 国際的戦略(例: IPCEI、Pentalateral Forum、North 
Sea cooperation, bilateral cooperation, EC)

• 地域的政策(地域エネルギー戦略と関係)
• 研究・イノベーション

参考資料: オランダ政府「国家水素戦略」<https://www.government.nl/documents/publications/2020/04/06/government-strategy-on-hydrogen>

立法・規則 コスト削減及びスケールアップ(H2プログラム)

最終消費の持続可能性 支援策及び積極展開策

注1: GoOS(Guarantee of Origin)は、水素の製造源保証であり、オランダ国内ではCertifyスキームによる水素の製造源保証が重視されている
注2: Blending Obligationとは、国内輸送部門における再エネ関連命令であり、自動車用燃料供給事業者は、一定割合の再エネをブレンドする必要がある。

48

2.1 脱炭素に係る関連政策



(6) オランダの動向
水素関連の主なプロジェクト

⚫ オランダでは政府主導により様々な水素関連プロジェクトが実施されている。

– 例えば、ブルー水素関連(例: H-VISION、H2 Magnum)。水素製造方法としてはATR(自己熱改質)が水蒸気改質より重視。
水素用途として水力発電が有力視されており、調整力を提供

– 水電解技術開発としても各種プロジェクトが実施。研究機関であるISPTでは、「MW Test Centre」「GW Electrolyzer」、
「Hychain」という3つの取り組みを進めている

⚫ オランダでは、ポルトガル等の国外からの水素に輸入についても検討している。ISPTによる「Hychain」で
は、国際水素サプライチェーンの構築についてプロジェクトを展開している。

オランダ国内における主な水素関連プロジェクト

プロジェクト 概要

ブルー水素関連

H-VISION • Rotterdam港においてATR+CCSにより天然ガスからブルー水素を製造
• 製造されたブルー水素は高温熱の供給やモビリティ用根亮、建物への熱供給などに利用。また火力発電の一部水素発電で

の代替も検討

H2 Magnum • 北オランダのMagnum発電でCCSにより製造したブルー水素を燃料としたGTCCで火力発電による調整力提供を実施

水電解技術開発関連

MW Test Centre • アルカリ形水電解・PEM形水電解それぞれ250kWの設備を備えた試験設備により、GW級へのスケールアップに向けた耐
久性の試験を実施する。現在EPCが完了、20年の第４Qから本格的に試験を開始

GW Electrolyzer • 特にPEM形のフレキシビリティや、劣化モデリングに関する研究をオランダ内外の26のパートナーと共同で実施
⇒水電解装置をGW級にスケールアップすることで、CAPEXを€1000/kWから、€350/kW程度にコストダウン

複合的プロジェクト

Hydrogen 
Valley(HEAVEEN)

• 大規模な水素製造・利用圏を構築
⇒洋上風力による電解から製造した水素を、工業、モビリティ、建物向けに利用

(出所) 経済産業省「平成31年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業(水素・燃料電池戦略ロードマップの進捗確認及び国内外における水素・燃料電池利活用状況調査)」
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(7) 米国の動向
バイデン政権下の石油・ガス政策

⚫ トランプ政権のエネルギー関連政策の基本は「規制緩和」であり、シェール開発企業を含む石油・ガス開発企
業に対して宥和的な措置を実施してきた。一方、バイデン政権下では、2050年までのネットゼロを念頭に置
いた上で、連邦保有鉱区での新規の掘削・フラッキング取止め、更には「キーストーンＸＬパイプライン」の
建設認可を取り消し等についても言及している。

⚫ 2021年2月には、パリ協定に正式復帰している。米国における気候変動対策は、2050年のカーボンニュート
ラル化を念頭に置いて大きく変化する可能性がある。

50
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バイデン大統領の選挙期間中の主な提言

➢ バイデン大統領は、選挙期間中の2020年7月に、経済政策の一環として、気候変動対策とインフラ整備を織り込んだクリーンエネル
ギー計画を発表した。遅くとも2050年までに、米国経済全体でCO2排出量ゼロを目指すため、4年間で2兆ドル(約215兆円)を投入す
る計画である。

➢ 気候に焦点を当てた省庁横断的な新しい先進研究プロジェクト機関として「ARPA-C(Advanced Research Projects Agency 
focused on Climate)」の設立を提言している。
⇒100%クリーンエネルギーという目標の達成を支援する画期的な技術開発を目標とする
⇒再生可能エネルギーを利用した水素製造、産業熱の脱炭素化など

➢ 開発支援対象としている技術のうちCCU・CCSに関し、バイデン大統領候補はCCUS技術の開発・展開加速を就任初年度の立法計画
に上げている。
⇒連邦政府の投資を倍増させ、税制上の優遇措置を強化

参考資料: <https://www.whitehouse.gov/>



(7) 米国の動向
米国における水素技術利用動向～DOEによる研究開発(H2@Scale)

⚫ 米国エネルギー省(DOE: Department of Energy) は、水素生成から利用の各領域に関係する事業者の相互協
力を促進するため、電力分野への水素技術の適用を「H2@Scale」としてまとめている。

⚫ DOEは 「H2@Scale」 の策定の目的として、発電・送電セクターの強靭化を目的とした水素の生産及び利用
の可能性を探ることを挙げている。

(出所) DOE, “H2@Scale”, https://www.energy.gov/eere/fuelcells/h2scale(左); DOE, “H2@Scale: Enabling affordable, reliable, clean, and secure energy across sectors”, 
September 2020(右).

H2@Scaleの概念図
(出所)DOE「H2@Scale」より

バッテリー

電力発電
燃料合成

輸送

バイオマス・
オイルの特性

向上

アンモニア / 
化学肥料生成

金属製錬

化学・産業
プロセス

熱供給ガス
インフラ

再エネ

原子力

CCUSを伴
う化石燃料

電力系統
インフラ

水素生成

水素

H2@Scaleが大学・産業界・NPOと進める研究のエリア
(出所)DOE「H2@Scale」より

安全(分野横断〉

水素生成

インフラグリッド統合

最終消費

安全規格・基準

廃棄物
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(7) 米国の動向
DOEによる水素プログラム計画①

⚫ 2020年11月12日、DOEは、「Hydrogen Program Plan」を発表した。米国における水素関連技術の研
究・開発・普及を促進するための包括的で部局横断的な戦略の概要を示している。

「H2@Scale」ビジョンの達成に向けて、燃料電池やタービンを含む革新的な水素関連技術を研究・開発・実証し、制
度的・市場的障壁に対処し、最終的に複数の用途や部門にわたる適用を可能にする。

使命・戦略

活動目標：
⚫ 水素製造・供給・貯蔵・変換システムのコスト・性能・耐久性の改善
⚫ 水素と従来のエネルギーシステムとの統合を制限し、水素輸出の機会を減らすような技術的・規制的・市場的障壁への対応
⚫ 多様な水素需給源を集約することによる大規模な利用機会の探索
⚫ 水素を利用した統合エネルギーシステムの開発と実証
⚫ 水素の新たな革新的利用のための価値提案の実証

重点分野 実施・連携

製造
CCUSによる化石資源の利用、バイオマス及び廃棄物資源の利用、
水の分解

供給
チューブトレーラー、液体水素タンカー、パイプライン、化学的水
素キャリア

貯蔵
物理的貯蔵(圧縮、液化、洞窟）、マテリアルベース貯蔵(水素貯蔵
合金、吸着剤、化学的水素キャリア）

変換 燃焼、燃料電池

応用 運輸、化学・工業プロセス、発電、ハイブリッドエネルギー

複数部局の関与
⚫ 本計画ではエネルギー効率・再生可能エネルギー局(EERE）、化

石エネルギー局(FE）、原子力エネルギー局(NE）、配電・エネル
ギー信頼性局(OE）、科学局(SC）、エネルギー高等研究計画局
(ARPA-E）等が部局横断的に従事

民間セクター
⚫ カリフォルニア水素事業協議会、コロラド水素協会等との連携
国際パートナーシップ
⚫ 国際エネルギー機関(IEA）や国際水素・燃料電池パートナーシッ

プ(IPHE）との協力

2.1 脱炭素に係る関連政策
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(7) 米国の動向
DOEによる水素プログラム計画②

⚫ 研究・開発・普及という観点から、水素の製造・供給・貯蔵・変換・応用の5項目において方向性を示してい
る。

製造 ○化石資源
⚫ 既存の天然ガス発電所における水蒸気

メタン改質(SMR)
⚫ CCUSを伴う天然ガスの部分酸化、

オートサーマル改質、石炭ガス化
⚫ 水素と固体炭素へのメタン熱分解
⚫ カーボンフリーの水素を1ドル/kg未満

で製造することを目標

○バイオマス及び廃棄物資源
⚫ 年間10億トン以上の国産バイオマス・廃棄物資源を

持続可能な水素製造に利用可能
✓ 一次バイオマス：既存の技術によるガス化
✓ 廃棄物有機残渣由来バイオガス：SMR
✓ 廃棄物資源：微生物学的プロセス(発酵、生物触

媒電解）やプラズマ処理
⚫ 効率改善、前処理や輸送でのコスト削減が課題

○水分解
⚫ 国産の太陽光・風力・原子力エネル

ギーを利用した低温電解槽での水分解
⚫ 電気・熱を同時利用できる高温電解槽
⚫ 可逆式燃料電池
⚫ 電解槽の効率と耐久性の改善、コスト

の削減が課題

供給 ○チューブトレーラー
⚫ 輸送量が少ない(1トン/日未満）

場合に使用
⚫ 予測可能な需要を持たない成長

市場に供給するために不可欠
⚫ ガスチューブトレーラーターミ

ナルの開発が必要

○パイプライン
⚫ 数千トン/日の需要が長期間(15～

30年)安定すると予想される地域に
使用

⚫ 最も高効率だが資本コストが高い
⚫ 需要の拡大に伴い都市ガスと混ぜ

て提供可能

○液体水素タンカー
⚫ パイプラインを使用するほど

水素需要が十分でない地域に
適する

⚫ 国際輸送に使用
⚫ 液化プロセスの効率化が課題

○化学的水素キャリア
⚫ 水素と化学的に結合して運搬さ

れるような物質(アンモニア、メ
チルシクロヘキサン、トルエン
等）を利用して運搬

⚫ 実用化のために研究開発が必要

貯蔵 ○物理的貯蔵
⚫ 液体化及び低温圧縮技術
⚫ 加圧タンク(金属、ポリマー、炭素繊維複合体）の改良
⚫ 塩洞、塩水帯水層、採掘後のガス・油層の利用
⚫ 安全性の確保やタンク材質の研究開発が必要

○マテリアルベースの貯蔵
⚫ 金属水素化物(水素化ホウ素マグネシウム等）
⚫ 吸着剤(微孔性超活性炭、金属有機構造体）
⚫ 化学的水素キャリア(メチルシクロヘキサン）
⚫ 実用化のために基礎的な研究開発が必要

変換 ○燃焼
⚫ 自動点火、フラッシュバック、化石燃料との混合要件、空熱伝達、燃

焼ダイナミクス、燃焼器の高度な製造技術等で研究開発が必要

○燃料電池
⚫ ポリマー電解質膜燃料電池、固定酸化物形燃料電池の普及
⚫ ポリマーリン酸系燃料電池、アルカリ燃料電池、新たなアルカリ交換

膜燃料電池等の競争力の向上
⚫ 燃料電池の多用途化

応用 ○運輸
⚫ フォークリフト、マテリアルハンドリング、

水素運搬船、航空機等の燃料としての利用

○工業・化学プロセス
⚫ 製鉄所での還元剤として利用
⚫ 石油精製、アンモニア製造

○発電
⚫ 燃料電池
⚫ 天然ガスとの混合

○ハイブリッドエネルギー
⚫ 電力グリッドとのエネルギー供

給システムの統合

2.1 脱炭素に係る関連政策



2 諸外国におけるガス事業関連政策動向
2.1 脱炭素に係る関連政策
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(1)EUにおけるガス安定供給確保
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2.3 経営基盤・競争強化等に係る関連政策
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(1)EUにおけるガス安定供給確保
域内エネルギー市場の統合

⚫ 欧州では、天然ガス輸入量の約1/4をロシアからのパイプライン供給に依存している。ロシアへの供給依存は、
天然ガスの安定的調達における主要なリスクとして認識ており、供給源の多様化・多角化により対ロシア依存
度低減を図るとともに、ロシアとウクライナの対立を巡る地政学的リスク要因を鑑みて、ウクライナを経由し
ないパイプラインルート(Nord Stream、South Stream)を建設するなど供給ルートを複線化を進めている。

⚫ 近年ではエネルギー安全保障も視野に入れた上で域内エネルギー市場の統合を進めており、「エネルギー同盟
(Energy Union)」の下、様々なリスク対策を講じている。

55

2.2 安定供給・レジリエンスに係る関連政策

参考資料: ACER「 ACER Market Monitoring Report 2019 – Gas Wholesale Market Volume 」<https://acer.europa.eu/Official_documents/Acts_of_the_Agency/Pages/Publications.aspx>

EU及び近隣国との間における天然ガスフロー
(出所)ACER市場監視報告書(ガス市場)2019年版

EUにおけるLNGターミナルと地下貯蔵施設
(出所)ACER市場監視報告書(ガス市場)2019年版



(1) EUにおけるガス安定供給確保
天然ガス安定供給化指令・規則によるセキュリティ確保

⚫ 「天然ガスの安定供給確保のための措置に関する規則(Directive 2004/67/EC)」は、加盟国が連帯しつつ、
天然ガスの公平な単一市場にふさわしい安定供給政策の共通枠組みの構築を目的としたEU規則である。

– 2010年には改正規則(Regulation (EU) No 994/2010) が採択。2006年及び2009年に発生したロシア・ウクライナ間の供
給危機を受け、国及びEUレベルでの対応責任及び協調について定義し、ACER及び各国の独立規制機関の役割分担について
規定

– 2017年にも改正規則(Regulation (EU) 2017/1938)が採択
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2.2 安定供給・レジリエンスに係る関連政策

Regulation (EU) No 994/2010における規定内容
➢ Regulation (EU) No 994/2010は、2004年に採択されたDirective 2004/67を発展させたものであり、EU及び加盟国レベルでの

対応責任と協調の在り方について詳細に定義している。
➢ 加盟国の規制機関の権限・役割について規定するとともに、欧州委員会及びACER、ENTSO-G、TSO等との広範な連携により、ガ

ス供給の安全保障を調整する枠組みを構築している
✓ 各国の規制機関は、関係機関及びその他規制当局と協議の上、予防行動計画(Preventive Action Plans)及び緊急時計画

(Emergency Plans)を策定 (同規則第4条)
✓ 各国の規制機関は、欧州委員会からの勧告に基づき、国内レベルで策定された計画に加えて、地域レベルで共同予防行動計画

(Joint Preventive Action Plans)及び共同緊急時計画(Joint Emergency Plan)を策定 (同第4条(3))
✓ 予防行動計画及び緊急時計画の策定に先立ち、第9条で規定されるリスク評価(risk assessment)を実施し、その結果に基づき、

インフラストラクチャ基準(infrastructure standard) (第6条)及び供給基準(supply standard) (第8条)の充足の有無を判断する
必要がある

参考資料: <https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=CELEX%3A32010R0994>、<https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/LSU/?uri=CELEX%3A32017R1938>



(1) EUにおけるガス安定供給確保
天然ガス安定供給化指令・規則によるセキュリティ確保

⚫ Regulation (EU) 2017/1938では、旧規則を踏襲しつつ加盟国間の更なる連携強化、情報共有の拡大など
によって、供給途絶の事態に備えることが目指されている。また、当該規則では、連帯原則を初めて導入して
おり、加盟国において深刻なガス供給危機が発生した場合、近隣諸国は支援しなければならないとされている。

⚫ 同規則は、ENTSO-Gに対する新たな役割として、リスクシミュレーションの実施やガス調整グループの作業
に参加し、ガスの地域調整システム(ReCo System for Gas)の機能を担うことなどを規定している

2.2 安定供給・レジリエンスに係る関連政策

概要

ENTSO-G によるシ
ミュレーションの実
施

• ENTSO-G が、リスク評価を目的として、EU 域内においてガス供給途絶が発生した場合のシミュレーションを少なくとも4 年ごとに実施することが規
定(同規則第7条)

• ENTSO-Gは、2017年11月に「Seurity of Supply Simulation Report」と題するシミュレーション結果の報告書を発表

地域別リスクグルー
プ内での加盟国間協
力の強化

• 各国のガスの供給源及び供給ルートに基づき、旧規則で例示されていた2～5 か国ごとの地域協力の枠組みが再編するかたちで、①東方、②北海、③北
アフリカ、④東南の4 分類の下に13 の地域別リスクグループが設定。各国は、1以上のリスクグループに属し、各リスクグループ内で、自然災害、技
術的要因、商業的要因、政治的要因等によるガス供給上のリスクに関し、共同評価を行う義務が規定されている(同新規則第3条(7))。

• リスクグループは、主要なガス供給源と輸送回廊に基づいて定義される。これにより、関係加盟国は、予防措置や緊急措置をより効果的かつ効率的に定
義することができ、供給問題への一貫した対応を確保する。

• 各加盟国は、共同リスク評価の結果を踏まえ、リスクの削減・緩和措置を記載した予防行動計画と、ガス供給途絶の際に取られる措置を記載した緊急時
計画を策定する(第8 条～第10 条)。両計画には、所属するリスクグループ内の全ての国が共同で作成する章(regional chapter)を含めなければならな
いとし、その章には、ENTSO-G によるシミュレーションや共同リスク評価に基づく措置など、国境を越える措置についても記載する

ReCo System for 
Gasの設立

• TSOは、緊急事態が発生した場合、ENTSO-Gが設立したReCo System for Gasを利用して情報共有等を図る(同規則第3条)
• ReCoチームは、ReCo Team North West、ReCo Team South、Reco Team Eastの3つが形成されている。

連帯措置の導入 • 記録的な寒波等による需要急増や供給途絶等によるガスの深刻な不足時における最終手段として、加盟国間で行われる相互支援の枠組みとして連帯措置
が規定 (第13 条)。支援を求める加盟国が、市場ベースでの措置や緊急時計画に定めた措置を全て尽くしたこと、届けられたガスの代金や全ての関連費
用を補償金として速やかに支払うことなどの条件が設けられている。支援を求める加盟国とガス輸送網を接続している近隣加盟国は、可能な限り必要な
措置を講じなければならない。

• 当該規則は、保護対象顧客に対する深刻な供給不足に対処することを目的としており、加盟国の国境を越えた行動を可能にする。

透明性の改善 • 同規則第14条では、ガスの安定供給確保に向けた状況を各国及び欧州委員会が評価するため、国境を越えるガスの調達のために締結された供給契約の
うち、1 年間以上の長期のものについて、ガス事業者が、関係する加盟国の管轄官庁に通知する義務が規定された。

• 通知の対象となる契約は、同一の供給元(関連会社を含む。)から、合計して当該加盟国の年間ガス消費の28%以上が供給される場合である。通知内容
は、契約期間、年間の供給量、供給危機発生時の1 日当たりの最大供給量、納入場所、1日当たり及び1 か月当たりの最小供給量、供給停止条件などで
ある

パイプライン設備要
件の厳格化

• 同規則第5条では、ガスの輸送事業者が、加盟国間の相互接続点において、双方向の輸送が可能な設備を設置するよう規定されている。通常、輸送は供
給国から輸入国に向けた一方向であるが、逆方向への輸送を可能としておくことで、緊急時に周辺国に供給することを可能とするためである。関係各国
及び欧州委員会と協議の上、認められた場合には双方向輸送設備の設置義務が免除されるが、新規則では、除外申請があった場合、双方向輸送設備に
よって将来利益を受ける可能性がある関係各国の意見を考慮に入れる義務が新たに定められた

参考資料: <https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/LSU/?uri=CELEX%3A32017R1938>
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(2)EUにおける広域的インフラ整備
TYNDPによる広域整備計画①

⚫ 特に「第三次EUエネルギーパッケージ」(2009年7月採択)*1を構成する「EU天然ガス取引ネットワーク規則
(Regulation (EC) No 715/2009)」では、TSOの連携を強化するための広域的連携組織としてENTSO-
G(European Network of Transmission System Operators for electricity)を設立することが規定さ
れた(第5条) 。

⚫ ENTSO-Gは、2年ごとに、共同体全体(Community-wide)における今後10年間の域内ガスインフラストラク
チャーの整備・拡張計画を示した10年間のネットワーク計画(TYNDP: Ten-Year Network Development 
Plan)を策定・採択することが義務付けられている。

– 各国のTSOは、関係者との協議の上、自らのエリアのTYNDPを、毎年、規制当局に対して提出することが義務付け。システ
ムのアデカシーや供給安定性を担保するための効率的な措置を含める

– ENTSO-Gが、各TSOからのTYNDPをとりまとめ

⚫ TYNDPは、試行版であるTYNDP 2010に続き、TYNDP 2012、TYNDP 2014、TYNDP 2016、TYNDP 
2020が既に策定・公開されている。なお現在は、ENTSO-EとENTSO-Gが共同作業しており、電力とガスイ
ンフラの双方の観点から策定されている。
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*1 同パッケージは、「2009年第三次EU電力指令(Directive 2009/72/EC)」 、「2009年第三次ガス電力指令 (Directive 2009/73/EC)」、「ACER設置
規則 (Regulation (EC) No 713/2009)」、「EUクロスボーダー電力取引規則 (Regulation (EC) No 714/2009)」、「EU天然ガス取引ネットワーク規則
(Regulation (EC) No 715/2009)」からなる2指令・3規則より構成される

2.2 安定供給・レジリエンスに係る関連政策

参考資料: ENTSO-G Webサイトより<https://www.entsog.eu/tyndp>



(2) EUにおける広域的インフラ整備
TYNDPによる広域整備計画②

⚫ TYNDPは、EU大の系統計画に関する透明性を保証し、各TSOの系統増強投資の意思決定プロセスを支援する
ことを目的とする。(注: 各国に対し法的拘束力を課すものではない。)

– TYNDPは、域内ネットワークの将来の発展について全体像を提供。規定された一連のシナリオに沿って統合されたネット
ワークをマップ化するもの

⚫ TYNDPにおいて掲げられたプロジェクトは、共通利益プロジェクト(PCI：Project of Common Interest)
を選定する際の基礎となっている。EU規則(Regulation (EU) No 347/2013)(通称: 改正TEN-E規則)に基づ
き、PCIはTYNDPの最新版から選出される。

– 改正TEN-E規則では、PCIの選択基準の透明化及び明確化のため、欧州共通の費用便益分析(CBA: Cost Benefit Analysis)
方法論の策定をENTSO-Gに義務づけ

– プロジェクト計画者は、自身のプロジェクト計画をTYNDPへ盛り込むべく、ENTSO-Gに対して申請*2 。これに対しENTSO-
Eは、各プロジェクトについてCBA等を含む評価・分析を実施したうえでTYNDPを策定

– 当該プロジェクトがTYNDPとして採択された場合、プロジェクト計画者は、PCI選定を求め、欧州委員会に対して申請
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➢ TYNDPでは、各プロジェクトの評価のために、複
数の将来的な外部環境を表すビジョンが設定

➢ 最新版のTYNDP 2020では、主要シナリオとして
①National Trends(NT)シナリオ、②Global 
Ambition(GA)シナリオ、③Distributed 
Energy(DE)シナリオの3つを設定

*1 TYNDPは、試行版であるTYNDP 2010以降、2年おきに策定。なおTYNDP 2018以降は、ENTSO-EとENTSO-Gが共同して策定作業を進めており、電
力及びガスのネットワーク開発計画を併せて検討したものとなっている。最新版はTYNDP2020であり、現在はTYNDP2022が策定中
*2 事業者は、自身のプロジェクトがPCIリストに選出されることにより、各国の規制機関による許認可手続にあたり各種優遇措置を受けることが可能とな
るほか、プロジェクト実施にあたり、欧州委員会からCEF(Connecting Europe Facility)を通じて補助金を受け取ることもできる

TYNDP2020におけるシナリオ

脱炭素化レベル

集中化

分散化

現状

③DE

①NT

②GA

2.2 安定供給・レジリエンスに係る関連政策

参考資料: ENTSO-G Webサイトより<https://www.entsog.eu/tyndp>



(2) EUにおける広域的インフラ整備
TYNDPによる広域整備計画③

⚫ TYNDPは、欧州ガスインフラストラクチャーと将来の発展について全体像を提供するものであり、規定され
た一連のシナリオに沿って統合されたガスネットワークをマップ化するものである。全てのプロジェクトに対
して厳格な費用対便益分析(CBA：Cost-Benefit Analysis)の実施を義務づけている。

⚫ TYNDPにおいて掲げられたプロジェクトは、共通利益プロジェクト(PCI：Project of Common Interest)
を選定する際のベースとなる。

– 事業者は、自身のプロジェクトがPCIリストに選出されることにより、各国の規制機関による許認可手続にあたり各種優遇措
置を受けることが可能となる

– プロジェクト実施にあたり、欧州委員会からCEF(Connecting Europe Facility)を通じて補助金を受け取ることもできる
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2.2 安定供給・レジリエンスに係る関連政策

*1 欧州委員会は2021年12月15日に示したTEN-E規則改正案において、再エネ・クリーンエネルギー重視の方向性を提示。例えば、従来のPCIでは天然ガ
スの輸送インフラも対象となったが、新しい基準では対象外。これにより、既存の天然ガス輸送インフラは、EUが推進する水素エネルギーの輸送目的へと
転換していくことを想定。なお水素インフラへの支援は、先述の欧州水素戦略に従い、化石燃料に由来する低炭素水素も対象となるが、再エネ由来水素に関
連するプロジェクトを優先的にPCI指定するとしている。



(3) イギリスの動向
イギリスのガス需給構造

⚫ 2019年における天然ガス需要量は78.8bcmとなっており*1、2015年以降はほぼ横ばいで推移している。

– 天然ガス需要量が安定的に推移している要因として、天然ガス火力発電量の増加が挙げられる*2

– 2019年天然ガス発電量は132.5TWh(総発電量に占める割合40.9%)。2013年時点の95.8TWh(同26.8%)と比較して大きく
増加)

⚫ 一方、ガス生産量は、2000年のピーク時には113.5bcmであったが、近年はイギリス大陸棚(UKCS)の生産減
少に伴い、2019年には39.6bcmまで低下した。

– 国内消費量に対する国内生産量の割合は、2012年以降、50%強(2019年53.2%)となっており、ガス供給ポートフォリオに
おける輸入割合が増加

– 2019年における天然ガス輸入量は51.3bcm(LNG: 18.0bcm、パイプライン33.2bcm)

国内ガス消費量及び生産量の推移
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bcm 構成比

LNG 18.0 35.2%

カタール 8.8 17.1%

ロシア 3.1 6.0%

米国 2.9 5.7%

その他 3.2 6.3%

パイプライン 33.2 64.8%

ノルウェー 26.6 52.0%

ロシア 4.7 9.1%

オランダ 1.6 3.1%

その他 0.4 0.7%

合計 51.3 100.0%

2019年

*1 一次エネルギー総需要量7,840PJのうち、天然ガスは2,940PJ(=78.8bcm)となっており、総需要量の36.2%を占めている
*2  イギリスでは、炭素価格下限制度(carbon price floor)の導入や石炭火力発電所を2025年までに段階的に廃止する政策を背景として、石炭火力発電
所から天然ガス火力発電所への転換が進んでいる
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(3)イギリスの動向
ガス事業を取り巻く環境

⚫ イギリスでは、サッチャー政権における公益事業の民営化政策の流れを受けて1990年前半から段階的に自由
化が進められており、ガス小売事業に関しても2000年代初期に全面自由化が実施された。規制料金に関して
も、同時期に撤廃されている*1。

⚫ 2020年6月時点において事業活動を実施している家庭用小売供給事業者は56事業者*2であるが、そのほとん
どが電力・ガス双方に展開している。また家庭用ガス小売市場の市場シェアを見ると、大手6事業者(Big6)に
おける市場シェアは、2014年4Q時点において91%を占めていたが、2020年2Q時点では59%まで低下して
いる(最大手のBritish Gas社の市場シェアは、同期間において38%から27%まで低下)*3。

(出所)Ofgem Webサイト<https://www.ofgem.gov.uk/data-portal/retail-market-indicators> 62

*1 イギリス規制機関Ofgemは、電力・ガス小売市場における規制料金の撤廃に関して市場競争状況の評価を実施。2002年2月に公表された「Review of 
domestic gas and electricity competition and supply price regulation –Conclusion and Final proposals」において料金規制を撤廃する旨が示された
*2  56事業者のうち、49事業者が電力・ガス双方を実施。電力のみ2事業者、ガスのみ5事業者
*3 British Gas社、EDF社、E.ON社、npower社、Scottish Power社、SSE社の6社。なおOfgemでは、イギリス電力・ガス市場において一部の大手事業
者が大きな市場シェアを有していることに対して様々な施策を実施することを通じて、当該状況の改善を図ってきた

事業者

家庭用ガス小売市場における市場シェア(事業者別)家庭用小売供給事業者の推移

市場シェア

Big6
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(3) イギリスの動向
ガス安定供給確保に向けた取り組み

⚫ 2017年10月、ビジネス・エネルギー産業省(BEIS) は、「Gas Security of Supply -A strategic 
assessment of Great Britain`s gas security of supply-」と題する報告書を発表した。

⚫ 当該研究は、イギリスにおける長期的なガスの安定供給について、BEISによる委託を受けたCEPA社が実施し
たシナリオ分析の結果を踏まえ、多角的な評価・分析を実施したものである。

⚫ BEISは、これまでの分析結果を踏まえた更なる検討課題として、“強固かつ機能的な市場の構築”、“LNG市
場の発展”、“輸入への依存低減”などいくつかの論点を提起している。

概要

強固かつ機能的な
市場の構築

適切なインフラの構築、運用・改修のためには、市場を通じて適切なインセンティブを提供する必要がある。そ
のためにはグローバルなガス取引が必要とされる。
• 市場機能…市場は十分に発達し、流動的でなくてはならない。緊急時においても強力な法的・規制的基盤の下、

運営される必要があり、物理的受渡が保証されなくてはならない。
• 大陸欧州との密接な取引関係の継続…大陸欧州とのガス市場取引により、供給安定性を担保することができる。

LNG市場発展、及
び成熟したハブと
しての更なる発展

LNG供給割合が高まることにより、大陸欧州への輸入・貿易の拠点ポジションを構築することが可能となる。
• LNG市場の発展…輸送業者(shippers)に対する正しいインセンティブを確保し、LNGの柔軟性をサポートする。

これにより、LNGハブや大陸への参入ポイントとして機能する。
• コスト削減とGB市場の魅力向上…LNGの陸揚げ価格を安くすることにより、GBをより魅力的な目的地とすると

ともに、国内消費者への請求額を減らすことが可能となる。
• LNG市場の監視…しかし、LNG市場動向をモニタリングし、市場リスクに対応していくことが重要である。

輸入への依存軽減 内生的資源(例: シェールガス、バイオメタン等)の活用や需要削減を通じて、ガス輸入の必要性を減らす経済的機会
を追求することも有益である。
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イギリスガスセキュリティ確保に向けた提言

参考資料: BEIS「「Gas Security of Supply -A strategic assessment of Great Britain`s gas security of supply-」

(出所)BEIS「Gas Security of Supply -A strategic assessment of Great Britain`s gas security of supply-」より



(4)ドイツの動向
ドイツのガス需給構造

⚫ 2019年における天然ガス需要量は88.7bcmとなっており*1、2015年以降はやや増加して推移している。

– ドイツもイギリスと同様、天然ガス火力発電量が増加*2

– 2019年天然ガス発電量は91.9TWh(総発電量に占める割合14.9%)。2014年時点の61.1TWh(同9.7%)から約5割増加

⚫ ガス生産量は5.3bcmと限定的であるため、輸入に大きく頼る供給ポートフォリオとなっている。

– 天然ガス輸入量はほぼ全量パイプラインによる輸入であり、2019年時点で109.6bcmとなっている。特にロシアからの輸入
が55.6bcmと50%を占めている*3

国内ガス消費量及び生産量の推移
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*1 一次エネルギー総需要量13,140PJのうち、天然ガスは3,190PJ(=88.7bcm)となっており、総需要量の24.3%を占めている
*2 原子力発電所の段階的閉鎖が予定されていることもあり、天然ガス発電量は今後も増加見込み。また原子力に代わるベースロード電源の一つである
石炭火力についても2038年までに全廃予定
*3 対ロシア依存度提言の観点から、ドイツ政府はLNG輸入拡大についても検討中

国内総発電量及びガス発電量の推移

天然ガス輸入量内訳
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bcm 構成比

パイプライン 109.6 100.0%

ロシア 55.6 50.7%

ノルウェー 27.8 25.4%

オランダ 23.4 21.3%

その他 2.9 2.6%

合計 109.6 100.0%

2019年
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(出所)BP統計2020よりMURC作成



(4)ドイツの動向
ドイツのガス需給構造

⚫ ドイツでは、2006年及び2009年に発生したロシア・ウクライナ間の供給危機を受けロシア依存を見直す動き
はあるものの、2019年時点でも、依然としてロシアからのガス供給量は55.6bcmと、全輸入量109.6bcmの
50%以上を占めている。

⚫ ドイツにおける天然ガス需要は今後も増加する見込みである。

– 原子力発電所の段階的閉鎖が予定されていることである。ドイツにおける原子力発電所はベースロード電源として高負荷率
(2015年97%)で運転しており、2017年時点では国内発電量の11.5%を占めている

– 原子力に代わるベースロード電源の一つである石炭火力についても2030年までに全廃予定

⚫ ドイツは、風力発電による供給がドイツ北部に偏在している一方で、ドイツの電力需要の多くは工業地帯が集
まる南部にある。ドイツでは、北部における再生可能エネルギーの大量導入に伴い、北部から工業地帯が集ま
り電力需要の多い南部及びデンマークへの送電制約が発生している。この送電制約の物理的解消手段として、
石炭火力や天然ガス火力などの従来型発電設備に対してのみ再給電(re-dispatch)が実施される。したがって、
将来的に天然ガス発電に対する重要性が増加する可能性がある。
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(4)ドイツの動向
ガス事業を取り巻く環境

⚫ ドイツでは1998年改正エネルギー事業法により1996 年第一次EU電力指令で規定された要件を満たすように
国内法が制定されており、1998年には家庭部門を含めた小売全面自由化が開始された。

⚫ 自由化後に多くのマーケターが誕生しており現在も小売事業者は約1,000社以上存在しているが、うち約9割
は顧客数10万世帯以下の小規模事業者である。
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ドイツガス小売供給事業の構造～顧客規模別の小売供給事業者数
(2019年12月末時点)

2.2 安定供給・レジリエンスに係る関連政策
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ドイツにおける各配管地域に存在する小売供給事業者数の規模別構成

ドイツ小売供給事業者がサービスを提供する配管地域数(2019年
12月末時点)

メーターポイント(MP)の数が1,000～10,000の
事業者が507社(構成比52%) 。またMP数が
100,000を超える事業者数は24社(同2.5%)
⇒この24事業者が管轄するMP数は全体の約4割

• 10以下の配電地域にしかサービスを実施しない事業者数
は437社(構成比44.0%)

• なお1つの配電地域にしかサービスを実施しない事業者も
152社存在。
⇒一方で、ほぼドイツ全土に渡る500以上の配電地域に
サービスを提供する事業者も49社存在(同4.9%)



(4)ドイツの動向
ガスセキュリティに関する検討

⚫ ドイツでは、エネルギー産業法(EnWG)第51条(1) に従い、ドイツ連邦経済技術省(BMWi)が、電力及びガス
の供給ネットワークにおける安定性を監視する責任を担っている。ガスの安定供給確保策は幅広い政策パッ
ケージに基づいているが、主要な措置として“供給源・供給ルートの多様化”、“地下貯蔵施設を含む信頼性の
高い供給インフラ”、“LNGターミナルへのアクセス”などを講じている。

⚫ 2019年2月、BMWiは、LNG輸入市場の発展に関するドイツ-米国間カンファレンスを開催した。当該会議に
おいて、アルトマイヤーBMWi大臣は、ドイツにおけるLNGインフラ事業の規制枠組みの主要事項として、
LNGのドイツ市場へのアクセスを可能にするため、EnWG関連法令改正により、TSOに対し、LNGターミナル
とパイプライン・ネットワークを接続するために必要なパイプラインの建設を義務づけるとした。またこのパ
イプライン建設に必要な費用に関して、TSOはガスネットワーク利用料金として需要家に対して負担を転嫁で
きるとした。

⚫ 2015年6月、BMWiからの委託を受けたドイツのシンクタンクBBH社及びTU Berlin社は、「Possibilities to 
improve gas security and crisis prevention via regulation of storage (strategic reserve, storage 
obligations), including the costs and the economic effect on the market」と題する報告書を発表した。
⇒当該研究は、ドイツ国内における天然ガス地下貯蔵設備が供給安定性確保に果たす役割について、特に戦略
的予備力(Strategic Reserve)と貯蔵義務(storage obligation)という2つの関連措置にも鑑みつつ、費用及び
効果等について分析している
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(5)フランスの動向
エネルギー需給構造

⚫ 2019年における天然ガス需要量は43.4bcmとなっており*1、2015年以降は微増傾向で推移している。国内
天然ガス生産量は限定的であり、ほぼ全量輸入に依存する需給構造となっている。

– 2019年における天然ガス輸入量は60.1bcm(内訳: LNG 22.9bcm、パイプライン37.2bcm)

*1 一次エネルギー総需要量9,680PJのうち、天然ガスは1,560PJ(=43.4bcm)となっており、総需要量の16.2%を占めている

(出所)CRE Webサイト、BP統計2020 68

bcm 構成比

LNG 22.9 38.1%

ロシア 6.9 11.5%

ナイジェリア 4.4 7.2%

アルジェリア 3.6 6.0%

米国 3.1 5.1%

その他 4.9 8.2%

パイプライン 37.2 61.9%

ノルウェー 19.3 32.1%

ロシア 7.8 13.0%

オランダ 4.4 7.3%

その他 5.8 9.6%

合計 60.1 100.0%

2019年

天然ガス輸入量内訳
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(5)フランスの動向
ガス事業を取り巻く環境

⚫ フランスでは、1998年第一次EUガス指令(Directive 98/30/EC)を受け、2000年8月から、発電事業者・熱
電併給事業者、及び年間ガス使用量約1,855万m3以上の需要家に対する小売自由化が開始された。

– Law no. 2003-8*1に基づき、 2003年8月には年間ガス使用量約650万m3以上の需要家へ対象が拡大。2004年7月には家庭
部門を除く全ての需要家(すなわち産業用・商業用部門)が自由化対象

– Law no.2003-8 の改正に伴い、2007年7月には家庭用を含む全ての需要家が自由化対象

⚫ ガス小売市場も、電力と同様、規制料金と市場料金が併存する形となっている*2,3。

*1 2003年1月3日電力・ガス市場及び公共サービスに関する法律(Law no. 2003-8)
*2 フランスにおけるガスの小売料金は、市場料金と規制料金の二つに分かれている。規制料金が適用されるのは既存事業者(Incumbent Supplier) のみ
である。市場料金(=自由料金)を選択した需要家については、料金は供給事業者と需要家間の交渉により決められることになる
*3 年間ガス消費量が30MWh以下の非家庭需要家、年間ガス消費量が150MWh以下の家庭需要家に対しては、引き続き規制料金が存続
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小売市場における市場料金の選択状況

➢ 自由化適格となった需要家は、規制料金契約もしくは市場料金契約
の2つの契約形態から選択することが出来る。市場料金契約も、代替
供給事業者もしくは既存供給事業者の2つから選択可

➢ 電力・ガス小売市場は、全面自由化以降も長らく、規制料金と市場
料金が併存。電力に関して言えば、多くの需要家はEDF社の提供す
る規制料金にとどまる状況が継続。ガスは、電力と比較すると市場
料金を選択する需要家が多い

権利行使と供給事業者選択の考え方

既存供給事業者による
規制料金

代替供給事業者による
市場料金

既存供給事業者による
市場料金

市場料金 規制料金



(5) オランダの動向
オランダのガス需給構造

⚫ 2019年における天然ガス需要量は36.8bcmとなっており*1、2015年以降はほぼ横ばいで推移している。

– 天然ガス需要量が安定的に推移している要因として、天然ガス火力発電量の増加が挙げられる
– 2019年天然ガス発電量は71.0TWh(総発電量に占める割合58.7%)。2015年時点の45.6TWh(同41.7%)と比較して大きく

増加)

⚫ 一方、ガス生産量は、2010年のピーク時には75.3bcmであったが、近年は北海ガス田の生産減少に伴い、
2019年には28.1bcmまで低下した。

– 国内消費量に対する国内生産量の割合は、2018年以降、100%を下回っており (2019年76.2%)、ネット輸入国へと変化
– 2019年はパイプラインで40bcmを輸入 (ノルウェー25.3bcm、ロシア8.0bcm、他欧州6.7bcm)

国内ガス消費量及び生産量の推移

70

*1 一次エネルギー総需要量3,510PJのうち、天然ガスは1,3300PJ(=36.8bcm)となっており、総需要量の37.8%を占めている

国内総発電量及びガス発電量の推移

(出所)BP統計2020よりMURC作成
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2 諸外国におけるガス事業関連政策動向
2.1 脱炭素に係る関連政策
2.2 安定供給・レジリエンスに係る関連政策
2.3 経営基盤・競争強化等に係る関連政策

(1)EUガス事業制度
(2)EUにおけるスマートメーター導入状況
(3)各国の動向(イギリス)
(4)各国の動向(ドイツ)
(5)各国の動向(イタリア)
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(1)EUガス事業制度
EUガス事業制度改革の経緯

⚫ EUでは、 1990年代後半以降、域内単一エネルギー市場の形成を目指し、電力・ガス市場の自由化を進めて
きた。
⇒3次にわたる「欧州天然ガス市場の共通ルールに関する指令」を通じて、主にアンバンドリングと第三者ア
クセス(TPA: Third Party Access)の義務化により、競争的市場を構築。

⚫ ガス小売市場についても、電力と同様、段階的に小売市場の自由化を進めてきた。2003年第二次EUガス指令
では、2004年7月1日以降は家庭用需要家以外の需要家、さらに2007年7月1日以降は家庭用需要家を含む全
ての需要家を対象として、自由化を実施することが規定された(第23条第1項)。
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EUガス指令の概要

アンバンドリングに係る措置 TPAに係る措置

1998年第一次
EUガス指令

• 垂直統合事業者に対する会計分
離が義務付け

• “交渉可能な第三者アクセス”が規定

2003年第2次
EUガス指令

• 垂直統合事業者に対する法的分
離が義務付け

• 「2005年天然ガス輸送網へのアクセス条件に関する規則(Regulation 
(EC) No 1775/2005)」を通じてTPA条件に係る要件が明確化
⇒指令内容をより具体化し、各国政府の裁量に委ねる部分も小さくした。
⇒貯蔵インフラが極めて重要な役割を果たすとの考えから、市場開放が
求められる供給インフラの中に、貯蔵設備も含まれることが強調

2009年第3次
EUガス指令

• 垂直統合事業者に対する所有
分離 (第9条)、ISO化 (第14
条)又はITO化 (第17条～第23 
条)のうちいずれかを義務付け

• “義務的なTPA”がEU域内における唯一の輸送インフラアクセスである
ことを規定。一方で、ガス設備の新規インフラ投資促進の観点から適
用除外を認める特別条項が導入
⇒第二次EUガス指令では開放を免除されていたLNG輸入基地及び新規
供給インフラについても、第3者による利用の在り方を規定し、その
市場開放を進める方針を盛り込んだ。

2.3 経営基盤・競争強化等に係る関連政策

参考資料: Directive 2003/55/EC <http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32003L0055>

(出所)EU指令より



(1)EUガス事業制度
EUガス小売市場における規制料金の撤廃状況

⚫ EUでは、エネルギー規制機関間協力庁(ACER) が、毎年、EU域内電力・ガス市場の競争状況に関する報告書
として市場監視報告書(MMR)を発表しており、EU加盟国の電力・ガス規制料金の存廃について取りまとめを
行っている。

– ガス小売市場(家庭部門): EU28カ国のうち、16カ国において何らかの価格規制的措置が導入中
– ガス小売市場(非家庭部門)： EU28カ国のうち、6カ国において何らかの価格規制的措置が導入中
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2.3 経営基盤・競争強化等に係る関連政策

参考資料: ACER/CEER「Annual Report on the Results of Monitoring the Internal Electricity and Natural Gas Market in 2019」
<https://acer.europa.eu/Official_documents/Acts_of_the_Agency/Pages/Publications.aspx>

ガス小売市場(家庭部門)における規制料金導入状況
(出所)ACER市場監視報告書

ガス小売市場(非家庭部門)における規制料金導入状況
(出所)ACER市場監視報告書

規制料金導入中規制料金導入中



(1)EUガス事業制度
EUガス小売市場における競争状況
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2.3 経営基盤・競争強化等に係る関連政策

ガス小売市場における供給事業者数及び需要数
(出所)ACER市場監視報告書

ガス小売市場における供給事業者数及び需要数

➢ ACERによる市場監視報告書では、供給事業者数や需要家数、更には需要家数における規制料金の選択割合につい
ても分析している。

ガス小売市場(家庭部門)における規制料金導入割合
(出所)ACER市場監視報告書

家庭用需要家数 規制料金が適用されている
家庭用需要家数

供給事業者数 需要数(百万軒)

参考資料: ACER/CEER「Annual Report on the Results of Monitoring the Internal Electricity and Natural Gas Market in 2019」
<https://acer.europa.eu/Official_documents/Acts_of_the_Agency/Pages/Publications.aspx>



(2)EUにおけるスマートメーター導入状況
ガススマートメーターの規定・導入状況

⚫ 欧州委員会は、2024年迄に5,100万台のガススマートメーターの導入(EU全体普及率:44%)を予測している。

⚫ EU指令(Directive 2012/27/EU)に基づき、EU加盟国または加盟国が指定する所管当局は、広範囲または部
分的なスマートメーター導入の便益がコストを上回ると分析された場合において、ガススマートメーターの導
入を国内法化する必要がある。

– 欧州委員会が2019年に公表したレポート「European smart metering benchmark-Final Report-」によると、EU加盟国の
約25%が、ガススマートメーターの配備に向けた法的規定を備えた実施方策を策定している。これらの国の大半が電力ス
マートメーター導入の法的枠組みに倣っている、または電力及びガスの両方に対する法的枠組みを採用している

– フランス、アイルランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、イギリスは、それぞれの実施方策においてガススマート
メーターの目標普及率及び目標年を定めている

– 2018年1月におけるガススマートメーターの導入率は、オランダの46.6%が最も高くなっている
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国別ガススマートメーター目標普及率・目標年

国 目標年 目標普及率

フランス(FR) 2016－2022年 90%

アイルランド(IE) 2019－2024年 100%

イタリア(IT) 2008－2023年 85%

ルクセンブルク(LU) 2016－2021年 90%

オランダ(NL) 2014－2020年 80%

イギリス(UK) 2012－2020年 100%

出所: 欧州委員会「European smart metering benchmark-Final Report-」

EU加盟国におけるガススマートメーター普及率(2018年1月時点)

2017年迄に導入 2017年に導入
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(3)各国の動向(イギリス)
Smart Metering System

⚫ イギリス政府は、スマートメーター導入計画(Smart Metering Implementation Program)に基づき、
2020年末までに国内の全家庭及び小規模企業に対しスマートメーターを導入するとしている。2011年より開
始された当該プログラムは、2016年11月からは設置段階(main install stage)に移行しており、スマート
メータの設置を図るとともに、スマートメータデータ通信インフラの構築を図っている。

⚫ Smart DCC社*1は、 2013年にイギリス気候変動・エネルギー省(DECC)*2より、Smart Meter 
Communication Licenceを付与された。DCC社は、Ofgemによる規制の下、スマートメータデータと通信
インフラの構築及び管理する役割を担っている。

⚫ スマートメーターは、DCC社の構築するネットワークを通じて、供給事業者、ネットワーク運用者、及び他の
認可サービスユーザと接続される*3。

(出所)イギリス政府<https://www.gov.uk/government/publications/smart-metering-implementation-programme-information-leaflet>
DCC社Webサイト<https://www.smartdcc.co.uk/about/>
Smart Meter Communication Licence
<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/554644/Annex_C_Draft_legal_text_for_the_DCC_Licence.pdf>

*1 Capita社の100%子会社
*2 現在、BEISとなっている
*3 このネットワークは高いセキュリティ基準を維持しており、国家サイバーセキュリティセンター(National Cyber Security Center)によって承
認されている

2.3 経営基盤・競争強化等に係る関連政策
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(3)各国の動向(イギリス)
Smart Metering System

⚫ 供給事業者によって設置される機器は、スマートメーター、建物内ディスプレイ(In-home display)、通信
ハブ(Communication Hub)により構成される。

⚫ データ通信会社(DCC: Data and Communications Company)は、需要家側のSmart Metering System
とDCCサービス利用者 (供給事業者、ネットワーク運用者等)との通信を実施する。
⇒DCCは、先述のSmart DCC社に加え、通信サービス提供事業者としてArqiva Ltd社、Telefonica UK Ltd社、データサービス
提供事業者としてCGI IT UK Ltd社が存在。

⚫ DCCの利用を通じた通信を通じて、オンデマンドな遠隔検針が可能となっている。
⇒供給事業者は、スマートメータリング設備と通信を通じて遠隔検針が可能。

⇒ネットワーク運用者は、需要家側の負荷状況をより理解でき、効率的な系統運用が可能。

参考: イギリス政府 Webサイト< https://www.gov.uk/government/publications/the-smart-metering-system-leaflet >
DCC社Webサイト<https://www.smartdcc.co.uk/about/>

スマートメータリングシステムの概要

需要家 データ通信会社 DCCサービス利用者

通信ハブ

建物内ディスプレイ

スマートメーター
(ガス)

スマートメーター
(電力)

スマート機器

競争的エネルギー供給事業者

ネットワーク運用者
(電力・ガス)

通信サービス
提供事業者

データサービス
提供事業者

Smart DCC社

2.3 経営基盤・競争強化等に係る関連政策



*1 イギリスでは、スマートメーターの運用モードにTraditionalとSmartがある他、アドバンスドメーター(消費量の送信等が可能)の区分を有する。
Traditional Modeでは、消費量の送信やディスプレイへの料金表示ができない。Traditional Modeとなる理由は、需要家が小売り事業者を切り替えたため
にSmart Modeが使用できない、ネットワーク環境、初期設定の問題等がある。Traditional Modeにより、スマートメーターが本来の機能を発揮できてい
ないことを踏まえ、事業者間の相互互換性があるSMETS2の導入等を通して問題解決に向けた取組みが進められている。

(3)各国の動向(イギリス)
Smart Metering Systemの導入状況

⚫ BEISは、4半期毎に「Smart Meter Statistics」において、 スマートメーター導入の進捗状況を発表している。

– BEISは、「Smart Metering Implementation Programme」を介して、スマートメーターの導入を促進。2024年までに、
全需要家へのスマートメーター導入を目指している

– 2020年第三四半期の時点において、電力・ガスの合計として約2,225万台のスマートメーター(家庭用及び小規模事業用)が
稼働している(アドバンスドメーターを含む）。うち、約1,800万台がスマートモード*1で運用されている

– 2020年前半はコロナウイルスの影響によりスマートメーターの導入数が大幅に落ち込んだ。同年後半には、回復が見られた
ものの前年同期の導入数を下回った

2020年第三四半期のスマートメーター(電力・ガス計)の稼働状況

2.3 経営基盤・競争強化等に係る関連政策

注:大規模供給事業者16社による導入数

(出所) BEIS,「Smart meters in Great Britain, quarterly update September 2020 」

注:大規模供給事業者16社による導入数

四半期別非家庭用ガススマートメーターの導入数の推移(単位:千台)
2020年第三四半期のスマートメーターの導入数(単位:百万台)
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(4)各国の動向(ドイツ)
「エネルギー転換におけるデジタル化法」の概要

⚫ 「エネルギー転換におけるデジタル化法」は、スマートメーターの更なる普及・拡大に向けた長期的プログラ
ムを示している。当該プログラムは、2017年以降開始され、2032年に終了となる。

– スマートメーターの実際の設置・運用は、EnWGに基づき地域ネットワーク運用者(örtlichen Netzbetreiber)、すなわち
配電事業者(DSO)の義務となる。第3者的サービス提供者へのアウトソーシングも認められている

– 「エネルギー転換におけるデジタル化法」の一部を構成する「インテリジェントなエネルギーネットワークにおける計量と
データ通信法 (MsbG) 」では、データ保護及びセキュリティの必要最低要件を示すとともに、「スマートメーター」及び
「スマートメーターゲートウェイ(SMGWs)」に関する新しい規則を定めている

⚫ MsbGでは、スマートメータリングシステムを構成する要素として、以下を規定している。
⇒インテリジェントな計量システム (iMSys: intelligentes Messsystem)
⇒最新型計量器(mME: Moderne Messeinrichtung)
⇒スマートメーターゲートウェイ(SMGw: SmartMeterGateway)

(出所)BMWi Webサイト<https://www.bmwi.de/Redaktion/EN/FAQ/Smart-Meters/faq-smart-meters.html>
BNetzA Webサイト
<https://www.bundesnetzagentur.de/DE/Sachgebiete/ElektrizitaetundGas/Verbraucher/NetzanschlussUndMessung/SmartMetering/SmartMeter_node.
html> 79
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Ferraris meters 
(従来型の電気計量器)

mME iMSys SMGw

形式 アナログ型計量器 デジタル型計量器
(通信機能を具備しない)

デジタル型計量器
(通信機能を具備している)

通信インタフェイス

主な機能 現状の検針 • 現状の検針
• 過去2年間の計量データの

保存(日、週、月、年単位)
• 通信機能を具備することに

より、iMSysにアップグ
レード可能

• 現状の検針
• 過去の計量データの保存(日、

週、月、年単位)

• メーターと通信ネットワーク
のインタフェイス

• 1つ以上のメータと接続
• メーター運用者に対して自動

的にデータ送信

設置、計量及び技
術的販売の責任

地域ネットワーク運用者が
計量器運用者として機能

基本的計量器運用者(通常：地域ネットワーク運用者)
もしくは
需要家によって委任された計量器運用者

SMGw管理者
(基本的計量器運用者、もしくは
競争的事業者)

スマートメータリングシステムの構成要素

https://www.bmwi.de/Redaktion/EN/FAQ/Smart-Meters/faq-smart-meters.html


(5)各国の動向(イタリア)
スマートメーターの導入施策・プロセス

⚫ イタリアは、ガススマートメーターの大規模導入(large-scale roll-out)を決定したEU加盟国全6カ国*1のうち
の1カ国である。スマートメーター導入の費用便益分析が実施され、イタリアにおいては便益がコストを上回
ると分析されている。

⚫ イタリアにおけるガススマートメーターの導入目標は、2023年における普及率85%である。2018年時点の
普及率は、34.7%(設置数:770万台)となっている。

– 欧州委員会が2019年に公表したレポート「European smart metering benchmark-Final Report-」によると、 2024年迄
にガススマートメーター導入を完了することが見込まれている

⚫ イタリアは、ガス及び電力のスマートメーターの導入について、主に「Legislative Decree 102/2014」によ
り、規定している。ガススマートメーターの消費データの伝送頻度については、法的義務が設定されていない
ため、ガス配給事業者(DSO)による選択及び顧客の消費量により異なっている。

イタリアにおけるガススマートメーターにかかる概況

2.3 経営基盤・競争強化等に係る関連政策

参考資料: 欧州委員会「European smart metering benchmark-Final Report-」

(出所)欧州委員会「European smart metering 
benchmark-Final Report-」を基にMURC作成

区分 内容

目標年 2023年

目標普及率 85%

総メーター設置地点数
(2018年時点)

2,220万

スマートメーター
設置数(2018年時点)

770万

スマートメーター普及
率
(2018年時点)

34.68%

*1 フランス、アイルランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、イギリスの6カ国

ガススマートメーター導入にかかる費用便益分析

(出所)欧州委員会「European smart metering benchmark-Final Report-」、赤枠・赤字作成者
追記

(費用)

(便益)
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3 諸外国事業者による対応状況と将来戦略
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3 諸外国事業者による対応状況と将来戦略
3.1 エネルギー事業者のトランジション戦略

(1)主要エネルギー企業の戦略
(2)ガス関連業界団体による戦略

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み
3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連の取り組み
3.4 デジタル化関連の取り組み
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(1)主要エネルギー企業の戦略
調査対象企業

⚫ 欧州の主要なエネルギー企業やユーティリティ企業、またガスネットワーク事業者では、エネルギートランジ
ションやカーボンニュートラルに向けた中長期的な戦略を策定している。

⚫ 本調査では、中長期的戦略における天然ガスの位置付けという観点から、我が国企業に対して示唆に富んだ取
り組み等を実施している企業について調査した。対象企業は以下の通り、

– 石油・ガスメジャー: Royal Dutch Shell(イギリス・オランダ)、BP(イギリス)、TOTAL(フランス)、Equinor(ノルウェー)
– ユーティリティ事業者: Centrica(イギリス)、Engie(フランス)
– ネットワーク事業者: National Grid ESO(イギリス)、Gas Network Ireland(アイルランド)、Gasunie(オランダ) 、

Enagás(スペイン)
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(1)主要エネルギー企業の戦略
Royal Dutch Shell

⚫ Royal Dutch Shell(英蘭)は、ガスシフトを積極的に推し進めており、LNGポートフォリオプレイヤーとして
のプレゼンスを拡大している。カーボンニュートラル-LNG(CN-LNG)の取引に対しても積極的であり、我が
国ガス事業者との間でも多くの契約を締結している。

⚫ 2030年迄に世界最大の電力供給者への変貌を目指しており、今後20年にかけて年間20億ドル程度を、再エネ
を含めた電力事業に対して投資する計画を進めている。

– 再エネ等の低炭素電力が必要不可欠としつつ、費用対効果の観点から、急速な変化は難しいことも認識。そのため、CCUS等
補完的アプローチとも協調しつつ、石油・ガスは今後も一定の役割を果たすとしている

– 再エネに加え、分散型発電やEV関連分野への投資に対しても積極的

⚫ 2018年4月に公表した「Shell Energy Transition Report」では、パリ協定の2℃目標実現に対応するシナリ
オとして新たにSkyシナリオを設定し*1 、各種分析を実施している*2。

– SKYシナリオでは、2030年までに乗用車新車販売台数の50%がEV化。2050年までに内燃機関自動車は販売禁止
– 一次エネルギー需要量に占める化石燃料割合は減少するものの、需要量全体の増加により、2040年時点でも約50%程度。天

然ガス需要は、2025年までは年率2%、2030年までは年率1.5%の増加となり、2030年代中頃から年率0.5%減少

参考資料: Shell「Shell Sustainability Report 2018」(2019)、 Shell Webサイト<https://www.shell.com/energy-and-innovation/the-energy-future/scenarios/shell-scenario-sky.html>
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*1 この他にも、Mountainsシナリオ、Oceansシナリオなどが既存シナリオとして規定
*2 2020年9月に発表した最新版シナリオでは、COVID-19による影響を鑑みた上で、2030年までを対象とした3つの新たなシナリオ(① Waves world、
②Island world 、③ Sky worldを規定

分野 概要

分散型発電 • 2018年には、約72万世帯の顧客を有するFast Utilitiyを買収し、顧客に対する直接的なエネルギー供給を開始
• 2018年に、分散型エネルギー資源の統合に注力する米国GI Energy社の過半数の株式を取得。
• 2019年2月には、スマートエネルギー貯蔵システムと革新的な家庭向けエネルギーサービスを提供するSonnenを買収

EV関連 • 2017年、欧州最大級のEV課金プロバイダーの1つであるNewMotion社を買収
• 英国、オランダ、中国等において、Shell rechargeというEV充電急速充電サービスを提供。また、高性能の充電ネットワーク運営者で
あるIONITYと共同で、欧州10カ国でより高速充電ポイントを提供

• 2018年、Shell VenturesはEV充電会社Ample社に出資。Ample社は、自律型ロボット工学とスマートバッテリー技術を用いたEV充電
技術を研究開発中

• Shell Foundationを通じて、系統独立型の廃車用バッテリーを貯蔵または電源として利用する方法などを検討しているスタートアップ
企業のAceleron社を支援

分散型発電やEV関連分野における取組

(出所)Shell公表資料よりMURC作成



(1)主要エネルギー企業の戦略
BP

⚫ BP(イギリス)は、ガスシフトを推進すると同時に、再エネ、EV関連事業等に対して積極的に展開している。
戦略的優先課題として、①先端的な上流石油・ガス事業の育成、②下流における市場主導の成長、③複数の先
端分野に跨る新たな投資機会と低炭素化、④グループ全体の近代化等を掲げている*1。

⚫ 2020年2月、同社CEOは、2050年に向けた長期排出削減目標として、石油・ガスの生産・オペレーション等
から排出されるCO2を2050年までにNet Zeroへ削減することを表明した。また2020年9月には、 自社独自
の長期エネルギー見通しとして「BP Energy Outlook 2020」を公表している(先述)。

⚫ BPは、低炭素化へ向けたエネルギー移行において、①削減(reduce)、②改善(improve)、③創造(create)
の3つより構成されるフレームワークを用いている。

*1 パリ目標達成のための共通課題として、①一つのエネルギー源に依存するのではなく、全体として排出量を削減、②エネルギー効率の向上、③CCUSな
どの新しい技術の利用と展開、④効率的かつ費用対効果の高い方法で行動を促すために、炭素価格付け、等を掲げている
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参考資料: BP「BP Sustainability Report 2018」(2019年4月)、BP社 Webサイト< https://www.bp.com/en/global/corporate/news-and-insights/press-releases/bernard-
looney-announces-new-ambition-for-bp.html >

(出所)BP公表資料よりMURC作成

分野 目標 主な取り組み

削減 ①2025年までの事業排出の純増分をゼロ化
②2025年までにGHG排出削減量350万t
③メタン排出原単位目標=0.2%

• 高効率エンジンを搭載したLNG船導入による燃料消費量削減
• 再生可能エネルギー由来のグリーン水素の導入(例: ドイツLingen製油所)
• 排ガス蒸気生成装置による排熱回収(例: 米Whiting製油所)
• コンプレッサー駆動から電動への変更によるガスタービンのCO2排出量削減(米

Brudhoe Bay発電所) など

改善 ①排出ガスの削減
②高効率かつ低炭素な燃料、潤滑油及び石油化
学製品の開発
③顧客に対する低炭素オファーの拡充、

• 食用油のリサイクル燃料(BP Biljet)のジェット機への提供
• CCUSに対する投資、研究開発の実施
• BP Chargemaster社を通じたEV充電ネットークの構築 など

創造 ①低炭素・再生可能エネルギー事業の拡大
②低炭素活動への投資(5億ドル/年) 
③OCGI (Oil and Gas Climate Initiative)との
協働・投資等を設定

• 低炭素・再生可能エネルギー事業として、太陽光・風力、バイオ発電、バイオ燃料、
再生可能製品などに注力

• 低炭素活動への投資のうち、2億ドル/年を「モビリティ高度化」、「バイオ・低炭
素製品」、「カーボンマネジメント」、「デジタル転換」、「電力及び貯蔵」の5
つの戦略分野に対して投資

低炭素化へ向けたエネルギー移行におけるフレームワーク



(1)主要エネルギー企業の戦略
TOTAL

⚫ TOTAL(フランス)も、天然ガスシフトに積極的である。2019年4月には、統合的ガス・再エネ電力事業部門
(IGRP)を設立しており、天然ガス・LNG事業と、電力事業・再エネ事業を統合したサービスを展開している。
⇒再エネ導入拡大の一方、再エネの間欠性に対して天然ガス発電導入により安定供給を図る

⚫ 同社は、気候統合戦略として①天然ガスチェーン構築、②低炭素型電源、③石油製品の選択と集中、③効率改
善及び炭素吸収によるカーボンニュートラル化等を焦点として掲げており、総合的ーサービスを提供している。

– ①天然ガスチェーン構築： 天然ガスチェーン全体でのプレゼンス拡大、メタン排出削減、LNGの高効率化
– ②低炭素型電源: バリューチェーンにおける非規制事業分野でのオペレーション拡大

⇒再エネやガス発電から、最終消費者に対する販売や、蓄電池、水素等による貯蔵までを含む
– ③石油製品の選択と集中: 高価な石油を回避し、設備からの排出を削減。石油使用量削減と持続可能なバイオ燃料を推進
– ④カーボンニュートラル化: 顧客に対するエネルギー効率化サービスの提供、また森林吸収やCCUSなどへの投資を通じて、

炭素中立性を達成するためのビジネスを推進

参考資料:TOTAL 「Integrating Climate into Our Strategy」(2019年11月)<https://new-publications.total.com/Fluidbook/Total-integrating-Climate-Into-Our-Strategy-November-2019/>、TOTAL
「Getting to Net Zero」(2020年9月)<https://www.total.com/sites/g/files/nytnzq111/files/documents/2020-10/total-climate-report-2020.pdf>

TOTALの2050年までの削減目標
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達成期限 Scope 地理的範囲 削減対象

STEP1 2050年まで(もしくは、
より早い段階で)

Scope1+2 グローバル 事業活動由来排出のネットゼロ化を達成

STEP2 2050年まで(もしくは、
より早い段階で)

Scope1+2+3 欧州 全ての生産活動及び消費者使用エネルギー商品に由来する排出のネットゼ
ロ化を達成

STEP3 2050年まで Scope1+2+3 グローバル エネルギー製品を使用する消費者側排出に関して、平均炭素排出原単位を
少なくとも60%削減(現在比)

TOTALのネットゼロ目標
➢ 2020年5月、同社は、2050年までに正味排出ゼロ達成を掲げた新たな気候変動大綱を発表した。
➢ 目標達成に向け、STEP3において提示した「炭素排出原単位60%削減」を達成するためには、エネルギーミックスの劇的な変化が必

要としている。
⇒具体的には、①グリーン電力・再エネ割合40%、②ガス(天然ガスと、水素もしくはバイオガスから生成されるグリーンガス) 割合
40%、③液体燃料割合20%程度(このうち15%が石油、5%がバイオ燃料)

(出所)TOTAL公表資料よりMURC作成
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⚫ Equinor(ノルウェー)は、石油・ガス上流事業を依然として中核事業としつつも、低炭素戦略の積極的推進に
基づき事業多角化を推し進めている。

⚫ 2020年2月、同社はパリ協定に沿った短期、中期、長期の削減目標を示した「Climate Roadmap」を発表し
た*1 。当該ロードマップでは、「2050年までに排出原単位を実質50%削減(2019年比)」するとしており、
それまでのマイルストーンを設定している 。

⚫ 同社は、併せてGHG排出絶対量の新たな削減目標を発表した。

– ノルウェー国内のScope 1及び2のGHG排出量は、2030年までに40%、2040年までに70%削減(いずれも2005年比)し、
2050年にはほぼゼロまで削減

– 2030年までにカーボンニュートラルなグローバルオペレーションを実施

(1)主要エネルギー企業の戦略
Equinor①～概要、中長期的削減目標

*1 同社による「Energy Perspectives 2019」において示された“2℃以下の目標”と整合的なRenewal Scenarioは、2050年までに石炭の全廃、石油需要
の半減、ガス需要の10%超の減少などを求めている。なお石油・ガスの需要減にもかかわらず、既存資産からの供給だけでは需給ギャップをカバーできな
いため、探鉱・投資の継続が必要としている。また2℃目標を確実に達成するには、電化や再生可能エネルギー、更にはCCUSや水素などの新たなバリュー
チェーンの確立が急速に進展することが必要としている

• ノルウェー国内事業における排出量を2005年比で40%削減(500万トン削減)

• EU-ETS活用や炭素吸収量を含めて、国内・国外事業における排出量を実質ゼロ(カーボンニュートラル)
2030

• ノルウェー国内事業における排出量を2005年比で70%削減(900万トン削減)2040

• ノルウェー国内事業における排出量をゼロに近づける

• 排出原単位を2019年比で実質50%削減
2050

参考資料: Equinor 「2019 sustainability report」、「Climate Roadmap」(2020年2月)< https://www.equinor.com/en/news/2020-02-06-climate-roadmap.html >

Equinor社の中長期的削減目標

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

(出所)Equinor公表資料よりMURC作成
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(1)主要エネルギー企業の戦略
Equinor②～ガス事業に関連する取組

⚫ 石油・ガス開発の洋上施設でのガスタービンによる発電がEquinorの排出量の大部分を占める。この排出量を
削減し、2050年までにノルウェー国内事業の排出量をゼロにするため、天然ガスから水素エネルギーへの転
換やCCUSの事業開発を進めている。

• NortH2プロジェクト(オランダ）
✓ RWE社、Shell社、Groningen Seaports社、Gasunie社、フ

ローニンゲン州との共同事業。
✓ 洋上風力発電により製造した水素をオランダに供給する、欧

州で最大のグリーン水素事業。
✓ 2030年までに4GW、2040年までに10GW以上の供給を目指

す。
• H21North of Englandプロジェクト(イギリス）

✓ 天然ガスから製造する水素により北イングランドの370万世
帯の家庭と4万の事業者にエネルギーを供給するプロジェクト。

✓ CCSと組み合わせGHG排出を伴わないエネルギー供給とする。
✓ 2023年までにFEED/EPCを進め、2028年から運転予定。

• ガス火力発電所の燃料転換(オランダ）
✓ VattenfallとGasunieとの共同事業。
✓ Vattenfallの所有するMagnamガス火力発電所での燃料を天然

ガスから水素に転換する。
✓ 年間400万tCO2の削減ポテンシャルがある。

• H-visionブルー水素プロジェクト(オランダ）
✓ 天然ガスから製造する水素をロッテルダムに供給。
✓ 製造過程で発生するCO2はCCSで地下に貯留される。

• 「Zero Carbon Humber」プロジェクト(イギリス）
✓ イギリス最大の排出量を抱える工業団地に水素を供給。

• Northern Lights project
✓ ノルウェー大陸棚でのCCSで、Shell・Totalとの共同事業。
✓ 廃棄物発電所、セメント工場などで回収されたCO2が液化さ

れ、北海の海底から地下2,500mの深さに貯留される。
✓ 2024年から150万トン/年のCO2の貯留が開始する予定。

水素 CCUS

(出所）Equinor Webサイトより引用

NortH2プロジェクトの概略

洋上風力発電で得られた電力によ
りグリーン水素を製造

グリーン水素を国内各地の工業地
域に供給、または地下で貯蔵

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

参考資料: Equinor 「2019 sustainability report」、Equinor Webサイト< https://www.equinor.com/en/news/20201207-hydrogen-project-north2.html >



(1)主要エネルギー企業の戦略
Centrica①～概要

⚫ Centrica*1は、英国を中心として、世界で事業を展開するエネルギー企業である。 同社は、 2019年4月に公
表した「2030年責任ある経営理念(Our 2030 Responsible Business Ambitions)」において、気候変動に対
する理念を表明している。

– そのなかで全ての顧客がより持続可能なエネルギーを利用可能とするための長期目標を設定
– 長期目標は、「顧客の炭素排出量削減の支援」、「エネルギー・システムの脱炭素化」、「自社の炭素排出量削減」に分けて

設定されている。

*1 主な事業構成は、電力・ガス小売事業、エネルギーソリューション(家庭用・事業用)など。石油・ガスの探鉱・生産事業は、2020年末までに終了予定

中間目標(2022年or2025年) 最終目標(2030年)

顧客の炭素排出量削減の支援 顧客の炭素排出量を2015年基準で
15%削減(うち、自社製品・サービス
を通した直接的な省エネ2%)

顧客の炭素排出量を2015年基準で25%削
減(うち、自社製品・サービスを通した直接
的な省エネ3%)

エネルギー・システムの脱炭素化 4GW相当の柔軟性、分散性、低炭素技
術及び最適化サービス等を提供

7GW相当の柔軟性、分散性、低炭素技術及
び最適化サービス等を提供

自社の炭素排出量削減 2025年までに社内の炭素排出量を
35%削減

パリ目標を達成しつつあることを実証し、
2050年までにネット・ゼロを実現する道筋
を策定

参考資料: Centrica「Our 2030 Responsible Business Ambitions」(2019)< https://www.centrica.com/Story/Our-Responsible-business-Ambitions/ >

2030年責任ある経営理念における中長期的削減目標
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(出所)Centrica公表資料よりMURC作成



(1)主要エネルギー企業の戦略
Centrica②～主な削減手段

⚫ 長期目標の達成に向けて、同社は、顧客の炭素排出量削減やエネルギー・システムの脱炭素化等に向けて以下
を計画している。

現在までの取り組み 将来的取り組み

顧客の炭素排出
量削減に向けた
手段

• スマートメーターの導入・スマートサーモスタット「Hive」の
販売
- エネルギー消費の見える化により省エネを支援
- スマートサーモスタット「Hive」により、暖房や給湯用の

省エネを支援。既に30万台以上を販売済み

• 系統の柔軟性向上による再生可能エネルギーの支援
- 化石燃料への依存を低減することで、間接的に排出量を削

減
• 公共セクターにおけるエネルギー消費効率向上の支援

- 2030年までに公共及び医療等の必需サービスに対して、3
億ポンドのエネルギー費用削減をもたらすことを目標とし
て設定

エネルギー・シ
ステムの脱炭素
化に向けた手段

• 再生可能エネルギーの調達・販売
- 風力発電事業者等との需給調整及びの電力購入契約(PPA：

Power Purchase Agreement)の締結
- 事業用の100%再エネ電気料金プランとしてカーボン・ト

ラスト認証取得
- 同社から供給を受ける顧客が、GHGプロトコルScope2のガ

イダンスに従い、電力使用量当たりのCO2排出量ゼロと証明
するために認証を利用することが可能となった

⚫ 低炭素技術の導入
- 2030年までに、約7GWの分散型低炭素技術(蓄電池、

太陽エネルギー、CHP、デマンドレスポンス等)を導入
⚫ 再生可能エネルギーの販売先の提供

- 再生可能エネルギー源に対するPPAの締結
⚫ 新たなグリーン・ガス(再生可能エネルギー源から生産さ

れるバイオメタンガス)＋再エネ電力100％プランの提供
- 同プランで提供されるガスの10％は、グリーンガス認

証スキーム(GGCS：Green Gas Certification 
Scheme)における再生可能ガス原産地証書(RGGO：
Renewable Gas Guarantees of Origin)の購入により、
再生可能エネルギー源から供給される

残りの90％は、 Climate Care社との提携により、
VCS(Verified Carbon Standard)に則り検証された途
上国における炭素削減プロジェクト(アマゾン川流域の
熱帯雨林保護等)にかかる排出削減証書の購入により相
殺される。
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参考資料: Centrica「Our 2030 Responsible Business Ambitions」(2019)< https://www.centrica.com/Story/Our-Responsible-business-Ambitions/ >

(出所)Centrica公表資料よりMURC作成

長期削減目標達成に向けた主な取り組み
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(1)主要エネルギー企業の戦略
Engie①～概要、中長期的削減目標

⚫ Engie(フランス)*1は2050年までに直接排出量を85%削減する目標を2017年末に掲げている。

⚫ 2019-2021戦略計画では、ゼロ・カーボン移行の世界のリーダーになることを野心として掲げ、再生可能エ
ネルギーの設備容量の増加や、グリーンガスへの転換、石炭火力のフェーズ・アウト等による火力発電能力の
削減等を挙げている。

⚫ また、2050年までに段階的に化石ガスを再生可能ガス(バイオガス又は再生可能な水素）に切り替えることを
目指しており、エネルギー市場の現状と将来を分析した「A World of Energy 2019 Edition」ではグリーン
ガス(再生可能ガス）についての展望を言及した。

*1 フランスを中心として、世界で事業を展開するエネルギー企業。主要事業は、インフラ(ガス等送配、貯留）、発電、顧客ソリューション(ガス・電力
販売、熱ネットワーク、グリーン・モビリティ等）である

⚫ グリーンガスは以下の3つから生産することが可能
– 嫌気性消化、又はメタン化(methanisation）：作物残さや農業廃棄物、農業食品産業の有機物からバイオガスを生成。バイオ

ガスはコジェネでの直接使用、又は精製してバイオメタンの生成が可能
– 熱分解ガス化(pyrogasification）、又はガス化：リグノセルロース(木材、藁等）から合成ガス(syngas）を生成。合成ガスは

コジェネでの直接使用、又は精製してバイオメタンの生成が可能
– power-to-gas：電力を転換してメタンを合成。第1段階は水を電気分解して水素を生成。燃料として直接使用、又は一定の制限

を付けてガス・グリッドに注入。第2段階は水素にCO2を加えてメタンを合成。このバイオメタン又は合成メタンはガスグリッド
に注入、又はNGVの燃料として使用可能。

⚫ 今日のグリーンガスの大部分はメタン化によるバイオガスであり、熱分解ガス化及びpower-to-gasはまだ技術的に成熟していない。
⚫ 水素・メタンへの転換は2030年以降競争力がある代替手段となり、グリーンガス使用は拡大するだろう。

(出所）Engie「A World of Energy 2019 Edition」

Engie社によるグリーンガスの展望

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

参考資料: Engie「A World of Energy 2019 Edition」(2019)
<https://www.engie.com/sites/default/files/assets/documents/2020-05/2019.04_A%20World%20of%20Energy_2019%20Edition_0.pdf >
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(1)主要エネルギー企業の戦略
Engie②～ガス事業に関連する取組

⚫ Engieは2019年に公表した新たなビジネスモデル「Zero-carbon Transition as a Service」でも再生可能ガ
スの活用を強化する方針を言及している。

– 同社がパイプラインネットワークに供給するガスのうち2030年までに10%を、2050年までに100%を再生可能ガスに切
り替える目標を掲げている。

– 一般家庭顧客向けには、各顧客のガス消費量の10%に相当するバイオメタンをパイプラインネットワークに供給することで、
顧客に対して間接的に再生可能ガスを供給している。

– 法人向けには、配送用トラックの燃料として再生可能ガスを提供している。

⚫ 2030年までにバイオメタンを年間5TWh生産するために、合
計20億€を投資する

⚫ 2030年までに再生可能ガスの生産・輸送のための技術のコス
トを約30-40%削減

⚫ 2050年までのエネルギー・システム転換の一部として、以下
により再生可能ガスの開発に貢献する
– 再生可能ガス生産者とパートナーシップを構築
– コジェネレーションによる産業設備及び暖房ネットワー

クを開発する事業
– バイオガス事業の開発し、地方へのソリューション提供
– モビリティのための再生可能ガスを促進・開発
– 乾燥バイオマスから第2世代バイオメタン、養殖微細藻類

から第3世代バイオマスを生産する、既に技術的にオペ
レーショナルな新興技術に投資

– 風力や太陽光で発電された余剰電力を水素に転換する
Power-to-Gas技術を試験

Engie社の再生可能ガスに関連する活動目標

(出所）Engie Webサイト< https://www.engie.com/activites/renouvelables/biogaz-biomethane>

バイオメタンによる地域循環経済モデル

家畜し尿、作物残
渣、バイオ廃棄物

嫌気性消化、
コジェネレー

ション

前処理、精製

パイプライン供
給、
液化

家庭への供給、
モビリティでの

利用

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略
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⚫ Engieの子会社であるフランスGRDF社*1は、安全性の維持、再生可能ガス開発、スマートガスグリッド、ガ
スモビリティ及びガス熱供給をエネルギー転換における要素として挙げている。

⚫ 2050年までにフランスのガス供給のうち73%が再生可能ガスとなるシナリオを立てている。

(1)主要エネルギー企業の戦略
Engie③～子会社GRDFによる取り組み

○バイオメタン
• 家庭ごみ・農業残渣・下水汚泥等から嫌気性消化のプロセスによってバ

イオメタンを生産し、ガス配送ネットワークに注入
• 暖房や給湯だけでなくバイオガス自動車(bio-NGV）の燃料としても利用
• 2020年4月時点で118のバイオメタンプラントがGRDFのガスネットワー

クにガスを注入(目標：2030年までに1,400プラント）
○パイロガス化
• 乾燥有機物(木質など）を高温の状態にして合成ガスを生産
○Power-to-Gas
• 余剰の再生可能電力から水の電気分解により水素を生産
• 水素は天然ガスのパイプラインに直接注入、または嫌気性消化や工業部

門で発生したCO及びCO2を用いてメタネーションを行い、メタンをパイ
プラインに注入

○スマートガスメーターの活用
• 2020年中期時点で600万基のメーターを導入済み

○主な要素
• リモートサーベイランス：

不具合の検知と最高品質のサービスの確保
• リモートセンシング：

メーター及びセンサーのデータの分析により、フロー再構築の改善、
緊急時対応の改善、投資の最適化を達成

• リモートコントロール：
需給のバランスを最適化し、バイオメタン等の再生可能ガスの注入
量を最大化

○関連実証事業
• West Grid Synergy：再生可能ガスの生産を地域レベルで最大化

(逆潮流の導入、ガス配送事業者とのデータ送受信、ネットワーク
のリモート監視）

• GRHYD：新規の配送網に水素を注入する事業
• Nice Smart Vallay：ヒートポンプとのハイブリッド利用やスマー

ト機器との接続のテストを行う事業
• その他：スマートメーターのデータによって、ガス利用量データの

有効活用法を消費者に提供

再生可能ガス スマートガスグリッド

*1 Engieの子会社で、フランスにおける家庭・商業施設・工場等への天然ガスの配給を主要事業とする企業

メタネーションを伴うPower-to-Gasの概略

(出所）GRDFウェブサイト<https://www.grdf.fr/english/power-to-gas>

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略
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⚫ フランスGRTgaz(フランス)*1は、将来的なカーボンフリーのエネルギー供給を目指し、ガスネットワークに
おいて再生可能ガスの供給を2030年までに10%とする目標に応じて取り組みを進めている。

⚫ バイオメタンの活用、Power-to-Gasによるグリーン水素の製造、メタネーションの活用を進めている。

(1)主要エネルギー企業の戦略
GRTgaz

• 農業・工業・畜産廃棄物、都市ごみ、埋立地ガス由来の有機物から天
然ガスと同品質のバイオメタンを製造しガスグリッドに供給

• 副生成物であるダイジェステートを農業用肥料として活用
• 2015年には82GWh相当のバイオメタンをフランス国内に供給
• 2030年には年間12～30TWh相当のバイオメタンをグリッドに供給す

る見通し

• 風力・太陽光発電の電力による電気分解での水素製造だけでなく、二
酸化炭素と結合するメタネーションにより合成メタンを製造

• GRTgazのネットワークは部分的な水素混注や、100%合成メタンの
供給にも対応

• 2050年までに15～20TWh相当の再生可能ガスをPower-to-Gasによ
り供給する見通し

バイオメタン Power-to-Gas

メタネーションを伴うPower-to-Gasの実証事業「Jupiter 1000」

実証事業の概要
✓ 2018年に開始した、炭素回収とメタネーショ

ンを伴うPower-to-Gas実証事業
✓ アルカリ電解槽及び固体高分子膜電解槽でグ

リーン水素を製造し、近隣の工業地域から発生
したCO2を回収して合成メタンを製造
– 電解槽：1MW
– 水素供給：200m3/h
– メタン供給：25m3/h

(出所） Jupiter 1000 ウェブサイト<https://www.jupiter1000.eu/english>

*1 Engieの子会社で、欧州における天然ガスの輸送や貯蔵(特に高圧導管）の管理を主要事業とする企業

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略



(1)主要エネルギー企業の戦略
National grid ESO～長期的削減シナリオ

⚫ 2020年6月、National Grid ESO(イギリス)は、同社が2年毎に発表する「Future Energy Scenario」の
2020年版(FES 2020)において、イギリスにおける2050年ネットゼロ化に向けた長期的シナリオ(①
Customer Transformation、② System Transformation、③Leading the Way、④Steady 
Progression)を提示している。

– 国内GHG排出量は2019年480MtCO2。2050年ネットゼロ化には約15MtCO2/年の削減が必要。①Customer 
Transformation、②System Transformationでは2050年にネットゼロ化を達成。 ③Leading the Wayは、より早く2048
年に達成。一方、④Steady Progressionでは2050年時点において258MtCO2(1990年比68%削減)を排出
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3.1 エネルギー事業者の
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System Transformation
-水素の熱利用
-消費者行動の変容は、限定的
-低いエネルギー効率
-供給側の柔軟性向上

Consumer Transformation
-熱利用の電化
-消費者行動の変容が進展
-高いエネルギー効率
-需要側の柔軟性向上

Leading the Way
-脱炭素化が急速に進展
-ライフスタイルが劇的に変化
-水素と電化の組み合わせによる熱利用

Net ZeroシナリオSteady Progression
-脱炭素化はゆっくり進展
-行動変容は最小限
-電力・輸送部門では脱炭素
化進展。熱需要部門では進ま
ず

2050年に向けた4つのシナリオ

社
会
変
容
レ
ベ
ル

(主な論点①)
➢ 2050年ネットゼロ目標の達成は可能。ただし全ての主要技術と政策エリア

に跨る迅速な行動と、社会及び最終消費者のエンゲージメントが必要
✓ 電力セクターからの正味排出量は、Net Zeroシナリオでは2033年まで

にnegativeとなる
✓ 今後10年間で少なくとも40GWの新規容量が電力系統に接続
✓ 2038年までに、 Net Zeroシナリオ全体で、天然ガス燃焼レベルが半減
✓ 一般家庭用暖房に必要な投入エネルギーは現在の1/4まで減少

(主な論点②)
➢ 水素とCCSの展開は、ネットゼロに向けて必須。産業スケールの実証プロ

ジェクトをこの10年間で実施
✓ 水素供給量は、最終需要家側の需要量の21～59%(2050年)
✓ Net Zeroシナリオでは、海運・HGVセクターの脱炭素化のために2050

年までに最低80TWhの水素が必要
✓ CCUSとメタン改質水素のインフラは、 Net Zeroシナリオにおいて

2030年までに産業クラスターとして発展(他の一部のシナリオではクラ
スターを越えて拡大)

✓ CCUSはバイオエネルギーとの組み合わせにより、2050年までに最大
62MtCO2eのネガティブ排出を創出。天然ガスからの水素製造にも寄与

(主な論点③)
➢ エネルギー需給の経済性は、ネットゼロの世界では根本的に変化。市場は、

柔軟性とゼロ炭素発電創出への投資に対するインセンティブを提供するよ
うに進化

(主な論点④)
➢ オープンデータとデジタル化は、ネットゼロ達成に向け必要なシステム全

体の思想をサポート

参考資料: National Grid ESO「 https://www.nationalgrideso.com/future-energy/future-energy-scenarios 」(2020)
<https://www.nationalgrideso.com/future-energy/future-energy-scenarios>

脱炭素化の速度
高低

高

低



(1)主要エネルギー企業の戦略
Gas Network Ireland①

⚫ Gas Networks Ireland(GNI)*1は、2019年10月に公表した「Vision 2050」において、2050年までに同社
のガスネットワークのネットゼロ化を表明している。

– 2050年までにアイルランドの排出量を少なくとも年間1,870万tCO2(アイルランドの現在の全排出量の31%)削減
– セクター別内訳では、電力における燃料転換、CCS導入による排出削減が最大であり、820万tCO2である

⚫ 具体的な施策として、①既存ガス導管網へのガスの注入、②天然ガス+CCSを掲げている。

– ①既存ガス導管網へのガス注入：天然ガスに代えて、再生可能ガス及び水素をネットワークに注入。再生可能ガスとしては、
廃棄物やバイオマスから生成するバイオメタンを想定。また水素は、天然ガスとブレンド、又は単体で使用
⇒長期的には、PtoG技術の調査・支援等も実施

– ②天然ガス+CCS 天然ガスは発電や大規模産業の需要を満たすためにまだ必要。天然ガスの使用により発生するCO2排出を
CCSプロセスで回収・貯留

*1 Gas Networks Ireland(GNI）は、アイルランドにおけるガスTSOであり、アイルランドの準国有の営利企業Erviaの子会社である。

2050年までのネットゼロカーボンガスネットワークに向けたビジョン

参考資料: GNI「2019 Sustainability in Action」(GNI, 2020)、「Vision 2050」、GNI Webサイトhttps://www.gasnetworks.ie/vision-2050/net-zero-carbon/、
https://www.gasnetworks.ie/vision-2050/Irelands-decarbonization/, <https://www.gasnetworks.ie/vision-2050/cleaner-energy-future/>
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2030年目標 2019年実績

再生可能
ガス

2030年までに年間11TWh(現
在の需要の20%）の再生可能
ガスのネットワークへの注入

初めて再生可能ガスをネット
ワークに注入

CNG 2030年までに重量物運搬車両
(HGVs）の24%、バスの
13%について、CNG又はBio-
CNGに転換

アイルランドで2番目の公共
のCNGステーションを建設、
他に7つの公共CNGステー
ションを開発中

再生可能ガス及びCNGの目標・実績値
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(1)主要エネルギー企業の戦略
Gasunie社①～概要、中長期的削減目標

⚫ オランダTSOであるGasnie社*1は、オランダ政府が掲げる「Climate Agreement」の目標とEUグリーン
ディールに示されているビジョンを同社の事業計画に反映させている。

⚫ オランダにおける将来的なガスの需要・生産量の減少を見込み、天然ガスから水素・熱利用・CCUS・グリー
ンガスへのエネルギー転換を同社の長期戦略において最重要課題と位置付けている。

*1 オランダ及びドイツ北西部でのガス輸送事業を主に行う企業。オランダ政府が100%の株を保有する有限会社いる

(出所）Gasunie 「Investment plan 2020」

Gasunie社によるオランダのガス需要予測

• 事業による直接排出を1990年(12.4万tCO2）比で20%
削減する(既に達成済み）。

2020

• 2030年まで、事業による直接排出を年平均4%削減する。

• メタン排出量をCO2換算で5万トンまでとする。
2030

• 2050年以降の事業はカーボンニュートラルとする。2050

Gasunie社の中長期的削減目標
(出所）Gasunie 「Annual report 2019」

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略
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(1)主要エネルギー企業の戦略
Gasunie社②～ガス事業に関連する取組

⚫ 天然ガスの需要や生産量が減少するというシナリオを想定し、ガスネットワーク事業に関連のある4つの領域
でエネルギー転換を進めている。

水素

既存のガスネットワークのインフラを活用し、2030年までに10～
15GW(国内世帯130万世帯分）の水素エネルギーの輸送を目指す。

◼ 「水素バレー」開発計画
⚫ オランダ北部でグリーン水素のサプライチェーンを形成する計画。

◼ DJEWELSプロジェクト
⚫ 20MW規模のグリーン水素製造プラントへの投資事業。

◼ Magnam発電所
⚫ ガス火力発電の燃料を水素に転換するVattenfallとEquinorとの共同

事業。
⚫ 2024年以降に開始し、年間200万トンの削減を見込んでいる。

◼ ドイツでの水素事業
⚫ Haurup: 電気分解により製造した水素をガスパイプラインで供給す

る事業。
⚫ Element Eins: 電気分解の大規模化計画。Thyssengas、TenneTと

共同で100MW規模の水素プラントを開発開始。

熱利用

2050年の熱供給に関するエネルギーミックスではヒートポンプ・太陽熱
ボイラ・残留熱グリッドが大部分を占めるとの想定の下、熱グリッドの
開発を実施。

◼ Zuid-Holland heat grid計画
⚫ ロッテルダム港で生じる残留熱を輸送し、ロッテルダムやハーグの

住宅・事業所・農場(温室）に熱を供給するグリッドの開発計画。
⚫ 2021年に建設開始、2023年にパイプラインの運転開始、2024年に

ロッテルダム港と園芸農業地帯の温室への接続を開始する予定。

CCUS

パイプライン管理とガスの圧縮・貯蔵に関する知見と経験を活用し、オラ
ンダでのCCUS事業の開発への貢献を目指す。

◼ Porthos (ロッテルダム）
⚫ ロッテルダム港で排出されるCO2を北海の海底に貯留する計画。

◼ Athos (北海運河）

⚫ アムステルダム港、Tata Stealと共同開発中のCCUS事業に参加。

グリーンガス

オランダは2030年までに20億立米のグリーンガスを生産・供給を目標と
しており、Gasunieは達成への貢献を目指す。

◼ SKW Asset Alkmaar BV
⚫ 2017年に超臨界水ガス化実証プラントの開発を目的として設立。

⚫ バイオマス残渣から高圧合成バイオガスを生産する。

(出所）Gasunie 「Annual report 2019」、Gasunieウェブサイト

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略



(1)主要エネルギー企業の戦略
Enagás

⚫ スペインTSOであるEnagás社は、再生可能ガス(バイオガス・バイオメタン、水素)開発と、同ガスの導管
ネットワークへの供給に注力している。また同社の持続可能性戦略では、再生可能ガスに加え、運輸分野にお
けるガス利用、デジタルトランスフォーメーション等を持続可能性のドライバーとして挙げている

– バイオガス・バイオメタンは、主に廃棄物から生成し、配管ネットワーク、車両等での利用想定。実証試験として、マド
リッドにおいて配管注入を実施

– 水素用インフラの課題解決のため、2020-26年にインフラの実現可能性を確実にするためのロードマップ作成中。またマ
ジョルカでは再エネから水素を生成する実証実験を実施中

– 再生可能ガスプロジェクト実施のための子会社EnaGasRenovableを2019年に設立。同社は2020-26年の期間に3億€をプ
ロジェクト開発に投資する予定

⚫ 2050年カーボンニュートラル達成に向け、「エネルギー効率及び排出削減計画」を策定し、2018年比での段
階的な排出削減目標を設定している。これにより、エネルギー効率及び排出削減計画の進捗を管理し、再生可
能ガス、水素、運輸部門におけるガス利用等を促進している。
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参考資料: Enagás 「Annual Report 2019 」< https://www.enagas.es/WEBCORP-static/Informe_Anual_2019/en/downloads.html >、
Enagás Webサイ<https://www.enagas.es/enagas/en/Sostenibilidad/Compromiso_con_la_transicion_energetica/Eficiencia_energetica_y_reduccion_de_emisiones>)



(2) ガス関連業界団体による戦略
調査対象団体

⚫ ガス関連業界団体におけるエネルギートランジションやカーボンニュートラルに向けた中長期的な戦略につい
て、調査を実施した。対象団体は以下の通り。
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3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

団体名 概要

IGU 国際ガス連盟(International Gas Union)。世界のガス産業 を代表する非営利組織(1931年設立)であり、ガス
産業の技術的・経済的な進歩を促すことを目的としている。
<https://igu.org/>

Eurogas 欧州ガス事業者業界団体。欧州24か国におけるガス関連51事業者より構成(1990年設立)
<https://eurogas.org/about-eurogas/>

ENTSO-G 欧州におけるガスネットワーク事業者業界団体
<https://www.entsog.eu/>

ENA エネルギーネットワーク協会(Energy Network Association)。イギリスにおけるネットワーク事業者業界団体
であり、正会員企業として16社が加盟
<https://www.energynetworks.org/about-ena/our-members>

Gas for Climate 欧州におけるガス輸送会社10社(Snam、Gasunie、Energinet、ONTRAS、Terega、Swedegas、GRTgaz、
Enagas、Consorizo Italiano Biogas、Fluxys Belguim)、2つの再エネガス業界団体 (欧州バイオガス団体
(European Biogas Association)、Open Grid Europe)
⇒パリ協定目標に適合した将来エネルギーシナリオにおける再生可能・低炭素ガスの役割について調査・研究



(2) ガス関連業界団体による戦略
IGU「Global Gas Report 2020」

⚫ 国際ガス連盟(IGU)等が2020年8月に公表した「Global Gas Report 2020*1」では、COVID-19による国際
ガス需給への影響を踏まえた上で、ガス産業における脱炭素化に向けた機会について焦点を当てて分析してい
る。

参考資料: IGU、Bloomberg NEF、Snam「Global Gas Report 2020」<https://igu.org/resources/global-gas-report-2020/>
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*1  IGU、Snam、Bloomberg NEFによる共著

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

Global Gas Report 2020の概要
➢ バイオメタン、水素、炭素回収技術付きガスなどのガス関連技術は、低炭素への移行において主要な役割を果たす。これにより緩和

が困難とされるセクターの脱炭素化へ寄与するとともに、長期的なガス産業の発展に貢献。一方で、投資及び政策支援が不可欠
➢ 水素は様々な機会を提供。クリーン水素は多くの用途において費用競争的ではないが、引渡費用が2030年約2ドル/kg、2050年約1

ドル/kgへと低減することにより、様々な用途における可能性が展開(製鉄、セメント製造、化学、航空、海運及び重量物輸送など)
⇒規模を拡大に向けた強力な政策措置に加え、インフラ投資が必須。大規模水素ネットワークの構築により、供給コストの低下、供
給安定性の向上、競争的市場の可能性、国際取引の促進に寄与

➢ インフラ投資は、ガス需要の増加を促進するとともに、水素のための基盤を構築。LNGとパイプラインの両インフラは、最終需要家
に対し継続的な供給を提供するために不可欠
⇒エネルギー移行の進展に伴い、既存のガス輸送・貯蔵インフラは、新規の専用水素ネットワークを構築よりもはるかに低いコスト
で準備可能



(2) ガス関連業界団体による戦略
Eurogas「European Carbon Neutrality: The Importance of Gas」

⚫ 2020年6月、DNV GLは、Eurogasの委託により「European Carbon Neutrality: The Importance of 
Gas」と題する報告書を発表した。当該報告書では、2050年ネットゼロに向けた欧州における政策目標等を
踏まえた上で、脱炭素化経済においてガスがどのような役割を果たすか分析している。

⚫ 当該報告書では、2050年ネットゼロへと至る経路として、「①Eurogasシナリオ」と「②1.5Tehシナリ
オ」の2つのシナリオについて比較分析を実施している。

– ①Eurogasシナリオ: ガス需要の脱炭素化を強く推進。欧州ガスセクターの強みと既存のガスネットワークによるエネル
ギー供給の利点に基づいたシナリオ(参考: 2050年時点の炭素価格 100€/tCO2)

– ②1.5Techシナリオ: エネルギー需要の電化を強く推進。ガス体エネルギーから主に電気へと代替するにフォーカスしたシナ
リオ (2050年時点の炭素価格 350€/tCO2)
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最終エネルギー需要に占める割合
(出所)DNV GL, ”European Carbon Neutrality: The Importance of Gas”, 
June 2020

一次エネルギー供給量(供給源別)
(出所)DNV GL, ”European Carbon Neutrality: The Importance of Gas”, 
June 2020

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

2つのシナリオの比較
➢ 2050年ネットゼロに向け、両シナリオともに全セクターにおける広範な炭素削減が必要。特に、発電と製造業セクターでは、negative排出となる必要がある
✓ Eurogasシナリオ: 発電及び製造業セクターは、 CCS技術によって脱炭素化されたバイオメタン・バイオマス由来のエネルギーを使用
✓ 1.5TECHシナリオ: 同様のことが発生するがその程度は小さく、すべての部門で排出量がより均等に削減

➢ 2つのシナリオの主な類似点は、以下の通り。
✓ 電力及び製造業セクターの脱炭素化は、CCSの技術とインフラ拡大に依存
✓ バイオマス利用と第二世代バイオメタン技術は、脱炭素化における柱であり、ネットネガティブ排出実現に向け不可欠
✓ 陸運セクターは、バッテリー電気自動車(BEV)により電化が進展。燃料電池自動車 (FCEV) は商用陸上輸送で BEV を補完



(2) ガス関連業界団体による戦略
Eurogas「European Carbon Neutrality: The Importance of Gas」

⚫ 2つのシナリオの比較分析の結果として、①欧州エネルギーシステムの脱炭素化、②社会費用、③ガス供給の
脱炭素化、④インフラ投資の必要性、⑤社会に対するエネルギー供給の５つの知見を示している。

103(出所)DNV GL, ”European Carbon Neutrality: The Importance of Gas”

Eurogasシナリオにおける脱炭素化エネルギー供給(容量ベース)

グリーン水素

グリーン水素

ガス体エネルギー供給における脱炭素化率

主な調査結果①: 欧州エネルギーシステムの脱炭素化

➢ Eurogasシナリオによると、2050年においてガス体エネルギーは、最終エネルギー需要の32%を占めており、重要な役割を果たす
➢ バイオガスとバイオメタンの利用は、CCSと組み合わせることで大幅な負の排出量をもたらす可能性があり、エネルギー需要の脱炭素化が難しいセク

ターにおいて費用効率性の高い排出削減を可能とする。
➢ Eurogasシナリオでは、水素、バイオメタン及びCCS により、2050年の欧州ガス体エネルギーサプライチェーンのカーボンフットプリントを

89%(負の排出量を含めるとそれ以上)削減可能。

主な調査結果②: 社会費用

➢ Eurogasシナリオが想定する継続的なガス体エネルギー供給は、 2050年ネットゼロを大幅に低いコストで実現する(年間1,300億ユーロの節約)
➢ ガス体エネルギーの利用は、オール電化暖房に対応するための建築セクターの大規模改修や電力グリッドの拡張に係る費用を削減し、より安価

な排出量削減への道筋を社会に提供する(2018～2050年にかけて総額10兆€削減)
➢ Eurogasシナリオが想定する継続的なガス体エネルギーの使用により、2050年までの電力グリッド拡張のための推計設備投資額(CAPEX)が、

1.5TECHシナリオと比較して推定1.3兆ユーロ少ない。

電力ネットワークへの期間平均投資額(単位:10億ユーロ/年)

バイオメタン及び水素の
供給割合

脱炭素化された
ガス体エネルギーの割合ガス体エネルギー供給における脱炭素化率

(negative emission含む)

ブルー水素

バイオメタン

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略



(2) ガス関連業界団体による戦略
Eurogas「European Carbon Neutrality: The Importance of Gas」
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➢ CCS付帯のメタン改質による水素生産(ブルー水素)は、中期的な水素需要に対する供給の大部分を占めており、Eurogasシナリオでは2050年
820TWhに達する。

➢ いずれのシナリオにおいても、CCSは電力セクター及び製造業セクターの脱炭素化に不可欠な技術である
⇒2050年における炭素隔離量は1.5TECHシナリオでは8億9,500万tCO2/年、Eurogasシナリオでは10億4,800万tCO2/年

➢ VREの利用可能性の増加と電気分解技術のコスト削減により、再生可能電力からの水素生産(グリーン水素)は、Eurogasシナリオにおいて2050
年に964 TWhに達する。

➢ バイオメタン(第二世代)は、2050年には1014TWhのエネルギーを持続的に供給することができる。供給コストは原料の希少性に影響される。

主な調査結果③:ガス供給の脱炭素化

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

➢ Eurogasシナリオでは、2050年ネットゼロ目標を実現する総費用コス
トが、1.5TECHシナリオよりも4.1兆ユーロ(7%)低い。Eurogasシナ
リオのコストが低い主な理由は2つある。
✓ 消費者が脱炭素化エネルギーを選択するインセンティブを与えるた

めに必要な補助金が、Eurogasシナリオでは 80％(10.1 兆ユーロ)
少なくなる。1.5TECHシナリオでは、建築部門の暖房を電化するた
めに年間3,000億ユーロの補助金が必要

✓ Eurogasシナリオでは、新たな電力インフラを構築する代わりに、
既存のガスインフラを再利用することでコストを削減。ガスと電気
のネットワークに必要な設備投資は、Eurogasシナリオの方が
1.5TECHシナリオよりも35％少ない。

主な調査結果⑤: 社会に対するエネルギー供給

➢ ガス体エネルギー供給インフラの継続的利用と電力セクターにおけるデマンドレスポンス技術により、必要とされるピーク容量の対平均容量の比の値は、
2017 年から2050年にかけて19%低減

➢ ガスエネルギーの継続的な利用に必要な投資は、2050 年までの電力グリッドの構築に必要な投資と比較して、ごくわずか(Eurogasシナリオでは総設
備投資の11％

➢ Eurogasシナリオでは、ガスエネルギーネットワークに必要な投資の80%以上は、ネットワークの水素受入れに向けられる(改修及び新規建設)。

主な調査結果④: インフラ投資の必要性

ガスネットワークへの設備投資(十億ユーロ/年)

(出所)DNV GL, ”European Carbon Neutrality: The Importance of Gas”



(2) ガス関連業界団体による戦略
Eurogas～脱炭素化に向けた政策提言(2019年11月)

⚫ Eurogasは、2019年11月に公表したポジションペーパー「Eurogas Recommendations for the 
Decarbonisation Package」において、2050年炭素中立化という欧州政策目標を念頭に置いた上で、ガスセ
クターにおける脱炭素化に向けた政策提言を実施している。

– エネルギーシステムの再構築が必要。電力・ガスの両セクターがより環境的に持続可能なものとなるためには、他セクター
とも関係しつつ相互接続・統合が求められる

– ガスセクターの脱炭素ポテンシャルを引き出すためには、再生可能・脱炭素ガスへの移行を加速し、セクターカップリング
を促進するための政策枠組の急速な開発が必要

⚫ Eurogasによる政策提言は、投資家、インフラ、市場の役割に焦点を当てた3つの柱にまとめられている。

– 提言1: 投資家と政策…ガスシステムの脱炭素化に向けた機運を創り出すために、投資家に対し方向性と予測可能性を提供す
る政策枠組みを構築

– 提言2: インフラストラクチャ―: ガスインフラの戦略的役割を維持。更に再生可能・脱炭素化ガスのシェア拡大に対応する
ための更新を支援

– 提言3: 市場設計…市場価値と供給安定性を提供し、再生可能・脱炭素化ガスの統合を促す機能的、競争的且つ統合化された
(well-functioning, competitive and integrated)域内エネルギー市場を確保

*1 Eurogas「Eurogas Recommendations for the Decarbonisation Package」(2019.11)

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

混合ガスに係る明確
な技術的ルール

➢ 再生可能・脱炭素化ガス(特に水素)のガスインフラへの統合を促進するためには、明確な技術的ルールが必要
⇒再生可能・脱炭素化ガスの市場への導入を促進し、EUのガスインフラの相互運用性を維持するために、水素とメ
タンの混合を可能・促進する技術的ルールを設計

CCUSの拡大 ➢ カーボンニュートラル達成のためには、あらゆるオプションが必要であり、CCUSとの組み合わせが必要とされる。
⇒新たなCCUSバリューチェーンに対応するための投資を促進する規制枠組を開発

統合的アプローチ ➢ セクター統合(産業・モビリティ・冷暖房・農業のエネルギーシステムへの統合)は、各セクターにおける脱炭素化
の費用対効率性の観点からシステム最適化にフォーカスすべきである。

➢ セクター統合を実現するためには、DSOの強力な参加を得て、ネットワーク開発10ヵ年計画の中で、電力・ガス
の共通インフラ計画を策定する必要がある。

インフラストラクチャ―に係るおける提言内容
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(2) ガス関連業界団体による戦略
Eurogas～欧州グリーンディール：ガスは解決策の一部を担う(2020年3月)

⚫ Eurogasは、2020年3月に公表した「European Green Deal: Gas is Part of the Solution」において、ガス
セクターはグリーンディールの実現に向けた鍵となるとしており、ガス体エネルギー(天然ガス、再生可能ガ
ス、脱炭素化ガス)は、2030年GHG削減目標と2050年カーボンニュートラル達成に向け不可欠だとしている。

– Eurogasは「欧州気候変動法(European Climate Law)」、「2030年GHG削減目標達成」、「ガスの脱炭素化に向けた
Smart Sector Integration」、「適切なシグナルを市場に送る排出量取引制度」、「エネルギー関連のメタン排出量の更な
る削減」を支援

– 支援を通じて、EUの産業界におけるリーダーシップと気候関連技術による雇用のチャンスの提供

ガスの脱炭素化のた
めのスマートなセク
ター統合

➢ Eurogasは「電気・ガスの共通インフラ計画」、「EU政策におけるSmart Sector Integrationの主流化」、「正の外
部性の実現」等を支援
⇒電気・ガスの共通インフラ計画：EU目標の達成には包括的な規制枠組が必要。商業的な選択によって先導され、
国・EUレベルでの電気・ガス共通ネットワーク開発計画によって実現
⇒ EU政策におけるSmart Sector Integrationの主流化：Smart Sector Integrationが、国家エネルギー気候計画や欧
州の洋上風力戦略などの脱炭素化計画の指針となる

2030年GHG削減目
標達成

➢ Eurogasは「投資家の確実性」、「環境・社会に対する責任」、「市場の改革」、「包摂性」、「実現しやすい目標」
を考慮した2030年のGHG削減目標達成を支援する

欧州気候法への支援 ➢ 費用対効果の高い脱炭素化オプションの組み合わせによって2050年のカーボンニュートラルは達成
⇒ガス体エネルギー(天然ガス、再生可能ガス、脱炭素化ガス)はその一部を担う

➢ 2050年に向けた道筋には、上記のガス体エネルギーとCCUSの組み合わせが必須。

適切なシグナルを市
場に送る排出量取引
制度

➢ 現在のETSは既に石炭からガスへの転換の原動力となっている。ETSの強さを維持し、さらに再生可能・脱炭素化ガス
等の新たな供給源の利点を認識することが不可欠

エネルギー関連のメ
タン排出量のさらな
る削減

• Eurogasは、産業界、国際機関、非政府組織、学識者と協力して、エネルギー関連のメタン排出量のさらなる削減に
取り組んでいる。

• EurogasはNGO、産業界、規制当局の更なるメタン排出量削減に向けたコミットメントを歓迎

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略
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主な提言内容
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(2) ガス関連業界団体による戦略
Eurogasによる再エネ由来ガス11%義務化要求

⚫ 2020年9月14日、欧州のガス業界団体であるEurogasは温室効果ガス排出原単位の20%削減とEU域内にお
ける再生可能エネルギー由来ガスの消費割合を11%とする目標の義務化を要求した。

⚫ Eurogasは再生可能ガス(Renewable gas)、脱炭素化ガス(Decarbonized gas)を以下のように位置付けてい
る。
– 再生可能ガス：バイオガス、バイオメタン、PtGによるグリーン水素及び合成メタン
– 脱炭素化ガス：CC(U)Sを併設して製造されるカーボンニュートラルなガス

⚫ EU再生可能エネルギー促進指令における「再生可能エネルギー由来の最終エネルギー消費の割合を32%以上
とする」という目標のサブターゲットとしてこの水準を設けることを要求している。再エネ指令では電力部門、
冷暖房部門、運輸部門を計上の対象としている。

義務化に伴う論点

ガス事業者の対応 ⚫ 各部門における実現可能性の検討
電力部門 ：水素焚き発電所、バイオガス発電
冷暖房部門：ガスボイラへの再生可能ガス供給、地域熱供給インフラ
運輸部門 ：再生可能ガス燃料サプライチェーン

⚫ 技術開発への影響
義務化をすれば、市場原理が働きコストの低い方法での再エネガスの普及促進が期待される。一方で、潜
在性はあるが現時点で競争力が低い技術の開発が進まない恐れがある。

政府の対応 ⚫ 各国政府目標の設定
EU指令のもと作成が義務付けられる「国家エネルギー気候計画」で各国が再エネガス11%という目標への
実現可能性を検討する必要がある。

⚫ 事業者への負担の考慮

EUの対応 ⚫ 義務化に応じた再エネガス消費量の算定方法の検討
再エネガスとその他のガスを区別して算定する適切なモニタリング方法や計測機器の導入が求められる。

⚫ バイオガス、バイオメタンに関する持続可能性基準の適用

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略



(2) ガス関連業界団体による戦略
ENTSO-G「2050 Roadmap Action Plan」

⚫ ENTSO-Gは、2019年12月より、「2050 Roadmap for Gas Grids」の策定に着手しており、2050年カー
ボンニュートラルにおけるガス導管網の主たる役割について明確化している。

⚫ 更にENTSO-Gは、欧州委員会によるエネルギーシステム統合及び水素戦略(2020年7月)に適合する形で、当
該ロードマップについて「2050 Roadmap Action Plan」として行動計画を具体化した。
⇒①インフラストラクチャ、②市場、③系統統合者(System Integrators)の3つ観点から、ガスTSOの役割
を明確化
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3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

水素関連の規制枠組と
初期事業の実施

地域クラスターにおけ
る水素輸送を通じて、
EU wide-networkへ

EU-wideの水素バック
ボーンネットワーク構
築

(出所) ENTSO-G「 2050 Roadmap Action Plan 」

欧州水素経済におけるENTSO-Gの役割

インフラ開発者

インフラ開発者
不可欠な
サービス提供事業者

エネルギーシステム
統合者

TSOの役割



(2) ガス関連業界団体による戦略
ENAによるガスネットワーク脱炭素化シナリオ①

⚫ 2019年10月、ENAは、イギリス政府の2050年ネットゼロ化という政策目標を踏まえた上で、エネルギーシ
ステムの脱炭素化においてガスセクターが果たす役割について検討した報告書を発表した*1。本報告書では、
低炭素・再生可能ガスが、2050年に向けた脱炭素の道筋において重要な貢献を果たすことを示している

⚫ 2050年脱炭素化に向けた費用最適化方法を評価するために、 2050年ネットゼロを達成する2つのシナリオを
策定*2 。

– ①調整シナリオ(Balanced Scenario)…低炭素・再生可能ガスと低炭素電力をバランスよく組わせて利用するシナリオ
– ②電化シナリオ(Electrified Scenario) …電化を積極的に進める一方、低炭素・再生可能ガスの利用は、他に合理的な代替

エネルギー源が存在しない場合に限定 (例: 特定の産業プロセスや輸送手法、給電指令が可能な発電所など)
– 2050年ネットゼロ化に向けた総システムコストを見ると、①調整シナリオは1,090億￡/年、②電化シナリオは1,220億￡/

年となっており、前者の方が低コストで達成可能であるとしている*3

(出所) ENA「 Pathways to Net-Zero: Decarbonising the Gas Networks in Great Britain」
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*1  「Pathways to Net-Zero: Decarbonising the Gas Networks in Great Britain」。ENAがNavigant社に対して委託してすることにより実施
*2 ネットゼロ化において、発生したGHG排出分は、CCS併用によるバイオメタンやバイオマス利用による“negative emissions”により相殺
*3 どちらのシナリオでも、2050年のガスシステムのピークは現在よりも低いと予想されている。対照的に、どちらのシナリオも、発電容量の大幅な増強
と系統の補強を必要とし、特に、電化シナリオの電力システムのピークは、調整シナリオのほぼ2倍である

3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

総システムコストの比較

調整シナリオ 電化シナリオ



(2) ガス関連業界団体による戦略
ENAによるガスネットワーク脱炭素化シナリオ②

⚫ 同報告書では、調整シナリオを念頭に置きつつ、ネットゼロ化に向けて、エネルギーの生産、供給及び消費の
様態の変化に係る経路(pathway)を示している。その経路において、2050年までにガスセクターが、各
フェーズにおいてどの様な貢献ができるか分析している。

⚫ この経路は4つの中核的要素(①低炭素・再生可能ガス、②CCUS、③電化、④エネルギー効率) により構築さ
れており、各要素が協力して、全体的なコスト削減とエネルギーシステムの脱炭素化を実現している。

(出所) ENA「 Pathways to Net-Zero: Decarbonising the Gas Networks in Great Britain」 110
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3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

調整シナリオにおけるネットゼロ化に向けた経路



(2) ガス関連業界団体による戦略
ENAによる「Britain’s Hydrogen Network Plan」

⚫ 2021年1月、ENAを構成するイギリスガス会社5社(Cadent社、National Grid社、Northern Gas Networks
社、SGN社、Wales & West Utilities社)は、2030年までの水素供給計画として「Britain’s Hydrogen 
Network Plan」を発表した*1。2023年までに、供給する天然ガスに水素を最大20％まで混合するとともに、
2025年までに１GW、2030年までに５GWの水素・バイオメタン製造するとしている。
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3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

*1 ENAが進めるGas Goes Greenプログラム一環として実施。Gas Goes Greenプログラムは、2050年カーボンニュートラルに向けたガスインフラ投資等に関連して、業界全体の行
動を促すことを目的としたもの。

Britain’s Hydrogen Network Planの実行計画

(出所) ENA「Britain’s Hydrogen Network Plan」
<https://energynetworks-newsroom.prgloo.com/resources/britain-s-hydrogen-network-plan>



(2) ガス関連業界団体による戦略
Gas for Climate「Gas Decarbonisation Pathways 2020-2050」

⚫ 2020年4月、欧州におけるガス関連事業者12社で構成されるGas for Climateは、2050年に向けた脱炭素に
向けた経路を分析した「Gas Decrbonisation Pathways 2020-2050*1」を発表した。

⚫ カーボンニュートラルに向けた経路として、３つのシナリオによる分析を実施している。

– ①現行のEU施策経路)(Current EU Trends Pathways)…欧州委員会における2030年エネルギー・気候変動政策に適合
– ②加速的脱炭素化経路(Accelerated Decarbonisation Pathway) …再エネ電力、水素及びバイオメタンの導入が加速。ガス

インフラは、水素及びバイオメタンの受け入れ促進のため、ますます多様化
– ③グローバルな気候変動行動経路(Global Climate Action Pathways)…EU以外の世界でもEU事例に準拠した削減活動を実施
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3.1 エネルギー事業者の
トランジション戦略

1. 移行準備
• ネットゼロ移行において、再生可能・低炭素ガスが再生可能電力と並んで重要な役割を果たす

⇒戦略的、技術的・政策的計画
• 既設パイプラインの水素用転換のための長期的インフラ戦略
• コンバージョンとH2 readinessに適した法規制への変更

2.接続円滑化
• ガス導管網に近接するバイオメタンプラントの拡張
• 初期水素プロジェクトの開始
• 電化及び再生可能・低炭素ガスの受け入れを通じた、全セクターにおけるエネルギー効率改善

4.需要拡大
• 水素利用を、初期水素プロジェクト近隣の商業・住宅需要にまで拡大

⇒開始時は低混合(上限20%)から100%水素クラスタへ拡大
• 他地域の需要家は、天然ガス供給を受ける(バイオメタン割合を上昇)

3. Kic-start supply
• CCUS統合による初期水素プロジェクト(主に産業需要家対象)
• 地域水素バックボーンの開発
• バイオメタン供給の継続的拡大

6. 100%再生可能・低炭素ガス
• 再生可能・低炭素ガスが、それぞれ地域ソリューションとともに、エネルギーシステムに跨って

完全に統合
• 最終需要側における天然ガス使用は、水素・バイオメタン
• ブルー水素生産のためのCCUSによる無効化が無い場合、天然ガスは利用しない
• 2050年にネットゼロエネルギーシステムの達成

5.専用のメタン・水素ネットワーク構築
・再生可能・低炭素ガス供給を多様化(技術的・経済的成熟化)
・水素インフラは、地域からEU全体のバックボーンへ

加速的脱炭素化経路によるネットゼロ化に向けたシナリオ

*1Guidehouse社(旧Navigant Consulting社)への委託により実施

加速的脱炭素化経路におけるガス供給割合

(出所)Gas for Climate 「Gas Decrbonisation Pathways 2020-2050」



3 諸外国事業者による対応状況と将来戦略
3.1 エネルギー事業者のトランジション戦略
3.2 CCS/CCUS関連の取り組み

(1)国際的なCCUSの動向
(2)我が国におけるCCUSの動向
(3)CCUS活用の全体像
(4)国際的なCCUSプロジェクト事例

3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連の取り組み
3.4 デジタル化関連の取り組み
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(1)国際的なCCUSの動向
CCUSプロジェクトの実施動向

114
(出所) IEA「Energy Technology Perspectives 2020 Special Report on Carbon Capture Utilisation and Storage CCUS in clean energy transitions」(2020年9月)より

MURC作成

⚫ 「Energy Technology Perspectives 2020」では、再生可能エネルギーに基づく電化、バイオエネルギー、水素
とともに、CCUSが世界のエネルギー転換の4つの主要な柱の1つとして位置づけられているように、セメント製
造や鉄鋼製造、化学薬品製造業、天然ガス処理などの排出削減のための代替方法のないセクターにおいてCCUSは
非常に重要な技術であり、今後は水素製造においてもCCUSによる水素製造コストは再生可能エネルギーベースの
水素製造コストの約半分となる可能性がある。

⚫ 一方でCCUSに対する年間投資額は、クリーンエネルギーやエネルギー効率化技術への世界投資額の0.5%未満と
投資が遅れており、CCUSの導入のバリアとして、マネタイズと政策の欠如が挙げられている。インセンティブや
ペナルティがなければCO2が重要な価値を持たず、インフラコストや設置リスク、商業リスクの配分、陸上での
貯蔵における反対意見などが投資の妨げとなっている。

世界の大規模CCUS施設における排出源別のCO2回収能力 世界の大規模CCUS施設の稼働・開発状況

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(1)国際的なCCUSの動向
大規模CCUSプロジェクトの動向

115
(出所) IEA「Energy Technology Perspectives 2020 Special Report on Carbon Capture Utilisation and Storage CCUS in clean energy transitions」(2020年9月)より

MURC作成

⚫ 現在、大型のCCUS施設は21箇所にありトータルで40MtCO2/年を回収する能力を有する。
⚫ 商業的な目的によるEORへの活用あるいは炭素税の導入などの政策による影響を受けて実施されるケースが多い。

国 プロジェクト名 稼働日 CO2の発生源 能力(Mt/年) 貯留タイプ

1 米国 Terrell natural gas plants (formerly Val Verde) 1972 天然ガス処理 0.5 EOR

2 米国 Enid fertiliser 1982 肥料生産 0.7 EOR

3 米国 Shute Creek gas processing facility 1986 天然ガス処理 7.0 EOR

4 ノルウェー Sleipner CO2 storage project 1986 天然ガス処理 1.0 貯留専用

5 米国/カナダ Great Plains Synfuels (Weyburn/Midale) 2000 合成天然ガス 3.0 EOR

6 ノルウェー Snohvit CO2 storage project 2008 天然ガス処理 0.7 貯留専用

7 米国 Century plant 2010 天然ガス処理 8.4 EOR

8 米国 Air Products steam methane reformer 2013 水素製造 1.0 EOR

9 米国 Lost Cabin Gas Plant 2013 天然ガス処理 0.9 EOR

10 米国 Coffeyville Gasification 2013 肥料製造 1.0 EOR

11 ブラジル Petrobras Santos Basin pre-salt oilfield CCS 2013 天然ガス処理 3.0 EOR

12 カナダ Boundary Dam CCS 2014 石炭発電 1.0 EOR

13 サウジアラビア Uthmaniyah CO2-EOR demonstration 2015 天然ガス処理 0.8 EOR

14 カナダ Quest 2015 水素製造 1.0 貯留専用

15 アラブ首長国連邦 Abu Dhabi CCS 2016 鉄鋼製造 0.8 EOR

16 米国 Petra Nova 2017 石炭発電 1.4 EOR

17 米国 Illinois Industrial 2017 エタノール製造 1.0 貯留専用

18 中国 Jilin oilfield CO2-EOR 2018 天然ガス処理 0.6 EOR

19 オーストラリア Gorgon Carbon Dioxide Injection 2019 天然ガス処理 3.4-4.0 貯留専用

20 カナダ Alberta Carbon Trunk Line (ACTL) with Agrium CO2 stream 2020 肥料製造 03-0.6 EOR

21 Canada ACTL with North West Sturgeon Refinery CO2 stream 2020 水素製造 1.2-1.4 EOR

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(1)国際的なCCUSの動向
大規模CCUSプロジェクトの動向

116

⚫ 2017年以降、主に米国と欧州にて30以上の新規プロジェクトの計画があり、オーストラリア・中国・韓国・中
東・ニュージーランドにおいても計画が発表されており、総投資額が270億米ドルと推計されている。

⚫ 既に稼働中の大規模CCUS施設では、商業的な観点から回収したCO2のEORへの活用が80%程度を占めていたが、
現在開発中のCCUS施設では、専用貯留が半分程度を占める。

⚫ また、これまでの天然ガス処理で発生するCO2の回収のみならず、ガス火力や石炭火力などの発電分野での適用
ケースが増加している。

大規模CCUS施設の用途別・ストレージ別の開発状況

(出所) IEA「Energy Technology Perspectives 2020 Special Report on Carbon Capture Utilisation and Storage CCUS in clean energy transitions」(2020年9月)より
MURC作成

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(1)国際的なCCUSの動向
発電セクターにおける動向と導入シナリオ
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⚫ 電力セクターにおいてもCCUSを活用した発電プロジェクト20件(+α)が開発中である。各プロジェクト及び各研
究によりコスト削減のポテンシャルとして、CO2トン当たりのコストを30%～67%程度削減できると示されてい
る。

⚫ 現在世界のエネルギー関連CO2排出量の約40%を占める発電部門において、IEA Sustainable Development 
Scenario (SDS)の下でCCUSは「レトロフィット」を通じて既存の化石燃料発電所からのCO2排出量を固定化す
るうえで重要な役割を果たすと予想されている。

⚫ ガス火力発電所では2020年より徐々にCCUSの設置が増加し、2070年までにすべての発電所でCCUSを備えると
予想されている。

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み

(出所) IEA「Energy Technology Perspectives 2020 Special Report on Carbon Capture Utilisation and Storage CCUS in clean energy transitions」(2020年9月)より
MURC作成

発電施設におけるCCUSの普及予想(SDS)



(2)我が国におけるCCUSの動向
CCUSの研究開発・普及動向

⚫ 経済産業省「カーボンリサイクル技術ロードマップ(2019年6月)」に示されているように、CCUSの全体技術
概要(CO2利用法)については以下の通りである。

⚫ エネルギー利用という視点で特に、「化石燃料＋CCSによる水素の製造」 「水素キャリアとしてのアンモニ
アの活用」や「メタネーション」などが挙げられる。

118
(出所) 経済産業省(協力府省 内閣府 文部科学省 環境省)「カーボンリサイクル技術ロードマップ」令和元年6月を基にMURC作成

エネルギー関連 エネルギー関連

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(2)我が国におけるCCUSの動向
CCUSの研究開発・普及動向
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(出所) 経済産業省(協力府省 内閣府 文部科学省 環境省)「カーボンリサイクル技術ロードマップ」令和元年6月

⚫ LNGと関連の強いエネルギー利用という視点で特に、「化石燃料＋CCSによる水素の製造」「水素キャリアと
してのアンモニアの活用」や「メタネーション」などが挙げられる。

エネルギー関連

エネルギー関連

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(2)我が国におけるCCUSの動向
CCUS(CO2分離回収)コスト目標
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(出所) RITE「CCUS実用化への展望と課題」(2020年1月20日)を基にMURC作成

⚫ カーボンリサイクルロードマップ(2019)で示されているCO2分離回収に係るコスト目標は以下の通り
⚫ 我が国では、現行プロセス(化学吸収法)では4,000円程度/t-CO2と想定されるが、2030年に化学吸収・固体

吸収・物理吸収・膜分離法などにおいて1,000円～2,000円程度/t-CO2及び2050年以降に1,000円未満/t-
CO2を目標としている。

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(2)我が国におけるCCUSの動向
CCS導入による電力価格の上昇と将来目標

121
(出所) 資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会(第35回会合）「2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討」(令和２年12月21日）を基にMURC作成

⚫ 資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会(第35回会合）でも議論されている通り、現行の
CCS導入による電力価格の上昇は石炭火力：約7～9円、ガス火力：約3～4円/kWhと推定される。

⚫ 将来的に、現状の太陽光発電の価格以下の水準とするためにはCCSのコストを半分以下に低減する必要がある。

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み

現状(H25年時の試算） 将来目標

分離回収、昇圧

輸送

圧入・モニタリング

◼ 約5300～7900円/t-CO2
⚫ 化学吸収法(※90%回収）の価格

◼ 1500～2000円/t-CO2
⚫ 分離膜・固体吸収材における新技術の開発によりコス

ト低減

◼ 約800円/t-CO2
⚫ パイプライン輸送を想定

◼ 排出源の集積と幹線輸送(大量輸送）により、輸送コスト
の効率化

◼ 約2300円/t-CO2
⚫ 帯水層への貯留

◼ 圧入性能向上による掘削コスト削減、貯留・モニタリン
グ技術進展によるコスト削減

合計 ◼約8400～11000円/t-CO2

石炭火力に導入した場
合の電力価格上昇

LNG火力に導入した
場合の電力価格上昇

◼ +約7～9円/kWh
⚫ CCS付石炭火力の発電コストは16

～18円/kWh

◼ +約3～4円/kWh
⚫ CCS付LNG火力の発電コストは16

～17円/kWh

※2018年のCO2排出係数より機械的に算出

目標とする
発電コスト

目指すべき
CCSコスト

◼ 13円/kWh相当
⚫ 2019年の太陽光(50-500kW）

◼ 15円/kWh相当
⚫ 2019年の太陽光(1000-2000kW）

◼ 約2000～4000円/t-CO2
⚫ 13円/kWh相当

◼ 約7000円/t-CO2
⚫ 15円/kWh相当



(3)CCUS活用の全体像
LNG代替
⚫ CO2フリー水素(化石燃料+CCS由来ブルー水素と再エネ由来グリーン水素の両方を含む)を中心としたCCUSの活

用事例を以下に示す。※1

⚫ LNGと関連性が強く、且つエネルギー代替という観点でCCUSを活用した事例として、主に「ブルー水素製造」
「アンモニア」「メタネーション」に分類できる。
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アンモニア

B水素製造LNG・褐炭等の
化石燃料

CO2フリー
水素

CCSによる
炭素固定

再エネ

水素キャリアとしての利用

メタン

合成窒素

液化水素として輸送
(陸海輸送/パイプライン等)

CO2フリー
水素

メタネーション

エネルギー/物質

化石燃料＋CCS

G水素製造

間接利用

直接利用
専焼/混焼

CCUによる
炭素回収分離

間接利用

直接利用
専焼/混焼

(地産地消)

輸送・貯留(国内海外問わず)製造 利活用

水素

アンモニア

手段

直接利用
専焼/混焼

液化して輸送
(陸海輸送/パイプライン等)

アンモニアとして活用

メタネーション

(凡例)

脱水素反応

グリーン水素製造

水素輸送・貯留

FCV・燃料電池等
都市ガス代替

(出所) 各種資料等を参考にMURC作成

都市ガス代替

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(3)CCUS活用の全体像
CCUSによる低炭素水素(ブルー水素）の製造
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⚫ 水素製造における改質法(特に蒸気メタン改質：Steam Methane Reforming)は既に確立された技術であり、水素
製造プロセスにCCUSを導入することで約60-90%のCO2を回収することができる(約50-80USD/t-CO2の回収コ
スト)。現在、複数のSMR CCUSプロジェクトが2030年までの運転を目指してフィージビリティスタディが実施
されている(オランダにおけるH-VisionプロジェクトやMagnumプロジェクトなど)。

⚫ CCUSを活用した水素の製造(ブルー水素)はグリーン電力による電解水素(グリーン水素)のコストに対してコスト
有意性があり、グリーン水素のコストが2019年に約3-8USD/kg-H2(2050年には約1.3-3.3USD/kg-H2と予想さ
れる)に対して、ブルー水素では約1.2-2.6USD/kg-H2と予想される(2050年でも価格変化はなし)。

低炭素水素製造の価格予測

国 低炭素水素製造プロジェクト 適用技術等 段階

1 オランダ H-Visionプロジェクト SMR FS

2 オランダ Magnumプロジェクト SMR FS

3 英国 HyNet and H21プロジェクト ATR Plan

4 米国
カリフォルニア州におけるメタ
ン分解プラント

プラズマメタン
分解

Operate

5 米国
アラスカ州における商業実証
プラント

プラズマメタン
分解

Operate

6
オースト
ラリア

Hazer商業実証プラント
バイオガスから
水素とグラファ

イトの製造
建設中

7
オースト
ラリア

Hydrogen Energy Supply 
Chain Latrobe Valleyプロ
ジェクト

石炭ガス化 計画中

計画中の低炭素水素製造プロジェクトの一例

(出所) IEA「Energy Technology Perspectives 2020 Special Report on Carbon Capture Utilisation and Storage CCUS in clean energy transitions」(2020年9月)より
MURC作成

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(3)CCUS活用の全体像
CCUSによる低炭素水素の製造
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⚫ SDSの下では、2070年までに世界の水素需要が現在の約7倍増加し、
5.2億t-H2になり、製造される水素のうち、約40%がCCUSにリン
クされるグリーン水素と予想されている。

⚫ また、CCSを用いて天然ガスから製造されたアンモニアは海運セク
ターにおける燃料消費量の1/3以上を占めると予想されている。

⚫ 2030年まではグリーン水素とブルー水素の生産シェアはほぼ同様
であるが、時間の経過とともにグリーン水素のコスト削減が期待さ
れ、グリーン水素のシェアが高まると予想されている。

SDSにおける水素製造量の予測と地域別のCO2回収量予測2070年におけるSDS下での水素の収支フロー

(出所) IEA「Energy Technology Perspectives 2020 Special Report on Carbon Capture Utilisation and Storage CCUS in clean energy transitions」(2020年9月)より
MURC作成

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(3)CCUS活用の全体像
メタネーションに要するCO2の調達及び輸送コスト、水素サプライチェーンコストの比較

125(出所) 一般財団法人エネルギー総合工学研究所「メタネーションによるカーボンニュートラル・メタン(CNメタン)の経済性評価の調査報告書～CO2のコスト評価・排出量評価～」(2020年3月)を基にMURC作成

⚫ (一財)エネルギー総合工学研究所では、CO2フリー水素と回収CO2より合成されるカーボンニュートラルメタ
ンに関して、CO2の調達及び輸送に関するコストの評価を実施しており、CO2の輸送に係るコストとして、
パイプラインのケースでは約5,500円～7,300円/t-CO2、内航船のケースでは約8,200円～10,400円/t-CO2
(それぞれ50km/100kmのケース及び国内/海外のケースで金額幅がある)と試算されている。

⚫ 水素エネルギーのサプライチェーンで考えると、国内/海外及びブルー/グリーン水素のいずれのケースでもエ
ネルギーキャリアとしてはメタンがコスト面で安価と試算されている。また、同様にグリーン水素よりもCCS
付きブルー水素のほうが水素製造に係るコストが低いと試算されている(約20～70円/Nm3-H2)。

表：評価バウンダリ

表：CO2調達コスト比較(国内チェーンのケース)

表：CO2調達コスト比較(海外チェーンのケース)

上図：ブルー水素(海外) 左下図：グリーン水素(国内) 右下図：グリーン水素(海外)それぞれのサプライチェーンコスト

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(4)国際的なCCUSプロジェクト事例
欧州におけるCCUSの動向

126

⚫ 2019年時点で、欧州では2件の大規模CCSプロジェクト(ノルウェー)が稼働しており、10件のCCS施設が開発中
である(英国6件、オランダ2件、ノルウェー1件、アイルランド1件)。それらのCCS施設はセメントセクター、発
電セクター、廃棄物セクター、水素製造セクターであり、12件の合計貯蔵量は年間約2,250万t-CO2である。

⚫ 2018年11月、欧州委員会では“A Clean Planet for all - A European strategic long-term vision for a 
prosperous, modern, competitive and climate neutral economy.”として2050年までの気候ニュートラルビジョ
ンを公表し、その中でCCSは7つの戦略のうちの1つに組み込まれている。

⚫ 欧州イノベーションファンドでは、CCSへのファイナンスとして100億ユーロの充当が可能になると想定されてお
り、EUタクソノミーの後押しも受けてCCS導入が進むと期待されている。

欧州におけるCCUSの状況

(出所) Global CCS Institute「GLOBAL STATUS OF CCS 2019」よりMURC作成

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(4)国際的なCCUSプロジェクト事例
欧州：フランスEngie社、ドイツRWE社
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⚫ フランスのEngie社では、2014年より「GRHYD実証プロジェクト」、2019年より「C2FUELプロジェクト」を
実施している。
– 「GRHYD実証プロジェクト」では、再生可能エネルギー源から生成された余剰エネルギーによって水素を製造し、天然ガスと

ブレンドしてバス及び住宅に供給する
– 「C2FUELプロジェクト」では、製鉄所から発生するCO2を回収し、グリーン水素と合成することで、ギ酸とDME(ジメチル

エーテル)を製造する(ギ酸は水素キャリアとして活用し、DMEは海上運輸などにおけるディーゼル代替燃料として活用される)。
欧州連合の「Horizon 2020 research」及びイノベーションプログラムから400万ユーロの資金提供を受けて実施している

⚫ ドイツのRWE社では、2017-2020年の3年間で「ALIGN-CCUS実証プロジェクト」を実施している。
– 発電設備等からCO2回収、輸送、貯留、再利用(DMEを製造し、ディーゼル燃料を代替)というサイクルを通じて産業化の可否

をコスト面を含めて実証している

C2FUELプロジェクトの概要

(出所) Engie「The GRHYD demonstration project」、「C2FUELプロジェクト」、「ALIGN-CCUSプロジェクト」よりMURC作成

ALIGN-CCUSプロジェクトの概要

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(4)国際的なCCUSプロジェクト事例
豪州のCCSプロジェクト
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⚫ 豪州ではパリ協定の下で、GHGの排出量削減目標(2030年までに26-28%削減）に取り組んでいるが、近年輸出
向けLNGの生産量が急増しているため、排出量は増加している。

⚫ そのため、CCS技術はLNG事業からのGHG排出を相殺する手段として導入されることが考えられている。
⚫ 現在進行中のLNGプロジェクト10件のうち、CCS技術を採用しているのは西オーストラリア州のGorgon LNGプ

ロジェクトでのCO2分離回収のみであるが、現在南オーストラリア州においてSantos社によるCCSプロジェクト
「Moomba CCSプロジェクト」が進行している。

豪州のCCSプロジェクト

(出所) JOGMEC「低炭素社会へ移行する豪州における、二酸化炭素回収・貯留(CCS）と水素の役割」よりMURC作成

豪州のプロジェクト一覧

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(4)国際的なCCUSプロジェクト事例
豪州：Gorgon CO2圧入プロジェクト

129

⚫ Chevron Australia社が Barrow Island(西オーストラリア州沖合）で実施する総予算25億豪ドルのプロジェクト
で、豪州の大規模CCSプロジェクトの中で、実際に稼働中のプロジェクトはこの1件のみで、連邦政府のLETDFか
ら6,000万豪ドルの資金援助を受けて実施されている。

⚫ 2019年8月、Gorgon LNGプラントのLNG生産プロセスで天然ガスの液化工程から分離抽出したCO2をパイプライ
ンによって輸送され、地下2,000m以深のDupuy帯水層への圧入が開始された。

⚫ フル稼働した場合、年間340～400万t-CO2の改修規模であり、商業規模のCCSプロジェクトとしては世界最大と
なり、CCSによって、GorgonプロジェクトからのGHG排出量は約40%削減されると予想されている。

⚫ 環境影響から9箇所に分けて注入を行っている。

(出所) JOGMEC「低炭素社会へ移行する豪州における、二酸化炭素回収・貯留(CCS）と水素の役割」、Chevron社「fact sheet, gorgon carbon dioxide injection project」よ
りMURC作成

Gorgon CCS projectの概要

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



(4)国際的なCCUSプロジェクト事例
豪州：Moomba CCSプロジェクト
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⚫ 南オーストラリア州内陸のMoombaにある同社の天然ガス処理プラントで現在分離されている年間170万トンの
CO2を回収し、Cooper Basinの地層に永久貯留する。

⚫ Moombaガス処理プラントからCO2 (年間約30万トン）を回収し、圧縮・脱水処理の後に、近隣のガス田に輸送し
て圧入する計画であり、長期的には年間3000万トン規模の商業CCSとして石油、ガスのほか、発電や鉄鋼、セメ
ントや化学などの他の産業からの改修されたCO2の貯留を行うことができるとされている。

⚫ 2020年10月には、100万トンの貯留に成功しているが、削減コストは1トンあたり約30オーストラリアドルと
して国際的にも低い価格帯とされている。

Moomba CCSプロジェクトの概要

(出所) JOGMEC「低炭素社会へ移行する豪州における、二酸化炭素回収・貯留(CCS）と水素の役割」、Santos社「Media Release, Moomba carbon capture and storage injection 
trial successful」(2020/10/22)、「Santos Energy Solutions – Moomba CCS Project」(2020 Roundtable for Oil & Gas, 30 November 2020)よりMURC作成

3.2 CCS/CCUS関連の取り組み



3 諸外国事業者による対応状況と将来戦略
3.1 エネルギー事業者のトランジション戦略
3.2 CCS/CCUS関連の取り組み
3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連の取り組み

(1)PtGによるセクターカップリング
(2)水素インフラ構築に向けた取り組み
(3)メタネーション関連の取り組み事例

3.4 デジタル化関連の取り組み
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(1)PtGによるセクターカップリング
ENTSO-E/ENTSO-G「A Sector Coupling Perspective」

⚫ 2018年10月、ENTSO-G及びENTSO-Eは「 A Sector Coupling Perspective 」を発表した。エネルギー移
行・大規模な低炭素化の実現のために、電力とガスネットワーク事業者が共同で、PtGによるSector 
Couplingの推進に取組むこと示している。

– これまでは、電力系統でのVRE系統統合はうまくいってきたが、これからは違う。PtG(PtLiquidやHeatも)は、エネルギーシ
ステムの低炭素化を経済的に進めることができる可能性がある(特に、最終需要が電化できない部門)

– PtG技術の産業化のためにはスケールアップがすぐにでも必要
– ENTSOsは、PtGがネットワーク開発計画に及ぼす影響の分析を積極的に行っていく
– PtGが商用ベースに乗るためには、GWクラスの設備が2030年代前半までに必要。すぐにでも大規模化方策を実施し、また、

PtGによる系統運用支援の可能性について調査・分析を行うことが重要

⚫ その一環として、TYNDP 2020からは、ENTSO-EとENTSO-Gが共同策定しており、電力とガスインフラの
双方の観点から策定されている*2。

*1  特に「第三次EUエネルギーパッケージ」(2009年7月採択)では、TSOの連携を強化するための広域的連携組織としてENTSO-G(European Network of 
Transmission System Operators for Gas)及びENTSO-E(European Network of Transmission System Operators for Electricity)を設立することが規定され
た(第5条)
*2 方法論の策定にあたり、ENTSO-Eは、 Artelys 社への委託により「‘Focus study on gas and electricity interlinkage」という委託調査を実施
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3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連



(1)PtGによるセクターカップリング
欧州におけるPtGプロジェクトの状況

⚫ 余剰再エネから水素を製造する「Power-to-Gas」の事例がドイツを中心に増加している。水素の利用先とし
て都市ガスインフラを活用する事例が多い。

ガス管を活用した電力需給調整の事例(欧州)
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3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連

(出所) 環境省 未来技術×地方創生検討会(第4回会合)資料4-10 「地域内経済活性化のための省エネ・再エネ技術」より



(2)水素インフラ構築に向けた取り組み
欧州水素バックボーン構想①

⚫ 2020年7月、欧州におけるガスインフラ関連企業11社*1は共同執筆した報告書において、欧州水素バック
ボーン構想(EHB: European Hydrogen Backbone)を提示した。当該報告書では、2030～2040年におけ
る水素インフラ構築に向けて、今後10年間に着手すべき課題等について分析している。

– 先述のEU水素戦略及びエネルギーシステム統合戦略、クリーン水素アライアンスなどの目標と整合
– 欧州10カ国*2に跨る広域的な水素パイプラインの位相図を描出

⚫ 当該報告書では、供給安定性の確保を前提とした、 天然ガスから水素へガスインフラの部分的移行について
検討している。具体的には、 漸減見込みである天然ガス輸送量を鑑みつつ、併せて水素の輸送可能容量につ
いて分析を実施している。

– 水素専用インフラと並んで、メタン輸送グリッドは、増加するバイオメタン及び減少する天然ガス*3を輸送するために稼働し
続けることが期待

– 提案された水素バックボーンの構成と容量は、主に既存のガスパイプラインに基づいてヨーロッパのガスグリッドが供給でき
るものに関するTSOによる「初期オファー」という位置づけ
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*1 Enagás社, Energinet社, Fluxys Belgium社, Gasunie社, GRTgaz社, NET4GAS社, OGE社, ONTRAS社, Snam社, Swedegas社, Teréga社の11社。
またコンサル会社であるGuidehouse社がとりまとめを実施
*2 「European Hydrogen Backbone ～How a dedicated hydrogen infrastructure can be created～」
*3 ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、オランダ、ベルギー、チェコ、デンマーク、スウェーデン、スイス
*4 ブルー水素のための天然ガスを含む

3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連

(出所) 「European Hydrogen Backbone ～How a dedicated hydrogen infrastructure can be created～」



(2)水素インフラ構築に向けた取り組み
欧州水素バックボーン構想②

⚫ 当該報告書では、2030～2040年にかけて欧州水素バックボーン構築に必要な費用は、水素市場の予測された
規模に比べて非常に小さい可能性があると結論付けている。

⚫ 欧州のガスインフラ会社は、水素の大規模化を促進するために水素輸送をリードし、投資する用意があるとし
ており、気候中立的なエネルギーシステムと欧州の水素市場を創出するためのソリューションの一部であると
している。バックボーンは、すべての関心のあるマーケット・締結者が同じ条件下で利用可能。
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(要旨)
➢ 2020年代半ば以降、ネットワークが徐々に形成され、2030年までにhydrogen valleysを結ぶ

6,800kmの導管網が誕生。更に2040年までには全方向で拡張し、総延長は約23,000kmに達
する(先述の10か国以外にも拡張)。
⇒水素専用導管網と (バイオ)メタン専用導管網という2つの輸送網が並列的に出現。
⇒水素バックボーンは、欧州域内における (洋上)風力及び太陽光で製造された水素を輸送する
とともに、欧州域外からの水素輸入を実施

➢ 欧州ガスパイプラインは、様々なサイズで構成(直径20～48インチ超)。水素バックボーンはこ
の多様性を反映。
⇒36～48インチのパイプライン(長距離輸送用)は、約7気圧の13GWの輸送が可能(水素パイプ
ラインは、最大容量以下で運転する方がより効率的魅力的であり、コンプレッサーへの投資と、
その運転コスト(エネルギー消費を含む)の大幅な削減につながる。

➢ このような専用のヨーロッパ水素バックボーン(2040年レイアウト)は、25%の新規パイプラ
イン延伸で接続された変換された天然ガスパイプラインの75%を使用することに基づくと、推
定総投資額270～640億ユーロが必要。ＥＵエネルギー移行の全体的な文脈では比較的限定的

➢ 運転コストも予想より低く、輸送される水素のエネルギー含有量の約2%が1,000kmの輸送距
離を占める。したがって、欧州の水素バックボーンは供給の競争とセキュリティを提供するが、
水素輸送のコストはエンドユーザーの水素コスト総額のわずかな部分を占めるにすぎない。
⇒平準化された費用は、1,000km²あたりの水素1kgあたり0.09～0.17ユーロと推定されてお
り、欧州全域の余剰距離にわたって水素をコスト効率よく輸送することが可能である。
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(出所) 「European Hydrogen Backbone ～How a dedicated hydrogen infrastructure can be created～」

European Hydrogen Backbone



(2)水素インフラ構築に向けた取り組み
ドイツFNBによる水素インフラ構築

⚫ 2020年1月、ドイツTSOであるFNBは、”FNB Gas Visionäres Wasserstoffnetz“においてドイツ国内におけ
る広域的な水素ネットワーク網の構築構想を提示した。
⇒総延長5,900kmであり、そのうち90%は既存の天然ガス導管を活用
⇒再エネによる水素製造拠点、国外からの輸入ポイント、地下ガス貯蔵空洞、産業用需要家、主な大都市エリア等を接続

⚫ 2030年6月には改定版である Netzentwicklungsplan Gas 2020-2030を発表しており、5,900kmのうち
1,200km分についての詳細計画を追加発表している。

ドイツにおける水素供給ネットワーク(FNB Gas)
(出所)FNB「FNB Gas Visionäres Wasserstoffnetz」 136

(要旨)
➢ 1,200 km (1,100kmのパイプライン変換、100kmの新設H2専用パイプライ

ン)
➢ 需供ベースの市場パートナーによる調査・地域調査
➢ 2022年末までの最初のパイプラインの転換
➢ ノースライン・ウェストファリアの需要地
➢ オランダから水素輸入のための最初の相互接続ポイント
➢ コスト:2025年末までに2億9,000万ユーロ、2030年末までに6.6億ユーロ
➢ 現在、規制当局の承認待ち

3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連



(2)水素インフラ構築に向けた取り組み
ドイツ国家水素インフラプロジェクト～GET H2

⚫ GET H2は、ドイツにおける国家的な水素インフラ構築に向けたイニシアティブである。先述したドイツ政府
によるCO2排出削減目標(1990年比80～95%削減)の達成に向けて、Power to Gasをエネルギートランジ
ションにおける重要技術と位置付けている。

– 主なコンセプトとして、①再エネ(太陽光・風力)由来電力の水素変換、②既存のガス導管網を活用した水素輸送*1、③産業、
運輸、エネルギー・暖房セクターにおけるCO2フリーエネルギー源としてのグリーン水素の活用、④直接利用されない水素
の地下貯蔵*2、⑤再エネ発電量低下時における水素の発電用利用、等を掲げている

– GET H2は、再エネ発電量が多い地域と大規模水素製造拠点を接続し、国家規模の水素インフラを構築。当該インフラを通じ
て全セクターを連結。既設のガス導管網・貯蔵施設、電力網を最大限に活用

⚫ CO2排出削減に向けた最も効率的な手段として、産業、運輸、その他セクターにおいてグリーン水素を直接利
用することに着目している。

参考資料: GET H2 Webサイト<http://www.get-h2.de/en/initiativeandvision/#theinitiative> 137

*1 先述の通り、FNBは、現行のガスインフラを活用による将来のドイツ国家的水素インフラに関する草案を策定しており、この草案を念頭に置いている

GET H2における将来のエネルギーシステム
(出所)GET H2 Webサイトより作成
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(2)水素インフラ構築に向けた取り組み
ドイツ国家水素インフラプロジェクト～GET H2

⚫ GET H2 Nukleusプロジェクト(参画企業: BP社、Evonik社、Nowega社、OGE社、RWE Generation社)は、
Lower Saxony州とNRW州における産業用顧客とグリーン水素の製造を組み合わせたものであり、公的にア
クセス可能な最初の水素インフラを共同構築するものである。

– 130kmの水素ネットワーク(Lingen⇔ Gelsenkirchen)において、無差別アクセス及び透明性のある価格を実現

– 産業スケールでの継続的なグリーン水素供給と、既存インフラによる輸送・貯蔵、産業側による継続的な受け入れにより、信
頼性の高い持続可能なドイツの水素エコノミーの基礎を築いている。グリーン水素製造と需要家への供給は2023年開始予定

⚫ 当該プロジェクトは、FNB Gasによって既に概説されたドイツ全土の水素インフラの最初の構成要素となる。
次の段階として、既設の地下空洞貯蔵施設と他の水素製造施設及び消費者との接続がすでに検討されている。
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GET H2 Nukleusプロジェクトの概要
➢ グリーン水素は、LingenとLower Saxonyの風力発電から

製造。100MW超の電解プラントが、 LingenのRWE発電
所サイトに建設予定。

➢ ガスTSOであるNowega社とOGE社の既設ガスパイプライ
ンを100%の水素輸送用に転換、

➢ Evonik社はまた、部分的に新しい建物を建設中
⇒このインフラはLingen, Marl and Gelsenkirchenの化学
工場や精製所に対してカーボンニュートラル原料を輸送す
るために使用
⇒これら企業は、生産プロセスにおけるグリーン水素活用
によりCO2排出量を大幅に削減。

参考資料: GET H2 Webサイト<https://www.get-h2.de/en/get-h2-nukleus/>

GET H2 Nukleusプロジェクトの概要
(出所)GET H2 Webサイトより作成
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(3)メタネーション関連の取り組み事例
実施状況

⚫ 欧州では、Audi社が「e-gas project」として、再エネ由来水素と近隣のバイオガスプラントが排出するCO2
からメタンガスを製造し、Audiが市販する天然ガス自動車へと燃料供給する事業を欧州域内において展開し
ている。

⚫ またEUよりHorizon2020の助成を受けている｢Store＆Goプロジェクト｣が、メタネーション実証試験を実施
している。
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メタネーションプロジェクトの実施状況

(出所) Siegfried Bajohr (KarlsruherInstitutfürTechnologie(KIT))「Power-to-gas Technologies STORE&GO Workshop」



(3)メタネーション関連の取り組み事例
Uniper社とSTORE&GO社

⚫ ドイツUniper社は、再エネ由来水素から製造したメタンを、地域ガス導管に注入する実証事業を実施してい
る。2018年5月には、Falkenhagenにおいて、合成メタンを製造するメタネーションプラントが稼働してお
り、再エネ由来水素と近隣のバイオエタノールプラントからのCO2を結合させるプロセスの試験を開始した。

– 合成メタンは地域ガス導管に注入され、通常の都市ガスに混合されて使用。合成メタン製造能力は1,400m3/日。CO2は近隣
のバイオエタノールプラントから供給

– メタンネーションプラントにて利用される再エネ由来水素は、余剰風力・太陽光による電気分解にて製造されたものである。
(Falkenhagenにおいては、2013年より、EU研究プログラムの助成を得たStore & Go社によって、再エネによる電解水素製
造プロジェクトが実施)
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(出所) Siegfried Bajohr (KarlsruherInstitutfürTechnologie(KIT))「Power-to-gas Technologies STORE&GO Workshop」

STORE&GO社のメタネーション実施プロセス



(3)メタネーション関連の取り組み事例
Audi社

⚫ ドイツAudi社は、再エネ由来水素と近隣のバイオガスプラントからのCO2を利用したメタネーションによる
e-gasプロジェクトを展開している。合成メタンであるe-gasは、同社が市販する天然ガス自動車への燃料と
して提供されている。

– 2016年には、ドイツAllendorfにおいて、Viessmannグループとの協力の下、メタネーション実証工場を開設。メタネー
ションは純粋に生物学的プロセスであり、高度に特殊化した微生物が、液体に溶けた水素とCO2を細胞壁を通して吸収。こ
れらの分子から新しい分子メタンが生成(注: 化学的プロセスとは異なり、CO2を高濃度化または精製する必要なし)

– 熱・工業・冷凍システムの世界的大手メーカーであるViessmann Groupとそのグループ会社であるMicroboEnergy GmbH
は、ドイツ政府が支援するBioPower2Gasプロジェクトの下、2015年3月から段階的にパイロットプラントを立ち上げ

⚫ Audi社は天然ガス自動車のラインナップを拡充しており、2016年末には、新型「Audi A4 Avant g-tron」の
欧州での販売を開始した。顧客は、従来の天然ガス、バイオメタン、そしてe-gasと同様に、ガソリンを用い
たg-tronモデルの両方を使用することができる。
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(出所) Siegfried Bajohr (KarlsruherInstitutfürTechnologie(KIT))「Power-to-gas Technologies STORE&GO Workshop」

Audi社のe-gasプロジェクトとプラント構成

BioPower2Gas(Allendorf)

Audi e-gas project(Werlte)



(3)メタネーション関連の取り組み事例
Amprion社及びOGE社

⚫ ドイツの電力TSOであるAmprion社とガスTSOであるOpen Grid Europe社は、ニーダーザクセン州で
「hybridge」プロジェクトを開始した。

⚫ 当該プロジェクトでは、再エネ由来の余剰電力を活用して、100 MW水電解により水素を製造し、天然ガス網
に注入する予定である。

– 既存の天然ガスパイプラインを水素パイプラインに転換。また水素の混合の検討
– メタネーションを通じて製造した合成メタンを天然ガス網へ供給することも将来的に念頭に置いている
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➢ Amprion社の変電所の近くに水電解槽(100MW)を設置し、同
社の電力系統に接続する計画

➢ OGE社は、既存ガス導管網の一部を純水素の独占輸送用に転用
⇒新しい水素パイプラインの近くに位置する企業は、グリーン
水素を利用可能
⇒将来的には、輸送セクターにおける水素ステーションへの供
給も検討

➢ 再エネ供給を水素需要から一時的に切り離すため、ガス貯蔵設
備の転換も進展
⇒ガス貯蔵施設において水素を受け入れ、水素網に供給

➢ ガス導管網への水素の追加も、選択肢として検討
⇒OGEネットワークの一部として、水素ネットワークは送電
ネットワークと地域の天然ガスネットワークの両方に接続
⇒OGEは、現行規制に準拠するかたちで、天然ガスに限られた
量の水素を混入
⇒これらのオプションが使い果たされると、水素はCO2ととも
にメタン化され、天然ガスグリッドにも供給

➢ 2023年以降、運転開始予定

Hybridgeにおけるセクターカップリングのイメージ
(出所)Hybridge Webサイトより
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(3)メタネーション関連の取り組み事例
Engie社 (再掲)

⚫ Engieは2019年に公表した新たなビジネスモデル「Zero-carbon Transition as a Service」でも再生可能ガ
スの活用を強化する方針を言及している。

– 同社がパイプラインネットワークに供給するガスのうち2030年までに10%を、2050年までに100%を再生可能ガスに切
り替える目標を掲げている。

– 一般家庭顧客向けには、各顧客のガス消費量の10%に相当するバイオメタンをパイプラインネットワークに供給することで、
顧客に対して間接的に再生可能ガスを供給している。

– 法人向けには、配送用トラックの燃料として再生可能ガスを提供している。

⚫ 2030年までにバイオメタンを年間5TWh生産するために、合
計20億€を投資する

⚫ 2030年までに再生可能ガスの生産・輸送のための技術のコス
トを約30-40%削減

⚫ 2050年までのエネルギー・システム転換の一部として、以下
により再生可能ガスの開発に貢献する
– 再生可能ガス生産者とパートナーシップを構築
– コジェネレーションによる産業設備及び暖房ネットワー

クを開発する事業
– バイオガス事業の開発し、地方へのソリューション提供
– モビリティのための再生可能ガスを促進・開発
– 乾燥バイオマスから第2世代バイオメタン、養殖微細藻類

から第3世代バイオマスを生産する、既に技術的にオペ
レーショナルな新興技術に投資

– 風力や太陽光で発電された余剰電力を水素に転換する
Power-to-Gas技術を試験

Engie社の再生可能ガスに関連する活動目標

(出所）Engie Webサイト< https://www.engie.com/activites/renouvelables/biogaz-biomethane>

バイオメタンによる地域循環経済モデル

家畜し尿、作物残
渣、バイオ廃棄物

嫌気性消化、
コジェネレー

ション

前処理、精製

パイプライン供
給、
液化

家庭への供給、
モビリティでの

利用

3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連
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⚫ Engieの子会社であるフランスGRDF社*1は、安全性の維持、再生可能ガス開発、スマートガスグリッド、ガ
スモビリティ及びガス熱供給をエネルギー転換における要素として挙げている。

⚫ 2050年までにフランスのガス供給のうち73%が再生可能ガスとなるシナリオを立てている。

(3)メタネーション関連の取り組み事例
GRDF (再掲)

○バイオメタン
• 家庭ごみ・農業残渣・下水汚泥等から嫌気性消化のプロセスによってバ

イオメタンを生産し、ガス配送ネットワークに注入
• 暖房や給湯だけでなくバイオガス自動車(bio-NGV）の燃料としても利用
• 2020年4月時点で118のバイオメタンプラントがGRDFのガスネットワー

クにガスを注入(目標：2030年までに1,400プラント）
○パイロガス化
• 乾燥有機物(木質など）を高温の状態にして合成ガスを生産
○Power-to-Gas
• 余剰の再生可能電力から水の電気分解により水素を生産
• 水素は天然ガスのパイプラインに直接注入、または嫌気性消化や工業部

門で発生したCO及びCO2を用いてメタネーションを行い、メタンをパイ
プラインに注入

○スマートガスメーターの活用
• 2020年中期時点で600万基のメーターを導入済み

○主な要素
• リモートサーベイランス：

不具合の検知と最高品質のサービスの確保
• リモートセンシング：

メーター及びセンサーのデータの分析により、フロー再構築の改善、
緊急時対応の改善、投資の最適化を達成

• リモートコントロール：
需給のバランスを最適化し、バイオメタン等の再生可能ガスの注入
量を最大化

○関連実証事業
• West Grid Synergy：再生可能ガスの生産を地域レベルで最大化

(逆潮流の導入、ガス配送事業者とのデータ送受信、ネットワーク
のリモート監視）

• GRHYD：新規の配送網に水素を注入する事業
• Nice Smart Vallay：ヒートポンプとのハイブリッド利用やスマー

ト機器との接続のテストを行う事業
• その他：スマートメーターのデータによって、ガス利用量データの

有効活用法を消費者に提供

再生可能ガス スマートガスグリッド

*1 Engieの子会社で、フランスにおける家庭・商業施設・工場等への天然ガスの配給を主要事業とする企業

メタネーションを伴うPower-to-Gasの概略

(出所）GRDFウェブサイト<https://www.grdf.fr/english/power-to-gas>

3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連
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⚫ フランスGRTgaz(フランス)*1は、将来的なカーボンフリーのエネルギー供給を目指し、ガスネットワークに
おいて再生可能ガスの供給を2030年までに10%とする目標に応じて取り組みを進めている。

⚫ バイオメタンの活用、Power-to-Gasによるグリーン水素の製造、メタネーションの活用を進めている。

(3)メタネーション関連の取り組み事例
GRTgaz(再掲)

• 農業・工業・畜産廃棄物、都市ごみ、埋立地ガス由来の有機物から天
然ガスと同品質のバイオメタンを製造しガスグリッドに供給

• 副生成物であるダイジェステートを農業用肥料として活用
• 2015年には82GWh相当のバイオメタンをフランス国内に供給
• 2030年には年間12～30TWh相当のバイオメタンをグリッドに供給す

る見通し

• 風力・太陽光発電の電力による電気分解での水素製造だけでなく、二
酸化炭素と結合するメタネーションにより合成メタンを製造

• GRTgazのネットワークは部分的な水素混注や、100%合成メタンの
供給にも対応

• 2050年までに15～20TWh相当の再生可能ガスをPower-to-Gasによ
り供給する見通し

バイオメタン Power-to-Gas

メタネーションを伴うPower-to-Gasの実証事業「Jupiter 1000」

実証事業の概要
✓ 2018年に開始した、炭素回収とメタネーショ

ンを伴うPower-to-Gas実証事業
✓ アルカリ電解槽及び固体高分子膜電解槽でグ

リーン水素を製造し、近隣の工業地域から発生
したCO2を回収して合成メタンを製造
– 電解槽：1MW
– 水素供給：200m3/h
– メタン供給：25m3/h

(出所） Jupiter 1000 ウェブサイト<https://www.jupiter1000.eu/english>

*1 Engieの子会社で、欧州における天然ガスの輸送や貯蔵(特に高圧導管）の管理を主要事業とする企業

3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連



3 諸外国事業者による対応状況と将来戦略
3.1 エネルギー事業者のトランジション戦略
3.2 CCS/CCUS関連の取り組み
3.3 水素・メタネーション、Power to Grid関連の取り組み
3.4 デジタル化関連の取り組み

(1)ガスTSOによるデジタル化関連の取り組み
(2)ガススマートメーターの活用
(3)分散型リソースの統合
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(1)ガスTSOによるデジタル化関連の取り組み
ガスTSOによる先進事例①

⚫ ENTSO-Gは、ガスTSO事業者による系統運用におけるデジタル化関連技術の導入状況について、以下の通り
取りまとめている。

147参考資料:ENTSO-G Webサイト

主体事業者 概要

Hybrid Cloud
(SNAM社)

• SNAMとMicrosoftは、エネルギーネットワークの技術的・持続可能的発展のために、CloudとIoTに関する
最初の共同プロジェクトを開始。

• “Hybrid Cloud” インフラは、データ処理能力とIoTを活用して、効率的かつ柔軟な方法でネットワークを管
理することを可能にする。
⇒クラウドからサービスを提供することができるデジタルアーキテクチャが創出(ガス系統利用者にサービ
スを提供する商用アプリケーションを含む)

NewGasMet(Flow 
metering of 
renewable gases)
(Enaga社)

• 再生可能ガス(バイオガス、バイオメタン、水素、合成ガス、天然ガスとの混合)に曝露した後の商用ガス
メーターの精度と耐久性に関する知識を高めることを目的としたプロジェクト
⇒既存の計測器設計と流量校正標準の改善に寄与

• 2019年6月に開始され、3年間継続中。EMPIR(European Metrology Programme for Innovation and 
Research)が資金を提供

West Grid 
Synergy(GRTGAZ
社)

• フランス西部において、West Grid Synergy社は、ガス送配システムへのバイオメタン注入を最大化するス
マートグリッドソリューションを設計・実証することを検討中
⇒ローカルで生産されたバイオメタンを、配給網から輸送網への逆流を実施

SMARTY(CREOS
社)

• CREOS社は、天然ガスネットワークに大規模な投資を実施
• SMARTYは各家庭のガス消費量を測定する新しいスマートガスメータ

⇒顧客側におけるガスメータを通じて、有線・無線を問わず、計量データは常にスマート電力メータに転送
⇒既存の電力ネットワークを介して、Luxmetering社が管理する中央システム送付。最終的にはガス供給事
業者に対して送付

• 当該プロセスは、電力線キャリアを介した通信として位置づけ

3.4 デジタル化関連の取り組み



(1)ガスTSOによるデジタル化関連の取り組み
ガスTSOによる先進事例②
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主体事業者 概要

Project GRAID
(National Grid 
Gas社)

• National Gridのロボット検査装置GRAIDは、最大100bar(g)までの高圧ガスパイプラインの内部を点検し、
重要資産に関する信頼性の高いコンディションデータを提供
⇒無駄な掘削を省き、資産寿命を延ばすためのデータを提供することで、資産維持コストを削減可能

• National Gridは、関心のあるTSOと共同プロジェクトについても積極的

The Gas 
Barometer
(SWEDEGAS AB)

• Gas Barometerは、ガス配給網で輸送・使用されるバイオガス量を計測するように設計
⇒スウェーデン西部のネットワークでガス取引を行っている企業と協力して、バイオガスがどの程度輸送さ
れ、ネットワークで使用されているかを示す数値を四半期ごとに作成

• Gas Barometerは、ネットワーク内のバイオガス使用量の増加を監視

Asset Information 
Modeling(AIM)
(National Grid 
Gas社)

• AIMと呼ばれるBuilding Information Modeling (BIM)事業の拡大により、ガス導管資産のインテリジェン
トモデルによる生産は、より早く、安価且つ正確になる

• AIMはは、当該資産の管理をサポートするために必要なすべての情報を提供
⇒例えば、正確な場所、運用データ、実施作業に関する情報、既存の状態を記録

Customer Low 
Cost 
Connections 
(CLoCC)
(National Grid 
Gas社)

• ガス系統システムへの接続時間及び費用を最小限に抑えることを目的としたプロジェクト。顧客のアプリ
ケーション体験の向上を目的とした、新しいウェブベースの顧客接続プラットフォームを開発
⇒顧客、接続サイズ、ガスの種類に関係なく、使用可能な接続の”既製(off-the-shelf)”標準設計を開発

• CLoCCは、主に、現行契約下でNTSに接続することが極めて困難な、より小規模で非在来型のガス顧客に向
けて働きかけ

3.4 デジタル化関連の取り組み



(1)ガスTSOによるデジタル化関連の取り組み
SMARTY(CREOS社)の事例

⚫ EU指令において規定するスマートメーター導入目標を展開するにあたり、電力・ガスの配電・配給を管理す
る7事業者*1が、主要な任務を調整し、集中共有システムを運営するための組織としてLuxmeteringを設立し
た。

– すべての暗号化データを転送した後、ネットワーク事業者に再配信し、その後、エネルギ供給事業者に転送する責任を負う
– 水道や熱等の他媒体も受容可能なスマートメーター読み取りシステムも認められている
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プロジェクトの概要
➢ スマートガスメーターは、各家庭のガス消費量を計測。
➢ 計量データは常にスマート電力メーターに転送。その後、既存の電力ネットワークを介して、Luxmeteringが管理する中央システムに転送され、最後に

ガス供給業者にも転送
⇒電力線キャリアを介した通信

(電力線キャリアを介した通信)
➢ 電力系統の既存インフラを用いてエネルギー供給事業者に消費データを伝送。

⇒各物件のスマートメーターが収集したメーター読取データは、まず、既設の電力網ケーブルに沿って、Concentrator(データ処理装置の一種)が設置さ
れている最寄りの変圧所・配電所に送信
⇒各Concentratorは、メーターのグループのデータを結合し、データを、光ファイバーまたは2G/4Gを介して、Luxmeteringによって運用される中央
システムに送信し、最後に貴社のエネルギー供給者に送信

(計量データの管理)
➢ 消費データのセキュリティのため、当該データはLuxmeteringが管理する中央システムに送信される前に暗号化

⇒使用するアルゴリズムは、セキュア通信に適用可能な最高の標準を満たします。
⇒メーター読取はクレオスによって1日に何度も記録され、エネルギー供給業者に転送
⇒データの使用は、明確に定義された目的のためにのみ許可されるため、プライバシーは保証

3.4 デジタル化関連の取り組み

*1 Creos、Diddleng、Electris、Sudgaz、Sudstroum、Ville de Diekirch、Ettelbreck



(2)ガススマートメーターの活用
Italgasによるスマートメーター設置状況

⚫ イタリアの大手ガス事業会社のItalgasは、2025年にかけて、約4.2億ユーロの投資により、イタリアエネル
ギー・ネットワーク・環境規制庁(ARERA:The Italian Regulatory Authority for Energy, Networks and 
Environment )の目標を上回るペースでの導入を計画している。同社は、2018年迄に、供給対象の約60%に
スマートメーターを設置している。

⚫ 同社は、資産のデジタル化の一環として、ガススマートメーターの設置を進めており、将来的には以下の実現
を目指している。

– ネットワークの開閉バルブの遠隔管理
– オドライザーの混合・減圧の遠隔管理
– 破損や耐用年数満了ではなく、プラントの運転記録のパラメーターに基づく、予防保全アプローチの採用

(出所)Italgas「Italgas Strategic Plan 2019-2025」

Italgasにおける資産のデジタル化(イメージ図)

(出所)Italgasウェブサイト<https://www.italgas.it/en/why-gas/our-energy-in-the-future/>

3.4 デジタル化関連の取り組み
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(2)ガススマートメーターの活用
イタリアHERAグループ

⚫ イタリアにおいて、電力・ガスの配給及び小売事業、水道事業、廃棄物事業を展開する同国最大規模のユー
ティリティであるHERAグループは、「NexMeter」と呼ばれるガススマートメーターの導入を進めている。
この取り組みは、「Utility 4.0」と呼ばれる同グループの社内デジタル化及びデータ分析事業の一環である。
(同グループにおけるガス販売規模は、イタリア第3位)

⚫ NexMeterは、安全性や環境性に関して以下の特徴を有する他、将来的にはバイオメタンなどのクリーンガス
にも対応可能となっている。

– 供給圧力とネットワーク圧力を絶えず確認し、閾値を外れた際には即座にコントロールセンターに報告
– 顧客が気付かない小規模で継続的なガス漏れを含むガス漏れを検知
– 異常発生時には供給遮断によりシステムの安全性を確保
– 地震をリアルタイムで検知し、ガス供給を停止
– 顧客にエネルギーの合理的な使用を促進し、メタン排出を低減
– NexMeterの材料には、リサイクルプラスチックを使用

⚫ 4,500万ユーロの投資により、地震のリスクが大きい地域を中心に、2024年迄に30万台のNexMeterの導入
が計画されている。

(出所)HERA「Sustainability report 2019」 HERAWebサイト<https://eng.gruppohera.it//nexmeterthesmartgasmeterforinnovationandsecurity>

3.4 デジタル化関連の取り組み
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(2)ガススマートメーターの活用
参考:国内の動向～ガススマートメーターの導入状況

⚫ ガスの計量器として、計量機能及び保安機能を有するマイコンメーターが設置されている。マイコンメーター
の一部の機種は通信機能を有しており、将来的には通信回線の使用により遠隔検針が可能となる見込みである。

– 東京ガスにおいては、2019年3月から一部の導管エリアにおけるガスメーターの定期取替時に無線機付きマイコンメーター
を順次設置

⚫ ガススマートメーターの導入については、資源エネルギー庁における「スマートメーター仕様検討ワーキング
グループ」や、「次世代スマートメーター制度検討会」において検討されている。

⚫ 2020年12月、東京ガス、大阪ガス、東邦ガスの3社は、都市ガス事業におけるスマートメーターシステムの
共同開発に合意した。通信機能を有するスマートメーターの導入により、以下の効率化やレジリエンス向上等
が見込まれている。

– 遠隔で都市ガスの検針・閉栓等を行うことによる現地作業の効率化
– ガス漏れ発生時における遠隔でのガス遮断(閉栓）
– 災害時における遠隔での保安措置(閉栓）・復旧操作(開栓）

⚫ 同3社は、2020年代前半からのガススマートメーター導入に向けてメーターの開発及び通信規格の共通化の
取り組みを継続し、共同開発による開発コストの更なる低減を目指している。

(出所)東京ガスプレスリリース(2020/12/2)「スマートメーターシステムの共同開発について」

無線機付きマイコンメーター

(出所)東京ガスウェブサイト<https://home.tokyo-
gas.co.jp/gas/userguide/anzen/meter/meter_wireless.html>

マイコンメーターとスマートメーターの比較

(出所)資源エネルギー庁第2回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ「都市ガ
ススマートメーターシステム普及・拡大に向けて」(日本ガス協会提出資料)

3.4 デジタル化関連の取り組み
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(2)ガススマートメーターの活用
参考:国内の動向～共同検針の検討状況

⚫ ガスの検針に関しては、電力や水道との共同検針によるシステムコスト低減や需要家サービス向上に向けた検
討が、資源エネルギー庁における「次世代スマートメーター制度検討会」等において行われている。

– 具体的な統一仕様や運用ルール等に関しては、一般送配電事業者、ガス事業者、メーカー、学術有識者らに
より構成される「共同検針インターフェース検討会議」において、議論されている。

– 共同検針インターフェース検討会議においては、ガス事業者、水道事業者のニーズ調査や、「IoTルート運
用ガイドライン(仮称)」の制定の検討等が進められている。

⚫ 2020年12月、静岡市上下水道局、静岡ガス、中部電力の三者は、中部電力が提供する電力スマートメーター
の通信網を活用した水道・都市ガスの自動検針に関する実証試験を開始した。実証試験においては、集合住宅
(16戸)において、水道・都市ガスにおける自動検針の有用性が検証される他、自動検針により取得した水
道・都市ガスの使用量データに電気の使用量データを加えて、新たな付加価値サービスの検討が進められる。

(出所)中部電力プレスリリース(2020/12/14)「静岡市における電力スマートメーターの通信網を活用した水道・都市ガスの自動検針に関する実証試験の試験開始について」

3.4 デジタル化関連の取り組み
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(3)分散化リソースの統合
VPP関連技術～ABB社

⚫ VPPは、再エネ発電と需要における調整の役割を果たすとともに、DRに対する消費者行動の喚起にも寄与す
る。具体的には、太陽光・風力に加え、CHPユニットや蓄電など多様な分散型リソースを統合する。

– ABB Ability Energy Management for Site-for Site-for Virtual Power Plants(OPTIMAX)は、分散型エネ
ルギー生成、柔軟な負荷、蓄電システムを集約・統合

– 具体的事例として、スイスでは、Centralschweizerische Kraftwerke AG (CKW)が、Lucerneで大規模な
VPPを実施。 110の資産からなる分散型の多様なネットワークを統合し、合計容量は140MW程度。更に
ABB MicroSCADAを用いて、CKWは資産とそれらの物理的相互依存性をモデル化

– スウェーデンのヴェステロース市では、水力発電、地域の電力系統、上下水道など、電力以外のインフラ
も含めた統合管理システムを構築
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3.4 デジタル化関連の取り組み

(出所)ABB社Webサイト＜https://ability.abb.com/customer-segments/manufacturing/energy-management/＞



(3)分散化リソースの統合
VPP関連技術～Next Kraftwerke

⚫ ドイツでは、VPPがビジネスとして商用化され定着している。独立系VPP運営者であるNext Kraftwerke社は、
IPPの発電設備や再エネ発電設備、中小シュタットベルケの有する発電設備等の様々なポートフォリオをアグ
リゲートしVPPとして運用している。

⚫ Next Kraftwerkeは、同社と契約を結ぶ発電設備所有者の電源を集約し、アグリゲーターとして需給調整市場
などに参加している。またTSOと調整容量(kW及びΔkW)を提供する契約を結んでいる。
⇒同社では4秒毎に発電設備からの出力情報を集約し、最適運用を目指している。
⇒同社が運用する総発電容量は約5GWであり、発電設備数は約7,000である。(発電設備容量の下限は
100kW)
⇒100kW以上のバイオガス発電、天然ガスコジェネ等を中心に約6,000MWの設備をアグリゲート・オンラ
イン制御し、前日/当日市場と需給調整市場へ商品提供。

155

3.4 デジタル化関連の取り組み

(出所)Next Kraftwerke社＜https://www.next-kraftwerke.com/company＞
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(3)分散化リソースの統合
NY-ISO電力市場へのDER統合

⚫ 2014年4月に発表された「エネルギー改革ビジョン(REV: Reforming the Energy Vision)」では、DER
普及拡大による分散型システム(Distributed System)構築が掲げられている。NY PSCとNY-ISOが主体とな
り制度設計を進めているが、その中核としてDER取引市場であるDSP(Distributed System Platform)の
整備が実施されている。

⚫ 2017年1月、NY-ISOは「 Distributed Energy Resources Roadmap for New York’s Wholesale Electricity 
Markets 」を発表し、NY-ISO電力市場(エネルギー市場、容量市場、調整力市場等)へのDER統合に向けた
ロードマップを示した。

(出所) NY州政府 Webサイト<https://rev.ny.gov/>、NY-ISO Webサイト
<https://www.nyiso.com/documents/20142/1391862/Distributed_Energy_Resources_Roadmap.pdf/ec0b3b64-4de2-73e0-ffef-49a4b8b1b3ca>

NYISO卸電力市場へのDER統合
(出所)NY-ISO「 Distributed Energy Resources Roadmap for New York’s Wholesale Electricity Markets」

DSPでは、配電事業者がプラット
フォームプロバイダーとして、アグ
リゲートされたDERを調達しNY-
ISOの卸市場への入札を行う

アグリゲーターや需要家が直接NY-
ISOの卸市場に入札することも可能

3.4 デジタル化関連の取り組み



4 我が国ガス事業者の動向
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4 我が国ガス事業者の動向
4.1 ガス事業者の問題意識

(1)ガス事業者の現状と将来課題
(2)ガス事業者に対するアンケート調査

4.2 地方自治体における先進的取り組み事例
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(1)ガス事業者の現状と将来課題
ガス事業者の規模、認識される課題等

⚫ 都市ガス事業者(一般ガス導管事業者：193者）には大小様々な規模の事業者が存在している。大手事業者及
び準大手事業者は、大都市をはじめとした広範囲で事業を営んでいる一方で、地方ガス事業者は市町村単位で、
より地域に密着した事業を展開している。

– 従業員数が100人以下の事業者が全体の8割程度。更に従業員数が30人以下の事業者は全体の4割程度
– 地方ガス事業者の約8割は、3つ以内の自治体に供給

⚫ 地方ガス事業者は、本格的な「脱炭素社会」と「人口減少社会」を同時に迎える中、３E＋Sの重要性を踏ま
えつつ、「脱炭素化」、「レジリエンス強化」に加え、地域の課題解決を通じて地域活性化に取り組むことが
求められている。

– このような取り組みを通じて「地域の持続可能性」と「経営基盤強化」の達成が可能
– 更に地方自治体の脱炭素化宣言など、従来の課題に加え、昨今の情勢も踏まえた課題解決が急務

4.1 ガス事業者の問題意識

159(出所)資源エネルギー庁 2050年に向けたガス事業の在り方研究会(第5回) (一社)日本ガス協会提出資料「資料3 地方ガス事業者の現状と今後の課題」

地方ガス事業者が向き合うべき課題～地域の持続可能性と経営基盤の両立～



(1)ガス事業者の現状と将来課題
期待される役割

⚫ ①低・脱炭素化、②レジリエンス強化、③人口減少(地域活性化）といった課題は、全てのガス事業者に共通
する課題であるが、特に地方ガス事業者では顕著な課題となっている。 一方で、人口減少や高齢化の進捗等、
状況に違いがあることに加え、地域によって直面する優先課題も様々である。

⚫ 各地方ガス事業者は、置かれた環境を踏まえながら主体的に対応していくことが求められる一方、ガス業界と
しては共通課題の解決に向けた取り組みを推進しつつ、各地方ガス事業者の対応を支援していくことが求めら
れている。

4.1 ガス事業者の問題意識
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地方ガス事業者に期待される役割

(出所)資源エネルギー庁 2050年に向けたガス事業の在り方研究会(第5回) (一社)日本ガス協会提出資料「資料3 地方ガス事業者の現状と今後の課題」



(2)ガス事業者に対するアンケート調査
調査概要

⚫ ガス事業者をとりまく環境変化や将来予測等を踏まえた上で、当該事業者の課題認識や将来的なニーズに関し
て把握することを目的として、アンケート調査を実施した。

– 実施方法: Webアンケート((一社)日本ガス協会を通じて実施)
– 対象事業者: 197事業者 (私営:177事業者、公営:20事業者）
– 回答数: 154社 (回答率78％）

4.1 ガス事業者の問題意識
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アンケート設問(概要）

１．人口減少・少子高齢化に対する事業環境の変化に関して

２．都市ガス事業以外の事業の多角化に関して

３．都市ガス事業における、デジタル化による業務効率化に関して

４．分散型エネルギーシステム(ガスコージェネレーションシステム、ス
マートエネルギーネットワーク）に関して

５．事業者間の連携(ガス事業者間の連携・他業種事業者との
連携）に関して
５－１．他の都市ガス事業者との連携に関して
５－２．他業種の事業差との連携に関して

６．地域貢献に関して

従業員規模別の回答企業数

43社

49社

28社

17社 16社

0

10

20

30

40

50

60

20名以下 21～50名 51名～100名 101～300名 301名以上

(N=153社）
※1社無回答



(2)ガス事業者に対するアンケート調査
アンケート結果のポイント

⚫ 多くの都市ガス事業者は人口減少・少子高齢化は脅威だと捉えている。

⚫ このため、自社でLP事業、電気事業(小売)、リフォーム事業といった事業の多角化を行っている都市ガス事業
者が多い。事業の多角化に当たっては、 人材の確保・育成、社内体制の整備、新事業経営の知識・ノウハウ
が課題だと感じている。

⚫ デジタル技術を営業ツールと考えている都市ガス事業者は多いが、デジタル技術を業務効率化に活用している
都市ガス事業者は比較的少ない。また、デジタル技術活用の課題は、人材不足、導入費用と認識されている。

⚫ 多くの都市ガス事業者は同業種・異業種との連携は進んでいない。

⚫ 一方、自治体とまちおこしイベント等で連携している。また現在のところ、SDGsに積極的に取り組んでいる
都市ガス事業者は少ない。

4.1 ガス事業者の問題意識
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(2)ガス事業者に対するアンケート調査
今後の方向性に関する示唆

⚫ 都市ガス事業だけでなくLP事業や電力事業(小売)などにも取り組んでおり、需要家の求めるエネルギーやサー
ビスを提供する事業者としての素地はあると考えられる。

⚫ 他方、これらを拡大するための課題は、人材確保、体制整備、知識・ノウハウ等と認識されているが、デジタ
ル技術の活用、同業種・他業種との連携は十分ではない可能性がある。
⇒今後、更なる連携に関して検討が必要

⚫ 地域のSDGsへの取組は低い割合にとどまっているところ、地域社会の課題解決に貢献する観点から取組が必
要である。

4.1 ガス事業者の問題意識
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(地方ガス事業者の強み）
⚫ ガス事業者から地域サービスの事業者へのシフトがポイント。特に地域で長年培った信頼は何ものにも代えがたい強みだと思うので、自治体や地域の異業

種企業との連携により地域課題を解決していくことが地域の創生だと思う。
⚫ ガス事業者は大手、地方かかわらずデマンドサイドに強い。今求められているのはデマンドサイドをどうデジタル化し、VPPもやり、あるいは配電事業に

も手が出せるような形に地方ガス事業者が関わり、熱電併給をしっかり進めていくということ。
⚫ キーワードはまちづくり。コミュニティの再生が非常に重要になってくる。つまり、欧州のように住民参加型で合意形成を図っていく、住む人が積極的に

関与するまちづくりをやっていく。このコンセプトを日本でやるのは難しいかもしれないが、地方の都市ガス会社の地域密着型という強みを生かすことが
できるのではないか。

(今後の取組への示唆）
⚫ デジタル化の促進で、ガス事業の合理化や効率化、エネルギーだけでなく地域の需要家のニーズに合致したサービスへの展開ということが非常に大事に

なってくる。こういった取組は、トータルエネルギーの面的利用、異分野データ連携によるスマートシティの構築ともしっかり整合するし、地域密着型で
国と地域のギャップを埋める、補完するということにも資する。

⚫ 少子高齢化で需要が減少する中で地方のインフラ整備は非常に困難ということになるが、レジリエンスのためにはガス会社は重要で、そのためにはインフ
ラ維持が必要。そのためには需要の確保・創出も必要であり、地方の産業振興や融資が必要になる。都市計画やまちづくりといったものと一体となってガ
スインフラを考えていくことが重要になると思う。

⚫ デジタル技術の活用及びエネルギー企業間もしくは他業種企業間の連携というのが大きな鍵。一方、企業文化やシステム統合に相応の資源、時間、人、技
術、資金が必要になる点が大きなハードル。人口減少問題に対処していくという共通課題を抱えている地方自治体、地元企業及び規制当局、ガス協会など
を巻き込んだり、都市ガス会社が参画する新会社、もしくはデジタル技術や連携事業のプラットフォームにうまく乗れるようなシステムが一つのオプショ
ンになる。

⚫ 立ち上がり支援について、まさにこうした入口のきっかけをどう作っていくのかが大事。そういう意味で行政側で何をしていくべきなのか。地銀を中心に
まちを動かす事業者と連携しながら、事業化に向けた動きというのも考え方としてはある。官民で連携しながら、誰がということではなく各事業主体がそ
れぞれの役割を果たしながら総合的にキックオフのところをサポートしていくというような体制が必要。

参考: 資源エネルギー庁「2050年に向けたガス事業の在り方研究会(第5回)」における議論概要(地方ガス事業者の役割関係）



4 我が国ガス事業者の動向
4.1 ガス事業者の問題意識
4.2 地方自治体における先進的取り組み事例

(1)地方自治体インタビューの概要
(2)地方自治体を取り巻く現状や課題
(3)ガス事業者との関係性
(4)脱炭素社会に対する捉え方
(5)先進的事例の概要
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(1)地方自治体インタビューの概要
対象自治体

⚫ ガス事業者に対するアンケート結果を踏まええた上で、地方自治体をとりまく環境変化や今後想定される課題
等を把握するために、ガス事業者との連携やエネルギー・温暖化関連対策への取り組み(水素を含む) 等に関
して先進的取り組みを実施している地方自治体に対してインタビュー調査を実施した。
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4.2 地方自治体における先進的取り組み事例

対象自治体 対応部局 実施時期 実施方法 主な質問項目

唐津市(佐賀県) 市政戦略課 2021年2月 電話インタビュー

⚫ 地方自治体を取り巻く現状や課題
✓ エネルギー・環境政策関連
✓ エネルギー・環境以外の課題

⚫ 都市ガス事業者との関係性
✓ これまでの連携事例
✓ 将来的に期待する役割

⚫ 脱炭素社会に対する捉え方
✓ カーボンニュートラルに対する中長期

な方向性
✓ 水素社会構築に向けた主な取り組み

島田市(静岡県)
資産活用課、地域生活部環境
課

2021年2月 オンラインイタビュー

小田原市(神奈川県) エネルギー政策推進課 2021年2月 オンラインイタビュー

周南市(山口県) 商工振興課新産業推進室 2021年2月 オンラインイタビュー

浪江町(福島県) 産業振興課 2021年2月 オンラインイタビュー

富士市(静岡県) 環境総務課 2021年2月 オンラインイタビュー

新潟市(新潟県) 環境政策課地球温暖化対策室 2021年3月 書面インタビュー

富山県(富山県) 商工労働部 2021年3月 オンラインイタビュー

北九州市(福岡県) 環境局温暖化対策課 2021年3月 オンラインイタビュー

開催概要



(2)地方自治体を取り巻く現状や課題
エネルギー・環境関連の課題

⚫ 再エネ普及・拡大に関しては、どの地方自治体も非常に積極的あり、産業振興の観点からも更に取り組みが加
速している。

⚫ 低炭素化・脱炭素化と視点に加え、レジリエンスや安定供給の枠組のなかで再エネを捉える動きもある。
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4.2 地方自治体における先進的取り組み事例

再エネ普及・拡大に向けた取り組み
➢ 再エネ導入によって、低炭素社会づくりを進めるとともに新たな産業を呼び込むことで地域経済の活性化を図りたい。また再エネ導入を通じて高

度に統合されたエネルギー自立型社会を実現したい。
➢ 数年前から再生可能エネルギー政策を強力に推進している。国がカーボンニュートラル宣言を行ったことで、市は関連政策を加速化させる状況に

ある。リソースを有効に使うための基盤整備に関する取組を継続的に行っていることが、強みでもある。
➢ 活用できる再生可能エネルギーの種類が多くないので、長期的な脱炭素化を目指すにはやや不利である。域外から再生可能エネルギーを調達する

ことも考える必要がある。
➢ 再エネ関連産業の育成という観点も踏まえた「再生可能エネルギービジョン」の見直しを来年度に実施しようとしているところである。

エネルギーに係る防災・レジリエンス関連施策
➢ 防災の観点から非常時においても電力供給ができるエリアを整備したいと考えた。そこで浄水センターを中心とするエリアをモデル地域(スマー

トレジリエンス拠点)として整備を進めることになった。
➢ スマートレジリエンス拠点構築事業などのモデル事業を活用しながら、再生可能エネルギーのモデル地域として周知し、新規事業者とのネット

ワークを拡げていきたい。そういう中で新しい技術を検証しながら、O&M企業をはじめとする地域事業者の創出と人材の育成を図りたい。そし
てこれらの取組を通じて地域経済の活性化につなげたい。

➢ 地域マイクログリッド事業では、非常時に特定のエリアを切り離して、再生可能エネルギー、調整力インフラや蓄電池等も含めて活用することに
よる自立的な運用を目指している。当該事業での取組を軸に、地域事業者との連携を拡げていきたい。

➢ 防災やレジリエンス部分で都市ガス事業者のノウハウを生かしていければと考えている。

地産地消、マイクログリッド、コンパクトシティ、配電事業者制度など
➢ 自営線の設置には経済性を含む多くの課題がある。配電事業ライセンス制度が実現すれば、自営線を設置せずに既存の配電網を借りることができ

る。
➢ 資源エネルギー庁の支援を受けて昨年から地域マイクログリッドの構築に関する取組も始めた。脱炭素化を単発的な取組というより面的に展開で

きるようなものを数年かけて構築したい。その際、様々な事業者と連携しながら取り組んでいきたい。
➢ 脱炭素化に向けて社会的な変革を図る必要がある。そこでデジタル技術も活用しながら再生エネルギーの利用を促進するとともに資金循環を生み

出すような仕組みを検討したい。電力の市場システムが変わってくるので、最適なリソース活用に着目して検討を進めている。

主なご意見



(2)地方自治体を取り巻く現状や課題
エネルギー・環境関連以外の課題

⚫ 地方自治体を取り巻く現状や課題のうち、「少子高齢化や人口減少の進行」、「賑わいの減少」や「雇用の確
保」等について、特に深刻な課題として認識している。
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4.2 地方自治体における先進的取り組み事例

少子高齢化や人口減少の進行
➢ 近年の人口減少や少子高齢化の進行に伴い、直近の市の人口は減少傾向にある。また、昔に比べて賑わいが減少している。
➢ 高齢化率は約3割。また、年間の出生数が1,000人を下回る状況にあり、少子化が進んでいる。
➢ 人口減少に伴う経済への影響もあるが、持続可能な地域づくりを進める際に少子高齢化は根本的な課題だと認識している。
➢ 人口減少を最大の課題として位置付けている。
➢ 少子高齢化が進行する中、市内に大学がなくなったこともあり、18歳で市外へ転出することが多い。
➢ 国と同様、人口減少と少子高齢化の急速な進行が予測される。特に若年層の東京圏への人口流出が顕著である。
➢ 多くの地方自治体と同様に少子高齢化が進んでおり、若い世代、特に女性の流出が多く、問題となっている。

地方創生やSDGsに対する考え方
➢ 事業計画を策定する際にSDGsのゴールを意識しながら事業を効果的に実施できるように心がけている。
➢ SDGs未来都市に選定されることを目指しており、現在は応募に向けた準備を行っている。
➢ 企業と自治体との連携にニーズも重要性も高まっていると認識している。引き続きSDGsに取り組みつつ、企業との連携に力点を置いて取り組むこ

とが重要と考える。
➢ SDGの認知度は、正直、今のところ高くない。

賑わいの減少
➢ 人口の減少は賑わいや商工業のにぎわいにもネガティブな影響を与えており、１つのきっかけで負のスパイラルに陥っていると言える。商店街が衰

退し、郊外店が地域の生活を支えている状況にある。コロナの影響もあって飲食店などが閉店するケースも増えており、市街地が賑わいを失いつつ
ある。

➢ 人口減少による日常生活を支えるサービス機能の低下や地域経済への影響への対応が必要である。
➢ 少子高齢化に伴い、商店街の跡継ぎ問題等が発生しており、街の賑わいが減っている。

雇用の確保、災害復興等
➢ 多様な仕事を創出するという点で、市は新事業・新産業・新エネルギーの創出として水素利活用に取り組んでいる。
➢ まだまだ復興を図る段階であったため、新たなチャレンジよりもこれまでの生業を再生させることに重きを置いている。
➢ 製造業が厳しい環境にあるので、新たな産業を創出することで若い世代の働く場を確保する必要がある。
➢ 取り巻く課題として、東日本大震災からの復興途中ということがまず挙げられる。

主なご意見



(3)ガス事業者との関係性
これまでの連携事例①

⚫ 地域において様々な課題がある中、地方自治体とガス事業者との連携事例として、「電力等のエネルギー供
給」、「エネルギー政策の推進」や 「地域新電力事業の設立」 などが挙げられている。
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4.2 地方自治体における先進的取り組み事例

電力等のエネルギー供給
➢ 電気料金を抑えるとともに環境面の創意工夫も取り入れたいことから、公募型プロポーザルで事業者からの提案を募集した結果、ガス事業者の共

同企業体と電力供給等業務に関する基本協定を締結することになった。
⇒同共同企業体は非常にフットワークが良いので、提案を実現していく中での問題点やシナリオ等を報告してもらえることを期待している。
⇒提案では、エネルギーの地産地消を強調しており、地域内で経済を循環させることを提案

➢ 市のGHG排出削減目標実現に向け、プロポーザル方式で電力供給と電気の買取、設備の省エネ改修とエネルギー政策に関する提案を公募した。そ
の結果、ガス事業者を含む複数社で構成される共同事業者の提案を採択し、包括協定を締結することとなった。

エネルギー政策の推進
➢ 「再生可能エネルギー総合計画」に示される目標を達成するために、「地域エネルギー推進戦略会議」という会議体を立ち上げた。大学、地域事

業者などもメンバーとして参画している。同会議を通じて参加者間の情報共有を行いながら、エネルギー施策のブラッシュアップを図っている。
➢ 水素の取組についてはコンビナート関連企業との連携は不可欠である。
➢ 地域脱炭素社会推進パートナーシップ会議に都市ガス事業者を含む約30団体が参加している。
➢ ガス会社との協定に基づき、エネルギー分野において連携(地産地消、安価で低炭素なエネルギーの供給、環境教育など)し、持続可能な低炭素ま

ちづくりを進め、地域の発展に寄与している。

地域新電力事業の設立
➢ 都市ガス事業者を含む地域事業者と連携し、地域新電力事業者を立ち上げた。同社の事業は、公共施設に電力を供給することにある。そこで得た

収益を地域貢献事業に活用することを期待している。今後、スマートレジリエンス拠点事業の中で施設の維持管理に係る業務の一部を、同社に
担ってもらうことを検討している。

➢ 同市内のガス会社は、ガス事業に加えて地域電力会社にも関わっており、ある種の業態転換も見据えながら課題解決に向けて行政との連携を行っ
ている。エネルギー政策を地域で推進する中で同社が重要なプレイヤーになっていると認識している。

主なご意見



(3)ガス事業者との関係性
これまでの連携事例②
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4.2 地方自治体における先進的取り組み事例

情報共有や意見交換
➢ 都市ガス事業者は、検針作業を通じて個人や事業者とのつながりを持っており、様々な情報も持っている。都市ガス事業者と話し合う中で新た

な実態を把握できることもあるので、心強いパートナーである。
➢ 「二酸化炭素の回収・資源化による炭素循環モデル構築実証事業」の概要は都市ガス事業者と情報交換している。
➢ 水素の貯蔵・運搬に関して、都市ガス事業者とは常時意見交換を実施している。

環境対策
➢ 地域の製紙業者は過去に重油を使っていたため、硫黄酸化物を含んだ大気汚染が深刻だった。そこで重油から都市ガスに切り替えることで大気

汚染をなくす取組を都市ガス事業者と一緒に行った。

レジリエンス関連
➢ １つだけのエネルギー源を取り扱う企業が減っている中、都市ガス事業者は総合エネルギー事業の中でどのように配管を活用するかが重要であ

る。
➢ 電気は架空配線だが、都市ガスは地下配管である。災害対策として考える際に、電気もガスも使っておくことで、災害時にどちらかのエネル

ギーを利用できる可能性が高い。

高齢者等の見守り支援、地方創生
➢ 都市ガス事業者には高齢者等の見守り支援に協力してもらっている。
➢ 市は、ガス事業者との間で「地方創生の推進に向けた連携協定」を締結した。同協定に基づき、「安全・安心の確保、災害時の支援に関するこ

と」、「自然・生活環境の向上に関すること」、「健康づくり、食育の推進、保健予防に関すること」、「移住・定住、結婚促進に関するこ
と」に関する連携を行っている。

➢ ガス事業者が移住促進の取組をしており、それに県が後援している。



(3)ガス事業者との関係性
将来的に期待する役割

⚫ 地方自治体が都市ガス事業者に将来的に期待する役割として、「エネルギーの安定供給」、「低炭素化／脱炭
素化の推進」、「エネルギー事業者としての事業の継続」や「地域課題の解決」等が挙げられている。
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エネルギーの安定供給
➢ 都市ガス事業者はパイプラインなどのインフラを持っている。これらのインフラを活用した取組や水素の輸送などが期待できるのではないか。
➢ エネルギーインフラを担う事業者としての安定性に対する期待が高い。
➢ 2050年の視点になると産業の在り方も大きく変わる。脱炭素の社会においても既存インフラを活用しながら地域社会に貢献することが重要である。
➢ ガスエネルギーを住民に対して供給することを継続することが求められる。
➢ 災害対策として考える際に、電気もガスも使っておくことで、災害時にどちらかのエネルギーを利用できる可能性が高い。
➢ ライフラインのひとつであるガスのインフラを維持し、人口減少社会においてもエネルギーの安定供給を行う役割を担うことを期待する。

低炭素化／脱炭素化の推進
➢ 再生可能エネルギーを用いた水素の生成に関するモデル事業を行いたい。同事業の実施に向けて、FS調査を計画している段階にある。また、市に水素ス

テーションを誘致したい。これらの事業が実現できれば、都市ガス事業者の活躍も期待できる。
➢ 2050年の脱炭素社会に向けて、産業も含めて大きな社会転換が必要となるだろう。その中で都市ガス事業者は現在の事業をそのまま継続できるかどう

かが不明である。ガス事業者にとって、既存のインフラを活用しながら社会の中で引き続き重要な役割を担うように転換していくことが重要である。
➢ 都市ガス事業者はエネルギーインフラを担う事業者として、脱炭素化を進めるために様々な領域を担う必要があるだろう。

エネルギー事業者としての事業の継続
➢ カーボンニュートラルという観点から、都市ガスは将来的には難しい立ち位置になるだろう。市としては、事業の多角化によって経営を継続していくこ

とを都市ガス事業者に期待している。
➢ 脱炭素社会の実現に向けて都市ガスを脱炭素化することが１つの方向性である。また、総合的なエネルギー事業としての転換も必要だろう。
➢ 脱炭素化に反対しているわけではない中、都市ガス事業者の転換を図るような道筋が示せるとありがたい。その実現に向けて市も地域インフラを担う都

市ガス事業者と連携する必要がある。
➢ 市の政策の中で都市ガス事業者を位置づけるものはないが、エネルギーインフラを担う事業者としての安定性に対する期待が高い。

地域課題の解決、専門家としての知見提供
➢ 都市ガス事業者は、検針作業を通じて個人や事業者とのつながりを持っており、様々な情報も持っている。都市ガス事業者と話し合う中で新たな実態を

把握できることもあるので、心強いパートナーである。
➢ 高齢化が進む中で高齢者の見守りに都市ガス事業者が貢献できることを期待している。
➢ 都市ガス事業者は地域と顔の見える関係を構築しており、民間の視点から少子高齢化対策や脱炭素化、防災といった地域課題の解決を目指す役割を担っ

ていただきたい。
➢ 中山間地域は都市ガスのエリアではないかもしれないが、都市ガスのレジリエンスなどのノウハウを生かして、エリア活性化に貢献してもらいたい。

主なご意見



(4)脱炭素社会に対する捉え方
カーボンニュートラルに対する中長期な方向性①

⚫ インタビュー対象とした地方自治体は、将来的なカーボンニュートラルについて前向きにとらえている意見が
多い。また、カーボンニュートラルや脱炭素社会の実現に向けて、これらの地方自治体では、水素の利活用を
含む様々な取組を展開している。
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カーボンニュートラルに対する見解
➢ 低炭素社会づくりを進めている中、国の政策と同じ方向性にあることで市としても取り組みやすい。
➢ 現行の環境基本計画に基づいて低炭素化のまちづくりを進める。令和3年度から、国の方針やCOP26の議論も踏まえて次期計画を策定したい。
➢ 2050年カーボンニュートラル宣言は、社会のデザインを変えるような大きな転換だととらえている。これまで官民連携で取組を行ってきたが、今

後はより自律的な展開をする上ではガス事業者を含む民間事業者との連携が重要である。市としては、2050年カーボンニュートラル宣言について
前向きにとらえている。

➢ 菅首相のカーボンニュートラルの宣言を受けて、当市はコンビナート企業と共に発展してきた場所であるので、知恵を絞って取組を加速していると
ころである。水素・木質バイオマスの二つでカーボンニュートラルの取組を進めることが必要だと認識している。

➢ 既にゼロカーボンシティを宣言した。2050年までにCO2排出量実質ゼロを目指すため、様々な分野において低炭素・脱炭素に関する取り組みを進
める必要がある。商業、工業、農業等様々な分野において、再エネ・省エネはもちろん、水素利活用及び実証を積極的に推進し、ゼロカーボンシ
ティ達成を目指す意向である。

➢ 2020年10月の国の所信表明を受け、市は実質ゼロカーボンの早期達成を目指すこととした。
➢ 菅首相のゼロカーボン宣言を受けて、当市もゼロカーボン宣言をし、「地球温暖化対策実行計画」の改正に着手しているところである。

主なご意見



(4)脱炭素社会に対する捉え方
カーボンニュートラルに対する中長期な方向性②
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メタネーション関連
➢ 数年前から脱炭素化を見据えて社会インフラを効果的に使うことを念頭に置いていた。その一環としてエネルギーをつくって地域で循環させること

を見据えつつ、都市ガス配管を含む社会的基盤インフラを活用できる技術の導入を検討した。様々な取組がある中でリードタイムの短いことから取
り組んでいるが、社会的インパクトの大きい実証事業にも積極的に取り組みたい。

➢ 取組の概要は都市ガス事業者と情報交換している。都市ガス事業者にとって脱炭素化社会でも都市ガス配管を活用できるかどうかが死活問題とも言
える。今回の実証事業で都市ガス事業者が知見として得られるものがあれば、地域にとってもメリットがあると考える。

➢ 電気以外でカバーしないといけない領域は非常に多い。水素やアンモニアなどのエネルギー源もあるが、クリーンなメタンはある程度インフラとし
て活用すべきである。現時点ではコストで難しい面があるが、将来的に活用可能となれば活用したい。

水素インフラ等
➢ 今後の検討課題だととらえているが、長期的にはアンモニア・水素へのエネルギーシフトを考える必要がある。しかし、市としての土壌に来ておら

ず、まずはコンビナートの副生水素をどのように活用するかというのが当面の課題である。次世代のエネルギー活用を港湾でどのようにしていくか
を検討しているので、コンビナートや国と連携を図りながら実証を組み込んでいければと考えている。

➢ 水素はコンビナートで副生水素として大量に生産されており、サプライチェーンが形成されていることは強み。グレー水素ではあるので、その点は
課題である。脱炭素社会の実現に向けて、水素・バイオマスの取組を進めてカーボンニュートラルポートに向けた取組を進めていくところである。

➢ 2050年ゼロカーボン実現のための基本計画的なものを作成する予定で準備を進めている。当該計画の中において、「水素タウン構想」の実現に向
けたロードマップを策定し、いつ、なにをやるかというアクションプランを落とし込んでいく予定である。

➢ 「水素エネルギービジョン」は、３つの柱で進めており、意識醸成、インフラ整備、産業育成に取り組んでいる。その主要なプレイヤーとして、産
官学で取り組むという形で、「水素エネルギー推進協議会」にはガス事業者も参加している。

➢ 再生可能エネルギーの普及が進んでいるものの、出力制御が頻繁に行われる状況にある。余剰分の再生可能エネルギーを有効活用する仕組みが必要
とされるなか、水素の生産拠点となることを目指して国と連携しながら調査を進めている。



(5)先進的事例の概要
メタネーション事業に係る実証～小田原市

⚫ 小田原市では、環境省「二酸化炭素の回収・資源化による炭素循環モデル構築実証事業」において、小田原市
清掃工場におけるCO2分離・回収、メタン生成に係る実証事業を実施している。
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➢ 環境省委託事業であり、日立造船株式会社が事業実施主体である。小田原市は、実証フィールドとして小田原市清掃工場を提供することで協力し
た。

➢ 小田原市では、数年前から脱炭素化を見据えて社会インフラを効果的に使うことを念頭に置いていた。その一環としてエネルギーをつくって地域
で循環させることを見据えつつ、都市ガス配管を含む社会的基盤インフラを活用できる技術の導入を検討した。様々な取組がある中でリードタイ
ムの短いことから取り組んでいるが、社会的インパクトの大きい実証事業にも積極的に取り組みたいと考えている。

➢ 今回の実証事業はCO2の分離・回収からメタンの生成まで実施する予定である。
➢ 取組の概要は、都市ガス事業者と情報交換している。都市ガス事業者にとって脱炭素化社会でも都市ガス配管を活用できるかどうかが死活問題と

も言える。今回の実証事業で都市ガス事業者が知見として得られるものがあれば、地域にとってもメリットがあると考える。
➢ 電力以外でカバーしないといけないセクターは多い。水素やアンモニアなどとともに、クリーンなメタンはある程度活用すべきである。

環境省委託事業「二酸化炭素の回収・資源化による炭素循環モデル構築実証事業」のイメージ
(出所)環境省Webサイトより

インタビューにおける主な知見

参考資料: 小田原市Webサイト<https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/envi/energy/topics/p30080.html>



(5)先進的事例の概要
副生水素ポテンシャルの積極活用①～周南市

⚫ 周南市では、周南コンビナートにおける副生水素などを地域資源として活用し、様々な水素関連実証事業を実
施してきた。2050年カーボンニュートラルなど周南コンビナートを取り巻く環境が変化する中で、周南市で
は新たに木質バイオマスも組み入れた「周南市 水素・木質バイオマスによる脱炭素・低炭素コンビナート構
想(案)」を検討している。
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(副生水素ポテンシャルについて)
➢ 水素はコンビナートで副生水素として大量に生産されており、

サプライチェーンが形成されていることは強み。
➢ 苛性ソーダ由来の高純度副生水素は安価で安定的に確保可能

なので、多様な水素のサプライチェーンの早期に構築できる
モデルの1つとなりうると考えている。

➢ ただグレー水素ではあるので、その点は課題である。

(バイオマス資源)
➢ バイオマスは、8割が森林資源。コンビナートがある海岸か

ら森林までの距離が近いので、バイオマス事業を実施するに
はいい環境である。

➢ バイオマス発電所の建設予定もあり、バイオマスの循環利用
が推進できる地域である。輸入材に頼る状況があるので、量
やコストの点で国産材が及ばないことが課題である。

➢ 「水素・木質バイオマスによる脱炭素低炭素コンビナート構
想」は次期水素利活用計画の素案で、国が示すロードマップ
やバイオマスの研究内容を周南市に当てはめたものである。
このようなものを持ち合わせながら、取組を進めていきたい。

(長期的方針)
➢ 長期的にはアンモニア・水素へのエネルギーシフトを考える

必要がある。しかし、市としての土壌に来ておらず、まずは
コンビナートの副生水素をどのように活用するかというのが
当面の課題である。

➢ 次世代のエネルギー活用を港湾でどのようにしていくかを検
討しているので、コンビナートや国と連携を図りながら実証
を組み込んでいければと考えている。

「水素・木質バイオマスによる脱炭素低炭素コンビナート構想(案)」
(出所)第1回周南市木質バイオマス材利活用推進協議会 資料4「周南市の木
質バイオマスに係る取り組みについて」

インタビューにおける主な知見

参考資料: 周南市Webサイト<https://www.city.shunan.lg.jp/site/kaigi/62216.html>



(5)先進的事例の概要
水素ポテンシャルの積極活用②～北九州市

⚫ 北九州市では、鉄鋼コンビナートにおける副生水素等を地域資源として活用し、様々な水素関連実証事業を実
施してきた。

⚫ 北九州市地球温暖化対策実行計画の改定において、本市の強みである風力発電をメインとしつつ、蓄電池と水
素を3本の柱とした「北九州グリーン成長戦略」を部門別計画として策定中である。
⇒「北九州グリーン成長戦略」の3本の柱(①風力発電推進拠点都市、②蓄電システム先進都市、③水素製造・
供給拠点都市)により安価で持続的な脱炭素エネルギーの提供を目指している。
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「北九州グリーン成長戦略」の3本の柱～戦略的に目指すエネルギー
の将来像(イメージ)
(出所)北九州市 Webサイトより

(北九州水素タウン実証)
➢ 2011～2014年度に、HySUTが実施主体となり、日本製鉄から発生す

る水素をパイプラインで市街地や博物館に供給するという事業を実施。
➢ 現在は、北九州水素タウン再始動(2018年度～)に伴い、岩谷産業が、

この水素パイプラインを所有・管理しながら技術実証を継続している。
また、日本製鉄に水素供給の協力を得ながら、水素に関心がある企業
に対して実証フィールドとして提供し、PRを行っているところである。

(環境省における「CO2フリー水素製造・供給実証事業」)
➢ 北九州パワーが中心となり、東田地区から15km程離れた響灘地区に

おいて実証事業を実施。
➢ 九州は再生可能エネルギーの普及が進んでいるものの、需給調整のた

めの出力制御が頻繁に行われる状況にある。余剰分の再生可能エネル
ギーを有効活用する仕組みが必要とされている。

➢ 再生可能水素の一連のサプライチェーンを構築することが特徴である。
北九州響灘地区に集積する太陽光発電・風力発電、北九州市内の廃棄
物発電に関して、余剰となった再エネ由来電力を効率よく調達する
EMS(Energy Management System)を開発・導入する
⇒複数の再エネが同時に制御可能な「水電解活用型エネルギーマネジ
メントシステム」により、低コストで水素製造が可能

➢ CO2フリー水素を大規模に製造・輸入し、市内外に供給する「CO2フ
リー水素の製造・供給拠点化」を目指していく方向で検討している。

➢ 東田地区では、ENEOSが水素ステーションを営業しながら水素パイプ
ラインによる既存施設への水素供給も行っている。

インタビューにおける主な知見

参考資料:第２回「北九州市地球温暖化対策実行計画の改定検討部会」 資料4北九州市地球温暖化対策実行計画の改定について
<https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/000911183.pdf>



(5)先進的事例の概要
水素を核とした新産業創出①～浪江町

⚫ 浪江町は、町内に立地した福島水素エネルギー研究フィールド(FH2R)から製造される水素を積極的に利活用
する方針を掲げている。

⚫ 「なみえ水素タウン構想」として、水素の効率的導入にあたっての諸課題の整理・解決を目指すためのフィー
ルドとして浪江町を活用してもらい、様々な実証試験等を実施している。
⇒あらゆる分野が水素を介してつながることで、水素利活用の飛躍的推進とゼロカーボンシティを実現
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(なみえ水素タウン構想)
➢ 具体的な水素関連の取り組みも数多く実施されている。具体的には、①道

の駅なみえへの純水素燃料電池導入、②柱上パイプライン実証、③生協に
よる水素配送実証FS、④低コストな水素サプライチェーン実証事業、⑤
新型ミライを公用車として導入、⑥水素も活用したRE100産業団地構想
などが実施、もしくは計画されている。

(柱上パイプライン実証)
➢ 水素輸送のためのパイプラインを地中埋設するのではなく、電柱の上に整

備することにより、低コスト化を実現できないか、技術的・法令的・効率
的観点から実証を行っている。

➢ 産業用途で水素を利用する場合、ある程度のボリュームを運搬することが
期待される中、柱上パイプラインはどれくらい供給可能なのか(限界はど
の程度なのか)等について検討が必要
⇒将来的には「なみえ水素タウン構想」の中で様々な可能性を検討

(水素も活用したRE100産業団地構想)
➢ 立地企業の使用電力が「RE100」となる産業団地を新たに整備する構想

を策定中である。当該産業団地には地域新電力等からの再エネ電力供給に
加え、FH2Rの水素も供給・活用することにより、エネルギー高効率利用、
環境負荷低減及びレジリエンス確保を実現する。本年度は基本構想、基本
設計業務、現地調査等を行い、令和4年度以降に団地造成開始する予定で
ある。

(カーボンニュートラルに向けた取り組み)
➢ 来年度、2050年ゼロカーボン実現のための基本計画的なものを作成する

予定で準備を進めている。当該計画の中において、「なみえ水素タウン構
想」の実現に向けたロードマップを策定し、いつ、なにをやるかというア
クションプランを落とし込んでいく予定である。

参考資料:<https://www.env.go.jp/seisaku/list/ondanka_saisei/lowcarbon-h2-sc/overseas-trend/PDF/shiryou02.pdf>

なみえ水素タウン構想
(出所)環境省Webサイトより

インタビューにおける主な知見



(5)先進的事例の概要
水素を核とした新産業創出②～富山県

⚫ 富山県は、副生水素を由来とした大規模な水素製造拠点を有しており、ガスパイプラインやアンモニアプラン
トなどのインフラも含め、将来にも安定的水素製造が可能となっている。

⚫ 「とやま水素エネルギービジョン」では、北陸地方における水素製造の中心的拠点となる可能性について言及
しつつ、富山県における水素社会実現の将来像として、以下の3つのビジョンを掲げている。

– ①水素ステーションとモビリティを核とした水素利用の普及
– ②水素関連製品の製造や技術開発による県内産業の活性化
– ③水素による県民生活の質の向上
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➢ 「とやま水素エネルギービジョン」は、3つの柱で進めており、県民に対する意識醸成、インフラ整備、産業育成に取り組んでいる。その主要な
プレイヤーとして、産官学で取り組むという形で、「富山水素エネルギー推進協議会」には日本海ガス、北酸(株)も参加している。

➢ 実際の事業に関しては、将来的な水素やアンモニア需要等がいまだ見通せない状況にある。安定した需要をいかに創出できるかが課題で、BtoBや
BtoGで、例えば水素バスを作る等の取組を進められば、と考えている。

➢ 植生が豊かな立山のエリアで水素バスを走らせられないかと考えているが、コスト面で難しい。国による補助により安定した水素需要ができれば
水素産業も伸びてくるのではないか。

インタビューにおける主な知見

参考資料:富士市Webサイト<https://www.pref.toyama.jp/1301/kurashi/kankyoushizen/kankyou/kj00019040.html>



(5)先進的事例の概要
地域エネルギー事業者等との連携①～富士市

⚫ 富士市では、公共施設の温暖化対策、地域高齢者等の見守り支援や地方創生の推進等において、都市ガス事業
者と連携協定を締結し、様々な取組を展開している。

178

4.2 地方自治体における先進的取り組み事例

(富士市公共施設温暖化対策への協力と連携に関する包括協定)
⚫ 富士市と静岡ガス＆パワー株式会社、静岡ガス株式会社、日本ファシリティ・ソリューション株式会社の3社で構成される共同事業者は、2020年

7月に共同事業者と「富士市公共施設温暖化対策への協力と連携に関する包括協定」を締結し、環境にやさしく、災害に強いまちづくりに「官民
連携」で取り組み、「2030年度の温室効果ガス排出量を2013年度比で40％削減する」という目標の達成を目指す。

⚫ 同協定に基づく連携協力事項は以下に示すとおりである。
✓ 電力の地産地消に関する事項
✓ 小規模ESCO事業に関する事項
✓ その他取り組みに関する事項
✓ 本市のエネルギー政策への助言に関する事項
✓ この他、本協定の目的を達成するために必要な事項

(地域高齢者等見守り支援ネットワーク事業)
⚫ 富士市では、高齢者等の異変を発見し、必要な支援に繋げるため、ネットワークを構築することにより、高齢者等が住み慣れた地域で安心して生

活できることを目的に「地域高齢者等見守り支援ネットワーク事業」を実施している。参加団体が、訪問業務を実施する中で、高齢者等の居宅に
異変を発見した場合、市に連絡する。連絡を受けた市は、必要に応じ支援を行う。

⚫ 静岡ガス株式会社富士支社は2015年４月１日に富士市と協定を締結し、同事業に参加している。

(地方創生の推進に向けた連携協定)
⚫ 富士市では、パートナーシップでSDGs の目標を達成するために、連携企業等との協働を推進している。その一環として、2017年10月24日に静

岡ガス株式会社と「地方創生の推進に向けた連携協定」を締結し、下記の事項について連携を行っている。
✓ 安全・安心の確保、災害時の支援に関すること、
✓ 自然・生活環境の向上に関すること
✓ 健康づくり、食育の推進、保健予防に関すること
✓ 移住・定住、結婚促進に関すること

富士市における主な連携事例

参考資料:富士市Webサイト< https://www.city.fuji.shizuoka.jp/kurashi/c0901/rn2ola000002lqeh.html>、<https://www.city.fuji.shizuoka.jp/kenkou/c0402/rn2ola0000005wyu.html>、
<https://www.city.fuji.shizuoka.jp/shisei/c0604/rn2ola000000gnqu.html>



(5)先進的事例の概要
地域エネルギー事業者等との連携②～島田市

⚫ 島田市では、SDGsを先導し持続可能なまちづくりを推進する電力供給等業務や環境保全活動などにおいて、
都市ガス事業者と連携している。
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(SDGsを先導し持続可能なまちづくりを推進する電力供給等業務に関する基本協定)
⚫ 島田市は厳しい財政状況にあるなか、エネルギーコストの削減による公共施設のランニングコストの縮減は重要な課題の一つである。そこで市が所管す

る公共施設において使用する電力の調達コスト削減や低炭素型まちづくりの実現、エネルギーの地産地消、SDGs(持続可能な開発目標)の達成等に貢献
する提案を求めるために、公募型プロポーザルを実施した。

⚫ 島田瓦斯株式会社共同企業体は「公民連携による、環境にやさしいまちづくり(再生可能エネルギーの活用)、災害に強いまちづくり(蓄電池、電源の多
様化)、地域経済の活性化(地域内経済循環)への寄与」をコンセプトに、15年という非常に長期的な提案を行った。その際、電力調達コストの削減に加
えて、以下の取組に関する提案を行った。
✓ 公共施設への太陽光発電設備、蓄電池、電気自動車の設置
✓ 市民発電電力のアグリゲーションによる地域経済循環の創出(卒FIT電力の金券による買取り、公共施設への供給)
✓ 太陽光発電等による余剰電力の施設間融通(公共施設で発電した電力に余剰が生じた場合は公共施設間で融通する)
✓ 新庁舎建設計画への付加価値提供(ZEB認証支援、省エネ・環境教育ツールの構築協力 等)
✓ 省エネルギー診断による電力消費量の削減

⚫ 同共同企業体は島田市の実態を踏まえた提案を行ったとして高い評価を得たため、受託者として選定された。同共同企業体と市は2020年４月に基本協
定を締結し、同年７月に本協定を締結した。

⚫ 2020年10月、市役所本庁舎を含む48施設における電力の切り替えが完了した。また、2021年２月時点で７施設における太陽光発電設備の設置が完了
している。

(環境保全活動登録制度)
⚫ 市民団体や事業者による環境保全活動を「しまだエコ活動」として登録・支援する制度である。
⚫ 島田瓦斯株式会社は同制度の登録団体として、幼稚園児から高校生、学校の先生や保護者などに対して学校・施設へ訪問して出張授業を実施する。授業

は、写真を多用した説明や体験型の実験を行い、地球環境保全対策や省エネルギーのためにできることを学ぶ。

島田市における主な連携事例

参考資料:島田市Webサイト<https://www.city.shimada.shizuoka.jp/gyosei-docs/denryoku_kyoukyu.html>、<https://www.city.shimada.shizuoka.jp/kurashi-docs/shimadaecokatsudouichiran.html>



(5)先進的事例の概要
地域エネルギー事業者等との連携③～唐津市

⚫ 唐津市では、地域新電力事業の設立や唐津市地域エネルギー推進戦略会議等において、都市ガス事業者との連
携を行っている。
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(地域新電力事業の設立)
⚫ 株式会社唐津パワーホールディングスはエネルギーの地消地産、再生可能エネルギーの普及促進、新産業創出による地域経済循環」を目的とした

自治体電力会社として2019年7月に設立した。同社の設立にあたっては、唐津ガス株式会社を筆頭に佐賀銀行、唐津信用金庫、アスタスク株式会
社(広告会社)、自然電力株式会社や株式会社肥前風力エネルギー開発が出資している。

⚫ 唐津市としては、地域新電力という位置づけで株式会社唐津パワーホールディングスとの協力関係を築いている。同社は主要プレイヤーとして唐
津市地域エネルギー創出事業に参加している。

(唐津市地域エネルギー推進戦略会議)
⚫ 「唐津市再生可能エネルギー総合計画」に示される目標を達成するために、2016年度に「唐津市地域エネルギー推進戦略会議」という会議体を

立ち上げた。佐賀県、九州大学の教員、地域事業者(例えば唐津ガスや公共交通事業者等)などがメンバーとして参画している。
⚫ 同市の資料によれば、同会議は年に２回程度開催され、都市ガス事業者を含む参加者はエネルギーの切り口から現在の問題点や疑問点を洗い出し、

エネルギーそのもののあり方や地域産業育成などトータルデザインをする。

唐津市における主な連携事例

参考資料:株式会社エヌ･ティ･ティ･データ経営研究所「平成29年度『エネルギー構造高度化・転換理解促進事業』唐津市地域エネルギー創出事業企画調査委託業務 事業報告書」（平成30年）、10ページ
<https://www.city.karatsu.lg.jp/kikaku/sangyo/sangyo/energy/documents/houkokusho-matome-.pdf>



(5)先進的事例の概要
地域エネルギー事業者等との連携④～新潟市

⚫ 新潟市は、新潟市地球温暖化対策地域推進協議会とともに、「新潟市地球温暖化対策実行計画（地域推進
版）」に掲げる連携・協働プロジェクトとして、「新潟地域脱炭素社会推進パートナーシップ会議」を開催し
ている。

⚫ 当会議は、地域事業者主体による自立分散型再生可能エネルギー大量導入の仕組みづくりを目指し、地域関係
者間による情報共有・協議等を図ることを目的としている。
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(目的
➢ 「地域循環共生圏」の理念に基づく、相互連携による脱炭素社

会システムの実装
✓ 脱炭素化、自立分散型エネルギーに関係する地域の多様なプ

レイヤーが共創する環境の整備
✓ 再生可能エネルギーの創出、導入、利用拡大（需給一体型再

エネ活用モデルの事例研究）

(令和2年度の協議テーマ：「環境と経済の好循環」)
➢ 部会1「環境エネルギーアライアンスの構築」
✓ PPA事業の普及促進や太陽光発電設備の共同調達、ガス、EV、

住宅メーカーとの協業の可能性を検討する
➢ 部会2「脱炭素経営を目指す企業の応援」
✓ 再エネ100宣言 RE Actionへの参加など、脱炭素経営に向け

た目標を設定する企業を地域内で拡大するための仕組みを整
備する

(補助金)
➢ 環境省「令和2年度二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金 脱炭

素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業」

会議の概要

参考資料:新潟市 Webサイト<https://www.city.niigata.lg.jp/smph/kurashi/kankyo/hozen/renkeiproject/partnership.html>

「新潟地域脱炭素社会推進パートナーシップ会議」の位置づけ
(出所)新潟市 Webサイトより



5 我が国ガス事業者の在り方に関する検討
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5 我が国ガス事業者の在り方に関する検討
5.1 我が国ガス事業者の課題整理
5.2 2050年に向けた方向性

183



ガス事の役割を果たすための取り組み

⚫ 2050年に向けたガス事業の在り方研究会では、2050年に向け、脱炭素・低炭素、レジリエンス強化、経営基
盤強化に関する課題等などガス事業者を取り巻く環境を踏まえた上で、ガスエネルギー・ガス事業者の方向性
として、「脱炭素化に資するガスの役割」、「高いレジリエンスに資するガスの役割」、「総合エネルギー企
業としてのガス事業者の役割」、「地域課題解決に資するガス事業者の役割」の視点から、2030年に向けた
具体的な取り組みや2050年に向けた対応の方向性について整理している。
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5.1 我が国ガス事業者の課題整理

ガスの主な役割(イメージ）
ガスの役割

レジリエンス

脱
炭
素
化

電力

再エネの調整力

産業部門
民生部門
運輸部門
（非電力）

ガスの形態

現在 2030 2050 今世紀後半

再エネ以外の
電力の

脱炭素化の
担い手

熱の利用
高温域の熱需要

熱電併給
ガス供給

（ガス体の変遷イメージ）

需要家の
CO2削減

将来については相当程度の不確実性があることに留意が必要。

※１ CN-LNG：クレジットを活用してカーボンニュートラル（CN）と見なせるもの。ただし、CNを取り巻く状況の変化によりCNとみなされなくなる可能性もあることに留意。

※２ 水素とCO2からメタンを合成する技術。水素化の一つ。

天然ガス

水素・アンモニア専焼発電

燃料転換
（合成メタン）

熱電併給・ガス供給
（合成メタン）

燃料転換
（石炭→天然ガス）

熱電併給・ガス供給
（天然ガス）

火力＋CCUS
火力への水素・アンモニア混焼発電

燃料転換
（天然ガス＋CCUS、CN-LNG）

熱電併給・ガス供給
（天然ガス＋CCUS、CN-LNG）

※4 民生部門の熱需要におけるガス供給は電力との代替可能性あり。また、水素を既存の大規模ネット

ワークを活用して供給するには制度面・技術面・コスト面・安全面の動向等を踏まえた検討が必要。

天然ガス＋CCUS
CN-LNG※1

燃料転換※3

（水素・アンモニア）
•水素バーナー・水素ボイラー等

熱電併給・ガス供給※4

（水素）
•水素コージェネや燃料電池

（当初湾岸部中心。徐々に供給網拡大）

メタネーション※2による
合成メタン

水素直接利用・アンモニア

※3 既に活用されている副生水素は除く。

再エネ
＋ガスコージェネ

（天然ガス）
再エネ

＋水素コージェネ

再エネ
＋CNガスコージェネ

天然ガス＋CCUS
CN-LNG

再エネ
＋CNガスコージェネ

（合成メタン）

高いレジリエンスの維持・向上
（分散型エネルギーシステムの推進、デジタル技術の活用）



2050年カーボンニュートラル実現に向けて

⚫ 2050年カーボンニュートラルを実現するためには、脱炭素化の有望な手段の一つとして考えられているメタ
ネーションを中心に取組を進めていくことが必要である。他方、2050年カーボンニュートラルの実現という
高い目標を達成するには、各事業者等がそれぞれ単独で取り組むことは難しく、供給側・需要側の民間企業や
政府など関係する様々なステークホルダーが連携して取り組むことが重要であると考える。

⚫ 2050年に向けたガス事業の在り方研究会においても、例えば水素やアンモニアなど他燃料のように、官民が
一体となって課題解決に向けた取組を推進する体制の整備が必要という提言がされており、今後の展開が期待
される。
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5.2 2050年に向けた方向性

メタネーションに係る今後の取り組み
➢ 2030年までに既存インフラへ合成メタン注入(1％以上）を開始し、メタネーションの実用化を目指す。

⇒2050年には90％注入(水素必要量1,296万トン、CO2削減量0.8億トン）し、水素直接利用等その他の方法と合わせて都市ガスの
カーボンニュートラル化を目指す。

➢ より高効率に合成メタンを製造できる革新的技術開発にも取り組む。
➢ 再生可能エネルギーの発電コストが相対的に安価な海外のサプライチェーン構築を進める。
➢ これらの取組を通じて、2050年までに合成メタンの価格が現在のLNG価格と同水準となることを目指す

(出所)第31回総合資源エネルギー調査会資源・燃料分科会(令和3年3月2日）資料2

メタネーション導入の見通し(案)



参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果
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ガス事業者に対するアンケート調査
調査概要

⚫ ガス事業者をとりまく環境変化や将来予測等を踏まえた上で、当該事業者の課題認識や将来的なニーズに関し
て把握することを目的として、アンケート調査を実施した。

– 実施方法: Webアンケート((一社)日本ガス協会を通じて実施)
– 対象事業者: 197事業者 (私営:177事業者、公営:20事業者）
– 回答数: 154社 (回答率78％）
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アンケート設問(概要）

１．人口減少・少子高齢化に対する事業環境の変化に関して

２．都市ガス事業以外の事業の多角化に関して

３．都市ガス事業における、デジタル化による業務効率化に関して

４．分散型エネルギーシステム(ガスコージェネレーションシステム、ス
マートエネルギーネットワーク）に関して

５．事業者間の連携(ガス事業者間の連携・他業種事業者との
連携）に関して
５－１．他の都市ガス事業者との連携に関して
５－２．他業種の事業差との連携に関して

６．地域貢献に関して

従業員規模別の回答企業数

43社

49社

28社

17社 16社

0

10

20

30

40

50

60

20名以下 21～50名 51名～100名 101～300名 301名以上

(N=153社）
※1社無回答

参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果



都市ガス供給区域における、人口減少・少子高齢化の捉え方について
⚫ 全体の94%にあたる145社が人口減少・少子高齢化を感じている。さらに全体の95%にあたる147社が人口減

少・少子高齢化は脅威である。
⇒人口減少・少子高齢化は都市ガス事業者にとっても共通の課題である。
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①はい

94%

②いいえ 5%
その他 1%

Q1. 都市ガス供給区域において、人口減少・少子高齢化を感じま
すか？(単一回答）

Q2. 人口減少・少子高齢化をどのように捉えていますか？(単一回
答）

①好機である

1%

②脅威である 95%

③どちらでも

ない 2%

その他 2%

(N=154社） (N=154社）
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人口減少・少子高齢化に対応するための取組について

⚫ 多くの事業者が人口減少・少子高齢化を「脅威」だと捉えており、その対応のために各事業者は新たなメニューの開発や新
たな商品・サービスの開発、販路の拡大、供給区域の拡大、事業の多角化などを実施している。
⇒特に事業の多角化に注力している事業者が多く、都市ガス事業以外の事業へ進出

189

Q3. 人口減少・少子高齢化に対応するため、御社ではどのような
取組を行っていますか？(複数回答）

Q4. Q3で選択された取組の中で、特に力を入れている取組はどれ
ですか？ (単一回答）

74
78

67

46

73

10

24

6 7
9

0
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20

30

40
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60

70

80

90

16

31

26

14

44

0

6

1

7

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

(N=154社） (N=145社）
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都市ガス事業以外に取り組んでいる事業について

⚫ 都市ガス以外の事業では、多くの事業者が「LP事業」、「電気事業(小売)」、「リフォーム事業」といった都市ガス事業と関
連のある事業が多くみられた。

– 小売事業については9社が取り組んでいたが、そのうち3社が家電専門店であり、住関連専門店・コンビニエンスストア・ガソリ
ン小売が各1社、家電及び飲料水の通販事業が各1社

– 特に力を入れている事業についても同様に、LP事業・電気事業(小売）・リフォーム事業が多い

190

Q5. 都市ガス事業以外に取り組んでいる事業はありますか？(複数
回答）(Q6.小売事業の業態について）

Q7. Q5で選択された都市ガス事業以外に取り組んでいる事業のう
ち、特に力を入れている事業はどれですか？ (単一回答）

106

23

71

89

12

21

5

12
6

9
6 6

3

33

8

22

9
13

16

0

20

40

60

80

100

120

59

3

36

29

0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0

5

0

10

20

30

40

50

60

70

(N=154社） (N=136社）
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都市ガス事業以外の事業を行うに際しての課題について
⚫ 都市ガス事業者が都市ガス事業以外の事業を行うにあたって、「人材不足(新事業を担う人材の確保・育成）」や

「社内体制の整備」、「新事業経営の知識・ノウハウの不足」といったキャパシティの不足が主な課題であった。

⚫ その中でも特に、「新規事業を担う人材の確保・育成」を最も大きな課題として回答している企業が多かったが、
次いで「有望な事業化否かの見極め」が大きな課題として認識されている結果となった。
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Q9.都市ガス事業以外の事業を行うに際して、何が課題だと認識し
ていますか？(複数回答）

Q10. Q9で選択された課題のうち、特に当てはまる課題はどれで
すか？ (単一回答）
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28

126

106
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67
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58 55

21

6 3
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40
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140
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IT、AI、IoTなどデジタル技術の活用について
⚫ 全体の51%にあたる79社が既にデジタル技術を活用しており、42%にあたる64社が「具体的に検討している」

あるいは「今後検討していく予定」という結果であった。

⚫ 一方で、従業員数別の回答の傾向では、従業員数が多くなるほど(会社規模が大きくなるほど）デジタル技術を活
用している割合が高い結果となった。
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①活用している

51%

②具体的に活用

を検討している

9%

③今後検討して

いく予定である

33%

④活用していな

いし、検討する

予定もない

7%

その他

0%

Q11. IT、AI、IoTなどデジタル技術(顧客管理のシステム導入、RPA、保安業務のシステム導入 等）を活用していますか？(単一回答）

(N=154社）

14
21

16

13

14

1

5

2

4
1

17

23

10

0
1

11

0 0 0 00 0 0 0 0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

20名以下 21～50名 51名～100名 101～300名 301名以上

①活用している ②具体的に活用を検討している

③今後検討していく予定である ④活用していないし、検討する予定もない

その他

全体回答 従業員数別回答

(N=154社）
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デジタル技術の活用/検討している部門について
⚫ 営業・販売部門において、デジタル技術を活用している事業者が最も多いという結果となった。

⚫ 次いで、保安部門や情報システム管理などにおいて活用している事業者が多い。
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Q12. Q11でデジタル技術を「①活用している」、「②具体的に活
用を検討している」あるいは「その他」を選択された方にお伺い
します。 どのような部門でデジタル技術を活用あるいは具体的に
検討していますか？(複数回答）

Q13. Q12で選択された「デジタル技術を活用あるいは具体的に検
討している部門」のうち、特に力を入れている部門はどこです
か？(単一回答）
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デジタル技術の具体的な活用の内容について
⚫ 活用しているデジタル技術としては主に「タブレット端末・スマートフォンを活用した業務支援システムの導

入」が挙げられた。
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Q14. Q11でデジタル技術を「①活用している」、「②具体的に活
用を検討している」あるいは「その他」を選択された方にお伺い
します。 デジタル技術の具体的な活用の内容をお答えください。
(複数回答）

Q15. Q14で選択された「デジタル技術の活用の内容」のうち、特
に力を入れている活用内容をお答えください。(単一回答）

(N=91社） (N=91社）
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今後デジタル技術を活用していきたい部門について
⚫ 今後は、営業・販売部門、保安部門等でデジタル技術を活用していきたいと答えた事業者が多い結果となった。

⚫ 特に力を入れていきたい部門としても、営業・販売部門におけるデジタル技術の活用が最も多い結果となった。
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Q16. Q11でデジタル技術を「①活用している」、「②具体的に活
用を検討している」、「③今後検討していく予定である」あるい
は「その他」を選択された方にお伺いします。 今後どのような部
門でデジタル技術を活用していきたいですか？(複数回答）

Q17. Q16で選択された「今後デジタル技術を活用していきたい部
門」のうち、特に力を入れていきたい部門をお答えください。(単
一回答）
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デジタル技術の活用を検討するにあたっての課題について
⚫ デジタル技術の活用に対しては、「社内の人材不足」、「導入費用」が課題として捉える事業者が多い結果と

なった。
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Q18. デジタル技術の活用を検討するにあたって、何が課題だと認
識していますか？(複数回答） (Q11で「④活用していないし、検
討する予定もない」を選択された場合でも、検討するための課題
(検討できない理由）をお答えください。）

Q19. Q18で選択された「課題」のうち、特に当てはまる課題をお
答えください。 (単一回答）
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スマートメーターの導入に対する認識について
⚫ 154社全てが、スマートメーター自体は認識している。

⚫ そのうち57%にあたる88社が今すぐあるいは前向きに導入したいと考えており、条件次第では検討していきたい
事業者を加えると98%の事業者がスマートメーターの導入を検討していきたいと回答している。

197

Q20. 大手ガス事業者において、マイコンメーターに通信機能を付
加し、遠隔検針、保安データ送信や遠隔閉開栓を行うことが出来
るスマートメーターの導入が検討されていることをご存知です
か？ (単一回答）

Q21. 将来的なスマートメーターの導入について、どのように認識
していますか？ (単一回答）

①知っている

100%

②知らない

0%

①今すぐ導入したい

4%

②前向きに検討

していきたい

53%

③条件次第では

検討していきた

い

41%

④検討しない

1%

その他 1%(N=154社） (N=154社）
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スマートメーターの導入における課題について
⚫ スマートメーターの導入にあたっては、導入費用や通信ネットワークの不足が課題として多く挙げられた。

⚫ 特に、153社中の119社が、特に大きな課題は導入費用と答えている。
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Q22. スマートメーターの導入に当たって、何が課題だと認識して
いますか？(複数回答）

Q23. Q22で選択された「課題」のうち、特に当てはまる課題をお
答えください。(単一回答）
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停電対応型ガスコージェネレーションシステムの導入について
⚫ 全体の35%である、54社が既に停電対応型コジェネを導入した実績を有しており、営業中の事業者も同程度の52

社存在する。
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①ある

35%

②検討はしているが

営業は行っていない

10%

③営業は行っている

が実績はない

34%

④検討も営業も行っ

ていないし実績もな

い

20%

その他

1%

Q24. 災害など停電時にも都市ガスにより電気・熱の供給が可能な停電対応型ガスコージェネレーションシステム(停電対応型コージェ
ネ）を施設(民間施設、自治体施設等）に導入した実績がありますか？ (単一回答）

(N=153社）

参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果



停電対応型コージェネの施設への導入における課題について
⚫ 課題としては、導入費用やランニングコストなど、費用面における課題が最も多い結果となった。

⚫ 特に導入費用に対して最大の課題と考えている事業者が多い。
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Q25. 停電対応型コージェネの施設への導入に際して、何が課題だ
と認識していますか？(複数回答）

Q26. Q25で選択された「課題」のうち、特に当てはまる課題をお
答えください。(単一回答）
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熱・電気の面的利用を行う取組(スマートエネルギーネットワーク）について

⚫ 全体の58%にあたる、88社の事業者がスマートエネルギーネットワークの検討も営業も行っていない。という結
果となった。
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①ある

6%

②検討はしている

が営業は行ってい

ない

16%

③営業は行ってい

るが実績はない

19%

④検討も営業も

行っていないし実

績もない

58%

その他

1%

Q27. 停電対応型コージェネを活用し、再生可能エネルギーや蓄電池等を組み合わせ、複数の施設(民間施設、自治体施設等）において
熱・電気の面的利用を行う取組(スマートエネルギーネットワーク）を行ったことがありますか？ (単一回答）

(N=152社）
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スマートエネルギーネットワークの構築における課題について

⚫ スマートエネルギーネットワークについて、半数以上が「検討も営業も行っていないし実績もない」を占めており、課題としては、「導入
費用」や「施設を保有・運営する需要家等に対する自社の企画・提案力」といった課題が多い結果となった。

⚫ 特に、「導入費用」及び「地域でそのような計画がない」ことが大きな課題として挙げられた。
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Q28. スマートエネルギーネットワークの構築に際して、何が課題
だと認識していますか？(複数回答）

Q29. Q28で選択された「課題」のうち、特に当てはまる課題をお
答えください。(単一回答）

(N=153社） (N=150社）
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スマートエネルギーネットワークの実施/営業段階別の課題認識

⚫ 実際にスマートエネルギーネットワークの導入経験のある事業者では、政策的後押しを必要と認識している事業
者が一定数存在した。

⚫ 一方で、実績のない事業者では、導入費用や自社の企画力、地域での計画がないことなどが挙げられた。

参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果
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Q28.スマートエネルギーネットワークの実施/営業段階別の課題認識

(N=151社）



従業員数別回答

他の都市ガス事業者との連携について

⚫ 多くの事業者は他の都市ガス事業者との連携を検討したことがなく、検討した事業者は30社にとどまった。従業
員数別の回答では、従業員数が多い(規模の大きい）企業ほど他の都市ガス事業者との連携を検討したことがある
結果となった

⚫ 一方で、検討した事業者のうち、72%の事業者は実際に連携を行っている。という結果になった。
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Q30. 他の都市ガス事業者(ガス小売事業者、ガス導管事業者、ガス製造事業者）との連携
(共同検針、共同保守点検、共同調達、共同システム開発、ITの専門家などアドバイザー
の共同雇用など）を検討したことがありますか？(単一回答）

Q31. Q30で「検討したことがある」を選
択された方にお伺いします。 その結果、他
の都市ガス事業者と連携をしましたか？(単
一回答）

(N=154社）
(N=28社）

①検討したこと

がある

19%

②検討したこと

がない

81%

①連携した

72%

②連携しなかっ

た

21%

その他

7%

全体回答

(N=153社）
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他の都市ガス事業者との具体的な連携内容について

⚫ 他の都市ガス事業者とは、共同調達において具体的に連携している事業者が最も多い結果となった。
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Q32. Q31で「連携した」を選択された方にお伺いします。 その
具体的な連携内容についてお答えください。(複数回答）

Q33. Q32で選択された「取組」のうち、特に力を入れた取組をお
答えください。(単一回答）

(N=20社） (N=19社）
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他の都市ガス事業者との連携における課題について

⚫ 他の都市ガス事業者との連携における課題としては、「社内文化や仕事の進め方の違い」や「システムの統一な
どにおける導入費用」などが多い結果となった。

⚫ 特に最も大きな課題としては、文化の違いが挙げられる。
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Q34. 他の都市ガス事業者との連携にあたって、何が課題だと認識
していますか？(複数回答）

Q35. Q34で選択された「課題」のうち、特に当てはまる課題をお
答えください。(単一回答）

(N=149社） (N=136社）
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(N=149社）

他の都市ガス事業者との連携の有無別の課題認識

Q34.他の都市ガス事業者との連携の有無別の課題認識

⚫ 検討し、実際に連携した事業者では、社内文化やシステムの統一といった課題が挙げられた。
⚫ 検討したが、連携に至らなかった事業者では、それらに加えて、物理的な距離が遠いことが挙げられた。
⚫ 検討したことがない事業者では、関心の無さや人材不足といった課題が追加で挙げられた。

参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果



Q36,37 他業種の事業者(グループ会社を除く）との連携について

⚫ 他業種の事業者との連携については、全体の78%にあたる、120社の事業者が検討したことがないという結果と
なった。また従業員数別では、100名以下の企業では検討したことがほとんどないという結果になった。

⚫ 一方で、検討したことがある事業者のうち50%の事業者が実際に連携に至っている。
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Q36. 他業種の事業者(グループ会社を除く）との連携(共同検針、共同保守点検、共同調
達、商品・サービスの開発など）を検討したことがありますか？(単一回答）

Q37. Q36で「検討したことがある」を選
択された方にお伺いします。 その結果、他
業種の事業者と連携をしましたか？(単一回
答）

(N=153社）
(N=32社）
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がない
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①連携した
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②連携しなかっ

た

34%

その他

16%

従業員数別回答全体回答

(N=152社）

参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果
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他業種の事業者との具体的な連携内容について

⚫ 他業種の事業者とは、合弁会社の設立や共同出資、新事業の立ち上げといった、連携が多い結果となった。
⚫ 特に合弁会社の設立に最も注力したと答えた事業者が多い結果となった。
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Q38. Q37で「連携した」を選択された方にお伺いします。 その
具体的な連携内容についてお答えください。(複数回答）

Q39. Q38で選択された「連携内容」のうち、特に力を入れている
取組をお答えください。(単一回答）

(N=20社） (N=19社）
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他業種の事業者との連携における課題について

⚫ 他業種の事業者との連携においても、都市ガス事業者との連携と同様に「社内文化・仕事の進め方の違い」や
「システムの統一などにかかる導入費用」が課題として多い結果となった。
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Q40. 他業種の事業者との連携にあたって、何が課題だと認識して
いますか？(複数回答）

Q41. Q40で選択された「課題」のうち、特に当てはまる課題をお
答えください。(単一回答）

(N=148社） (N=135社）
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参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果
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(N=147社）

他業種の事業者との連携の有無別の課題認識

Q41.他の都市ガス事業者との連携の有無別の課題認識

⚫ 検討し、実際に連携した事業者では、社内文化やシステムの統一といった課題が挙げられた。

⚫ 検討したが、連携に至らなかった事業者では、それらに加えて、人材不足が最も大きな課題として挙げられた。

⚫ 検討したことがない事業者では、関心の無さや人材不足といった課題が追加で挙げられた。

参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果
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地域における取組について

⚫ 地域においては、防災・治安に関する取り組みや地域のまちおこしに関する取り組みなどに取り組んでいる事業
者多い結果となった。
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Q42. 地域における様々な取組に参加していますか？(複数回答）
Q43. Q42で選択された「取組」のうち、特に力を入れている取組
をお答えください。(単一回答）

(N=154社） (N=147社）
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地域の取組における協力関係について

⚫ 地域における取組を実施する際には、自治体や他業種の事業者と協力して実施することが多い結果となったが、
特に重要と考える協力関係に関しては、自治体が圧倒的に多い結果となった。
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Q44. Q42で何らかの取組に参加している方にお伺いします。 そ
の取組は、誰と協力して行っていますか？(複数回答）

Q45. Q44で選択された「協力者」のうち、特に重要だと考える協
力者をお答えください。(単一回答）
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(N=148社） (N=146社）

参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果



地域における取組のうち特にガス事業者の役割が求められていると考えている取組について

⚫ 以下に各社の考える特にガス事業者の役割として求められている取組におけるキーワードを示す。

⚫ 全76社からの回答のうち、キーワードとしては、「地域活性化」や「脱炭素化・低炭素化」、「防災・保安・レ
ジリエンス」といったものが多く挙げられた。
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Q46. 地域における様々な取組のうち、特に地域においてガス事業者の役割が求められていると考えている取組を１つご紹介ください。
その際、地域の課題や取組の内容、協力する関係者、ガス事業者の役割等を交えながら、お答えください。(自由記述）
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レジリエンス 脱炭素・低炭素化 地域活性化

(N=76社）

※回答に依っては、
1回答から複数のキー
ワードを抽出している

参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果



①はい

22%

②具体的な取組

を検討している

9%

③今後検討して

いきたい

57%

④いいえ

12%

①知っている

95%

②知らない

5%

SDGsに対する取り組みについて

⚫ SDGsに関しては、多くの事業者が認知している結果となった。

⚫ 一方で取組を実際に行っている事業者は全体の22%にあたる34社の事業者にとどまっており、「今後検討してい
きたい」と回答した事業者が全体の57%を占める。

– 従業員数別の回答では、従業員数が少ない企業ほど取組を実施している/検討している企業の割合が低下する

215

(N=154社） (N=154社）

Q48. SDGsに取り組んでいますか？(単一回答）Q47. SDGs(Sustainable 
Development Goals：持続可能な開発目
標)をご存知ですか？(単一回答）

従業員数別回答全体回答

(N=153社）

参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果
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SDGsに対する取組の具体的な内容について

⚫ 以下に各社のSDGsに関する取組におけるキーワードを示す。

⚫ 全39社の回答では、環境負荷削減やエネルギーに関する活動が多く挙げられた。

216

Q49. Q48で「①はい」あるいは「②具体的な取組を検討している」を選択された方にお伺いします。 SDGｓに関する具体的な取組や検
討中の内容をお答えください。(自由記述）

レジリエンス 環境負荷削減

(N=39社）

※回答に依っては、
1回答から複数のキー
ワードを抽出している

エネルギー 地域貢献 その他

参考資料1 ガス事業者に対するアンケート結果
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